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東京都市大学で学ぶこと 

学長 三木 千壽 

 
大学で学ぶことの意義は何でしょうか。高校までは生徒と呼ばれますが、大学に入ると学生にかわります。広辞苑によ

れば生徒は教育を受ける者、学生は大学で学ぶ者、となっています。すなわち、生徒は受動的に学ぶのに対して、学生は

能動的に学ぶことになります。 

 

 東京都市大学の理念は「持続可能な社会発展をもたらすための人材育成と学術 

研究」です。自分がどのような人材として、どのような貢献ができるのかを考えて

ください。都市大の前身の一つである武蔵工業大学は、工業教育の理想を求める学

生が創設した、日本においては稀な大学です。この精神を受け継ぎ、能動的、主体

的に学ぶことを期待します。  

 

高校までは、大学入試という明確なターゲットがありました。しかし、大学に入

学すると具体的な目標が見えなくなります。大学での目標は、決して良い会社に就

職することではありません。大学での最初のステップは、自分の将来の姿、夢を描

くこと、そして、それを実現する道程を考えることです。その過程から、やりたい

こと、やらなければならないことが自然と浮かび上がってくるでしょう。大学時代

は、自分の将来を自由に設計できる最後のチャンスです。 

 

 

1980年代、90年代には、日本が科学技術で世界をリードしました。また、その

結果として、世界第 2 位の経済大国となり、その豊かさを享受してきました。し

かし、近年、日本のポジションは急激に低下しています。科学技術分野の論文数

などの指標においても、日本は米国に次ぐポジションから、中国、ドイツに抜か

れ、4位になっています。特に米国と中国には、質、量とも大きな差をつけられて

います。このような競争力の低下と少子高齢化を考え合わせると、今の日本の生

活環境レベルを維持していくには、大変な努力が必要ということになります。 

 

現在は AIと IoTが先導する第 4次産業革命が進んでいます。AIの進化により、 

現在の雇用の 40%が消えてしまうとの予測があります。そのような時代に必要と 

されるのはどのような人材でしょうか。学んだこと、蓄積してきた知識が陳腐化 

していく速度も早いでしょう。あらゆることに対応できる強靭な能力を身に付け 

ることが重要ではないでしょうか。そして、勉強は大学まで、その後は就職、と

区切るのではなく、継続的に学び続けることです。学びを停止した瞬間から、取

り残され始めます。 

 

都市大が輩出する人材像は、世界中のどこででも活躍できる、いわゆるグロー

バル人材です。皆さん、国際人になりましょう。都市大オーストラリアプログラ

ム（TAP）は国際人への入り口です。そこでは 1 年間の準備教育の後、5 ヶ月間を

オーストラリアのパースにあるエディスコーワン大学に留学します。第 1回生 200

名、第 2回生 250名が修了しており、現在、3回生 300名が準備教育を受けていま

す。TAP は今年より同じオーストラリアのパースにあるマードック大学が加わり、収容定員も増えます。更には、高い英

語力を有する学生を対象としてのニュージーランドカンタベリー大学への留学プログラムも始まります。大学に入学した

のですから、先ずは英語によるコミュニケーションができるようになりましょう。受験の英語とコミュニケーションツー

ルとしての英語は違います。 

 

都市大は「入学時から卒業時でどれくらい能力を上げることができたか」、教育付加価値の指標でのベストバリュー大学

を目指しています。都市大の教職員は、皆さんがどこまで伸びるかを見ることを楽しみにしています。卒業時には、「都市

大でよかった」と言わせたいと考えています。 
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平成３０年度 大学概要 

 

 

 

 

 理 念  

「持続可能な社会発展をもたらすための人材育成と学術研究」 

――――建学の精神“公正”“自由”“自治”を活かしながら新たな発展へ 

本学は，“工業教育の理想”を求める学生たちが中心となって創設された，日本においてきわめて稀な，学生の

熱意が創り上げた大学です。この建学の精神は，独立自主の思い溢れる学生たちが掲げた，夢と希望のシンボ

ルです。東京都市大学は，この優れた精神を継承しながら，“持続可能な社会発展をもたらすための人材育成と

学術研究”を理念とし，新しい時代と社会の要請に応える大学へとさらなる進化を遂げていきます。 

 

 

東京都市大学 
TOKYO CITY UNIVERSITY 

UNDERGRADUATE DIVISION 
入学定員 収容定員 

■工学部 FACULTY OF ENGINEERING   

機械工学科 DEPARTMENT OF MECHANICAL ENGINEERING 120 480 

機械システム工学科 DEPARTMENT OF MECHANICAL SYSTEMS ENGINEERING 110 440 

原子力安全工学科 DEPARTMENT OF NUCLEAR SAFETY ENGINEERING 45 180 

医用工学科 DEPARTMENT OF MEDICAL ENGINEERING 60 240 

電気電子工学科 DEPARTMENT OF ELECTRICAL AND ELECTRONIC ENGINEERING 110 440 

エネルギー化学科 DEPARTMENT OF CHEMISTRY AND ENERGY ENGINEERING 70 280 

建築学科 DEPARTMENT OF ARCHITECTURE 110 440 

都市工学科 DEPARTMENT OF URBAN AND CIVIL ENGINEERING 100 400 

  725 2,900 

■知識工学部 FACULTY OF KNOWLEDGE ENGINEERING   

情報科学科 DEPARTMENT OF COMPUTER SCIENCE 100 400 

情報通信工学科 DEPARTMENT OF INFORMATION AND COMMUNICATION ENGINEERING 60 240 

経営システム工学科 DEPARTMENT OF INDUSTRIAL AND MANAGEMENT SYSTEMS ENGINEERING 75 300 

自然科学科 DEPARTMENT OF NATURAL SCIENCES 60 240 

  295 1,180 

■環境学部 FACULTY OF ENVIRONMENTAL STUDIES   

環境創生学科 DEPARTMENT OF RESTORATION ECOLOGY AND BUILT ENVIRONMENT 90 360 

環境マネジメント学科 DEPARTMENT OF ENVIRONMENTAL MANAGEMENT 70 280 

  160 640 

■メディア情報学部 FACULTY OF INFORMATICS   

社会メディア学科 DEPARTMENT OF SOCIOLOGY AND MEDIA STUDIES 90 360 

情報システム学科 DEPARTMENT OF INFORMATION SYSTEMS 90 360 

  180 720 

■都市生活学部 FACULTY OF URBAN LIFE STUDIES   

都市生活学科 DEPARTMENT OF URBAN LIFE STUDIES 160 640 

■人間科学部 FACULTY OF HUMAN LIFE SCIENCES   

児童学科 DEPARTMENT OF CHILD STUDIES 100 400 

  1,620 6,480 
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〒158-8557 東京都世田谷区玉堤１－２８－１  

■横浜キャンパス【環境学部】【メディア情報学部】  

〒224-8551 神奈川県横浜市都筑区牛久保西３－３－１  

■等々力キャンパス【都市生活学部】【人間科学部】 ■総合研究所［等々力キャンパス］ 

〒158-8586 東京都世田谷区等々力８－９－１８ 〒158-0082 東京都世田谷区等々力８－１５－１ 

 ■原子力研究所［王禅寺キャンパス］ 

 〒215-0013 神奈川県川崎市麻生区王禅寺９７１ 

 

 

 

東京都市大学 

大学院 

TOKYO CITY UNIVERSITY 

GRADUATE SCHOOL 

課程 修士課程 博士後期課程 

定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

■総合理工学研究科 

GRADUATE SCHOOL OF INTEGRATIVE 

SCIENCE AND ENGINEERING 

MASTER OF 

ENGINEERING COURSE 

DOCTOR OF  

ENGINEERING COURSE 

機械専攻 MECHANICS 60 120 8 24 

電気・化学専攻 ELECTRICAL ENGINEERING AND CHEMISTRY 66 132 8 24 

共同原子力専攻 COOPERATIVE MAJOR IN NUCLEAR ENERGY 15 30 4 12 

建築・都市専攻 ARCHITECTURE AND CIVIL ENGINEERING 54 108 8 24 

情報専攻 INFORMATICS 66 132 8 24 

  261 522 36 108 

■環境情報学研究科 

GRADUATE SCHOOL OF ENVIRONMENTAL AND 

INFORMATION STUDIES 

MASTER OF ENVIRONMENTAL AND 

INFORMATION STUDIES COURSE 

DOCTOR OF ENVIRONMENTAL AND 

INFORMATION STUDIES COURSE 

環境情報学専攻 ENVIRONMENTAL AND INFORMATION STUDIES 20 40 2 6 

都市生活学専攻 URBAN LIFE STUDIES 6 12   

  26 52 2 6 

  287 574 38 114 

 

 

 

付属施設等 大学 
共通教育部 

FACULTY OF LIBERAL ARTS AND SCIENCES 
世田谷・横浜・等々力キャンパス 

大学 
図書館 

LIBRARY 
世田谷・横浜・等々力キャンパス 

大学 
総合研究所 

ADVANCED RESEARCH LABORATORIES 
等々力キャンパス 

大学 
情報基盤センター 

INFORMATION TECHNOLOGY CENTER 
世田谷・横浜・等々力キャンパス 

工学部 
原子力研究所 

ATOMIC ENERGY RESEARCH LABORATORY 
王禅寺キャンパス 
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沿 革 

 

東京都市大学は，昭和４年に創設された武蔵高等工科学校をその母体として発展してきたもので，その沿革は次の通り

である。昭和24年に学制改革により武蔵工業大学に昇格した本学は，公正・自由・自治を建学の精神とし，実学の充実に

力点を置いた教育と，実践的かつ先駆的な研究活動で，わが国の工業教育に尽瘁してきた。平成21年には東京都市大学と

改称し，「持続可能な社会発展をもたらすための人材育成と学術研究」を理念とした，科学技術から生活福祉までの幅広い

領域を網羅する大学として現在に至っている。 

 

昭和 4年 9月 □武蔵高等工科学校として創設 □電気工学科，土木工学科，建築工学科の３学科を開設 

昭和 5年 4月 □建築工学科を建築学科と改称 

昭和 9年 4月 □機械工学科を増設，計４学科となる 

昭和17年 4月 □実業学校令，専門学校令による武蔵高等工業学校を開設 □機械工学科，電気工学科，土木工学科，建築工学科の４

学科を設置 

昭和19年 4月 □武蔵工業専門学校と改称 □機械科，電気科，建築科，土木科とし，同時に電気通信科を増設，計５科となる 

 

昭和24年 4月 □武蔵工業大学に昇格 □工学部機械工学科，電気工学科，建設工学科の３学科を設置 □学長に赤野正信が就任 

昭和25年 4月 □短期大学部機械科，電気科，建設科の３科を併設 

昭和27年 4月 □学長に荒川大太郎が就任 

昭和29年11月 □理事長に五島慶太が就任 

昭和30年 5月 □学長に元東京工業大学長・大阪帝国大学総長工学博士八木秀次が就任 

同    6月 □学校法人東横学園を合併して学校法人名を五島育英会と改称 

昭和32年 4月 □工学部に電気通信工学科を増設，建設工学科を建築工学科，土木工学科に分離し，工学部は計５学科となる 

昭和34年 4月 □工学部に生産機械工学科，経営工学科を増設，工学部は計７学科となる 

同    9月 □理事長に五島昇が就任 

昭和35年 4月 □原子力研究所発足 □学長に前静岡大学長工学博士山田良之助が就任 

同   10月 □工学部建築工学科を建築学科と改称 

昭和39年 9月 □五島育英会々長に五島昇が就任 □理事長に唐沢俊樹が就任 

昭和40年 4月 □工学部機械工学科と生産機械工学科を合併，新たに機械工学科とし，工学部は計６学科となる 

昭和41年 4月 □大学院工学研究科修士課程機械工学専攻，生産機械工学専攻，電気工学専攻，建築学専攻の４専攻を開設 

昭和42年 5月 □理事長に星野直樹が就任 

昭和43年 3月 □短期大学部を廃止 

同    4月 □大学院工学研究科博士後期課程機械工学専攻，生産機械工学専攻，電気工学専攻，建築学専攻の４専攻を開設 

昭和44年 4月 □工学部電気通信工学科を電子通信工学科と改称 

昭和47年 4月 □大学院工学研究科修士課程に土木工学専攻を増設，大学院工学研究科修士課程は計５専攻となる 

昭和49年 3月 □理事長に曾禰益が就任 

昭和53年 3月 □学長に東京大学名誉教授工学博士石川馨が就任 

昭和54年10月 □創立５０周年 □情報処理センター発足 

昭和55年 6月 □理事長に五島昇が就任 

昭和56年 4月 □大学院工学研究科博士後期課程に土木工学専攻を増設，大学院工学研究科博士後期課程は計５専攻となる □大学院

工学研究科修士課程に経営工学専攻，原子力工学専攻を増設，大学院工学研究科修士課程は計７専攻となる 

同    6月 □会長に五島昇が就任 □理事長に山田秀介が就任 

昭和60年 4月 □工学部電気工学科を電気電子工学科と改称 

平成元年 9月 □学長に本学教授工学博士古浜庄一が就任 

平成 4年 4月 □水素エネルギー研究センター発足 

平成 6年 5月 □理事長に堀江音太郎が就任 

 

平成 9年 4月 □環境情報学部環境情報学科を開設，大学は計２学部となる □工学部に機械システム工学科，電子情報工学科，エネ

ルギー基礎工学科を増設，工学部は計９学科となる □情報メディアセンター発足 

平成10年 9月 □学長に東京大学名誉教授・埼玉大学名誉教授工学博士堀川清司が就任 

同   10月 □環境情報学部が国際規格「環境マネジメントシステムISO 14001」の認証を取得 

平成11年 4月 □エネルギー環境技術開発センター発足 

平成12年 4月 □産官学交流センター発足 

同    5月 □理事長に秋山壽が就任 

平成13年 4月 □大学院環境情報学研究科修士課程環境情報学専攻を開設，大学院は計２研究科となる □大学院工学研究科修士課程

及び博士後期課程生産機械工学専攻を機械システム工学専攻と改称 
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平成14年 3月 □１４号館（サクラセンター＃14（新体育館・食堂））完成 

同    4月 □大学院工学研究科修士課程及び博士後期課程土木工学専攻を都市基盤工学専攻と改称，大学院工学研究科修士課程原

子力工学専攻をエネルギー量子工学専攻と改称 □工学部土木工学科を都市基盤工学科，経営工学科をシステム情報工

学科とそれぞれ改称 □環境情報学部に情報メディア学科を増設，環境情報学部は計２学科となる □生涯学習センタ

ー発足 

平成15年 4月 □大学院工学研究科博士後期課程にエネルギー量子工学専攻を増設，大学院工学研究科博士後期課程は計６専攻となる 

□工学部電気電子工学科を電気電子情報工学科，電子情報工学科をコンピュータ・メディア工学科，エネルギー基礎工

学科を環境エネルギー工学科とそれぞれ改称 

同    5月 □理事長に山口裕啓が就任 

平成16年 4月 □総合研究所発足 □９号館（新図書館）完成 

同    9月 □学長に本学教授工学博士中村英夫が就任 

同   10月 □創立７５周年 

平成17年 4月 □大学院環境情報学研究科博士後期課程環境情報学専攻を開設 

平成18年 4月 □大学院工学研究科修士課程経営工学専攻の学生募集を停止，修士課程及び博士後期課程にシステム情報工学専攻を開

設 □大学院全専攻に博士後期課程が設置されたため修士課程の呼称を博士前期課程に変更，大学院博士後期課程及び

博士前期課程は計２研究科・８専攻となる 

同    8月 □４号館（新建築学科棟）完成 

平成19年 4月 □知識工学部情報科学科，情報ネットワーク工学科，応用情報工学科の３学科を開設，大学は計３学部となる □工学

部に生体医工学科を増設，工学部の電子通信工学科，コンピュータ・メディア工学科，システム情報工学科の学生募集

を停止，電気電子情報工学科を電気電子工学科，都市基盤工学科を都市工学科とそれぞれ改称，工学部は計７学科とな

る 

同   12月 □室蘭工業大学と包括連携協定を締結 

平成20年 3月 □昭和大学，多摩美術大学と包括連携協定を締結 

同    4月 □工学部に原子力安全工学科を増設，工学部は計８学科となる □工学部環境エネルギー工学科をエネルギー化学科と

改称 

 

平成21年 4月 □同一法人内の東横学園女子短期大学と統合し，大学名称を東京都市大学と改称 □都市生活学部都市生活学科，人間

科学部児童学科を開設，大学は計５学部となる □大学院工学研究科博士後期課程及び博士前期課程電気工学専攻の学

生募集を停止，電気電子工学専攻，生体医工学専攻，情報工学専攻を開設，大学院工学研究科博士後期課程及び博士前

期課程は計９専攻となる □知識工学部に自然科学科を増設，応用情報工学科を経営システム工学科と改称，知識工学

部は計４学科となる 

同    6月 □２号館（生体医工学科棟）完成 

平成22年 4月 □大学院工学研究科博士後期課程及び博士前期課程エネルギー量子工学専攻の学生募集を停止，エネルギー化学専攻を

開設，共同原子力専攻を早稲田大学と共同で開設，大学院工学研究科博士後期課程及び博士前期課程は計１０専攻とな

る 

平成23年 4月 □大学院工学研究科博士後期課程及び博士前期課程都市基盤工学専攻を都市工学専攻と改称 □工学部及び知識工学

部の情報処理センター，環境情報学部の情報メディアセンターを改編し，情報基盤センター発足 

平成23年 5月 □理事長に安達功が就任 

平成24年 4月 □共通教育部を設置 

平成25年 4月 □大学院環境情報学研究科に修士課程都市生活学専攻を増設，大学院博士前期課程の呼称を修士課程に変更 □環境情

報学部環境情報学科及び情報メディア学科の学生募集停止，環境学部環境創生学科，環境マネジメント学科，メディア

情報学部社会メディア学科，情報システム学科を新設，大学は計６学部１８学科となる □工学部生体医工学科を医用

工学科と改称，知識工学部情報ネットワーク工学科を情報通信工学科と改称 

同    9月 □学長に東京大学名誉教授・前独立行政法人科学技術振興機構理事長 理工学博士 北澤宏一が就任 

同   12月 □１号館完成 

平成27年 1月 □学長に本学副学長工学博士三木千壽が就任 

平成30年 4月 □大学院工学研究科を総合理工学研究科と改称，博士後期課程及び修士課程機械工学専攻を機械専攻に改称，電気電子

工学専攻を電気・化学専攻に改称，建築学専攻を建築・都市専攻に改称，情報工学専攻を情報専攻に改称，機械システ

ム工学専攻，生体医工学専攻，都市工学専攻，システム情報工学専攻，エネルギー化学専攻の学生募集を停止，総合理

工学研究科は計５専攻となる 
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祝日授業日の注意
祝日だが授業を行う日があり，その振替で休校とする
日があります。

大学 大学院 主要行事

年度開始

４月１日(日)

入学式

４月２日(月)

前期オリエンテーション

４月３日(火)～４月５日(木)

学生定例健康診断

工･知 院工・院総 ４月４日(水)～４月７日(土)

環情・環･メ 院環 ４月３日(火)～４月５日(木)

都･人 ―― ４月４日(水)～４月５日(木)

フレッシャーズ・キャンプ：休講

４月６日(金)～４月７日(土)

前期履修登録日

４月１８日(水)～４月２０日(金)

確認日：履修登録時

４月１８日(水)～４月２０日(金)

※都市生活学部・人間科学部は４月１９日(木)～４月２０日(金)

確認日：４月２６日(木)～４月２７日(金)

学位論文主題等届出締切日

工学研究科/環境情報学研究科: ４月２６日(木)

※対象：修士２年次･博士後５年次

体育祭（休講）

５月８日(火)～５月９日(水)

大学院入学試験(Ａ日程：推薦)

総合理工学研究科：５月１６日(水)

環境情報学研究科：５月１９日(土)

大学院入学試験(後学期入試：一般)

総合理工学研究科：６月２９日(金)～６月３０日(土)

環境情報学研究科：５月１９日(土)

前期前半末試験（前期前半でクォーター開講する授業の試験）

６月５日(火)～６月６日(水) ※3日は試験予備日とする

東京都市大学横浜祭　　※6/9(土)は全キャンパス授業実施

６月９日(土)午後～６月１０日(日)

６月１１日(月)片付日（振替休校）

編入学試験（高専３年次指定校推薦）

６月１６日(土)

前期後半科目履修変更期間 ※環境情報学研究科を除く

６月１８日(月)、１９日(火)

祝日授業日（祝日だが授業を実施）

７月１６日(月)　　　　　　　    ■6/11を振替休校日とする

前期末試験

７月２６日(木 )～２８日(土 )、３０日(月 )～８月１日(水 )

夏期休業

８月２日(木)～９月１９日(水)

オープンキャンパス

８月３日(金)～８月４日(土)

転学部・転学科試験（予定）

９月４日(火)

大学院入学試験(Ｂ日程：一般)

総合理工学研究科：９月４日(火)～９月６日(木)

環境情報学研究科：９月５日(水)

前学期学位授与式／後学期入学式(大学院)

９月１５日(土)

工･知･

環情･環･メ

都･人

院工・院総

――

―― 院環

全学

(横浜キャンパス)

全学

――

―― 全※

――

全学

全学

全学

全１年 ――

全学※

全学

――

全学※

全学

全学

全学

全 ――

全学

入試

入試

入試

入試

人間科学部　実習

人間科学部は，右の実習期間に応じて，別途補講などが指示されます。

学年 期　　間

保育園 ３年 2018/6/11(月)～6/23(土)

施設 ３年 2018/8/ 1(水)～9/10(月)

保育実習(2) 保育園 ４年 2018/6/18(月)～6/30(土)

保育実習(3) 施設 ４年 2018/8/ 1(水)～9/10(月)

幼稚園：観察実習 幼稚園 ２年 2019/2/ 7(木)～2/14(木)

幼稚園：責任実習 幼稚園 ３年 2019/2/ 7(木)～2/28(木)

実　習　種　類

保育実習(1)

祝日だが授業を実施 振替休校日
7/16(月) 6/11(月)
9/24(月) 11/5(月)
10/8(月) 12/25(火)

10/17(水・創立記念日) 1/22(火)

平成３０年度 学年暦 

*休校振替日

台風等で休校が発生し振替が必要な場合に，授業を行う予備日です。
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平成３０年度 学年暦 

 

 
入試はすべて予定であり、平成 31 年度「入試大綱」の決定に基づき変更になる場合があります。 

大学 大学院 主要行事

後期オリエンテーション

９月２０日(木)

学位論文主題仮提出に関するガイダンス　※対象：修士１年次

９月２０日(木)

祝日授業日（祝日だが授業を実施）

９月２４日(月)　　　　　　　　　■11/5を振替休校日とする

後期履修登録日

９月２４日(月)～９月２８日(金)　　　　　確認日: 履修登録時

１０月３日(水)～１０月５日(金)

※都市生活学部・人間科学部は１０月４日(木)～１０月５日(金)

　　　　　　　確認日：１０月１１日(木)～１０月１２日(金)

学位論文主題仮提出締切日

環境情報学研究科: １０月４日(木)　　　※対象：修士１年次

祝日授業日（祝日だが授業を実施）

１０月８日(月)　　　　　　　　 ■12/25を振替休校日とする

ＡＯ型入試(２次)／ＡＯ社会人型入試／ＡＯ帰国生徒型入試

１０月１３日(土)

創立記念日 (創立記念日だが授業を実施)

１０月１７日(水)　　　　　　　　 ■1/22を振替休校日とする

学位請求書･学位論文等の提出に関するガイダンス

環境情報学研究科: １１月１日(木)　  ※対象：修士２年次

東京都市大学世田谷祭／等々力祭

１１月２日(金)準備日（休校）

１１月３日(土)～１１月４日(日)

１１月５日(月)片付日（休校）

後期前半末試験（後期前半でクォーター開講する授業の試験）

１１月１３日(火 )～１１月１５日(木 )

指定校推薦入学考査／公募推薦入試／原子力人材入試

１１月１８日(日)

後期後半科目履修変更期間　　　　※環境情報学研究科を除く

１１月２８日(水)、２９日(木)

学位論文提出締切日

工学研究科/環境情報学研究科: １１月２９日(木)

冬期休業

１２月２６日(水)～１月６日(日)

付属進学制度／編入学試験／外国人留学生入試

１月１２日(土)

大学入試センター試験：休講

１月１９日(土)～１月２０日(日)

学年末試験

１月２３日(水 )～２６日(土 )、２８日(月 )、２９日(火 )

学位請求書･学位論文等提出締切日　※対象：修士２年次･博士後５年次

工学研究科/環境情報学研究科: １月３０日(水)

一般入試(前期)／(中期)／(後期)

２月１日(金)～２月３日(日)／２月２０日(水)／３月４日(月)

大学院入学試験(Ｃ日程：一般)

総合理工学研究科:２月２６日(火)～２月２８日(木)

環境情報学研究科:２月１５日(金)

学位授与(博士･修士･学士)資格認定者発表日

３月１２日(火)

センター利用後期総合入試

３月１４日(木)

学位授与式

３月１９日(火)

年度終了

３月３１日(日)

院工・院総

――

全学

全学

―― 院環※

工･知･

環情･環･メ

都･人

――

全学

―― 院環※

全学

(世田谷キャンパス)

（等々力キャンパス）

全学

―― 院環※

全学

―― 院環

全学※

――

――

―― 全※

―― 全

全学

――

――

全学

全学

全学

――

全学

入試

入試

入試

入試

入試

入試

入試

祝日授業日の注意
祝日だが授業を行う日があり，その振替で休校とする
日があります。

大学 大学院 主要行事

年度開始

４月１日(日)

入学式

４月２日(月)

前期オリエンテーション

４月３日(火)～４月５日(木)

学生定例健康診断

工･知 院工・院総 ４月４日(水)～４月７日(土)

環情・環･メ 院環 ４月３日(火)～４月５日(木)

都･人 ―― ４月４日(水)～４月５日(木)

フレッシャーズ・キャンプ：休講

４月６日(金)～４月７日(土)

前期履修登録日

４月１８日(水)～４月２０日(金)

確認日：履修登録時

４月１８日(水)～４月２０日(金)

※都市生活学部・人間科学部は４月１９日(木)～４月２０日(金)

確認日：４月２６日(木)～４月２７日(金)

学位論文主題等届出締切日

工学研究科/環境情報学研究科: ４月２６日(木)

※対象：修士２年次･博士後５年次

体育祭（休講）

５月８日(火)～５月９日(水)

大学院入学試験(Ａ日程：推薦)

総合理工学研究科：５月１６日(水)

環境情報学研究科：５月１９日(土)

大学院入学試験(後学期入試：一般)

総合理工学研究科：６月２９日(金)～６月３０日(土)

環境情報学研究科：５月１９日(土)

前期前半末試験（前期前半でクォーター開講する授業の試験）

６月５日(火)～６月６日(水) ※3日は試験予備日とする

東京都市大学横浜祭　　※6/9(土)は全キャンパス授業実施

６月９日(土)午後～６月１０日(日)

６月１１日(月)片付日（振替休校）

編入学試験（高専３年次指定校推薦）

６月１６日(土)

前期後半科目履修変更期間 ※環境情報学研究科を除く

６月１８日(月)、１９日(火)

祝日授業日（祝日だが授業を実施）

７月１６日(月)　　　　　　　    ■6/11を振替休校日とする

前期末試験

７月２６日(木 )～２８日(土 )、３０日(月 )～８月１日(水 )

夏期休業

８月２日(木)～９月１９日(水)

オープンキャンパス

８月３日(金)～８月４日(土)

転学部・転学科試験（予定）

９月４日(火)

大学院入学試験(Ｂ日程：一般)

総合理工学研究科：９月４日(火)～９月６日(木)

環境情報学研究科：９月５日(水)

前学期学位授与式／後学期入学式(大学院)

９月１５日(土)

工･知･

環情･環･メ

都･人

院工・院総

――

―― 院環

全学

(横浜キャンパス)

全学

――

―― 全※

――

全学

全学

全学

全１年 ――

全学※

全学

――

全学※

全学

全学

全学

全 ――

全学

入試

入試

入試

入試

人間科学部　実習

人間科学部は，右の実習期間に応じて，別途補講などが指示されます。

学年 期　　間

保育園 ３年 2018/6/11(月)～6/23(土)

施設 ３年 2018/8/ 1(水)～9/10(月)

保育実習(2) 保育園 ４年 2018/6/18(月)～6/30(土)

保育実習(3) 施設 ４年 2018/8/ 1(水)～9/10(月)

幼稚園：観察実習 幼稚園 ２年 2019/2/ 7(木)～2/14(木)

幼稚園：責任実習 幼稚園 ３年 2019/2/ 7(木)～2/28(木)

実　習　種　類

保育実習(1)

祝日だが授業を実施 振替休校日
7/16(月) 6/11(月)
9/24(月) 11/5(月)
10/8(月) 12/25(火)

10/17(水・創立記念日) 1/22(火)

平成３０年度 学年暦 

*休校振替日

台風等で休校が発生し振替が必要な場合に，授業を行う予備日です。
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東京都市大学学則 

平成３０年４月 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 本大学は，学校教育法に基づき，豊かな教養を授け，深く専門の学術を教授研究し，もって文化の向上に寄与す

るとともに，人類福祉の増進に貢献することを目的とする。 

 

（自己点検及び評価） 

第１条の２ 本大学は，教育研究水準の向上を図り，前条の目的及び社会的使命を達成するため，教育研究活動等の状況

について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価に関する事項は，別に定める。 

 

（名称） 

第２条 本大学は，東京都市大学と称する。 

 

（位置） 

第３条 本大学は，東京都世田谷区玉堤１丁目２８番１号に置く。 

 

第２章 組織 

 

（学部，学科及び収容定員） 

第４条 本大学に，工学部，知識工学部，環境学部，メディア情報学部，都市生活学部及び人間科学部を置く。 

２ 各学部に設ける学科及び収容定員は，次のとおりとする。 

学  部 学    科 入学定員 収容定員 

工 学 部 

機械工学科 １２０ ４８０ 

機械システム工学科 １１０ ４４０ 

原子力安全工学科 ４５ １８０ 

医用工学科 ６０ ２４０ 

電気電子工学科 １１０ ４４０ 

エネルギー化学科 ７０ ２８０ 

建築学科 １１０ ４４０ 

都市工学科 １００ ４００ 

計 ７２５ ２,９００ 

知識工学部 

情報科学科 １００ ４００ 

情報通信工学科 ６０ ２４０ 

経営システム工学科 ７５ ３００ 

自然科学科 ６０ ２４０ 

計 ２９５ １,１８０ 

環境学部 

環境創生学科 ９０ ３６０ 

環境マネジメント学科 ７０ ２８０ 

計 １６０ ６４０ 

メディア情報学部 

社会メディア学科 ９０ ３６０ 

情報システム学科 ９０ ３６０ 

計 １８０ ７２０ 

都市生活学部 都市生活学科 １６０ ６４０ 

人間科学部 児童学科 １００ ４００ 

合  計 １,６２０ ６,４８０ 
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東京都市大学学則 
 

（人材の養成及び教育研究上の目的） 

第４条の２ 第１条を実現するため，各学部と学科における人材の養成及び教育研究上の目的を別表６に定める。 

 

（共通教育部） 

第４条の３ 本大学に，共通教育部を置く。 

２ 共通教育部に関する規程は，別に定める。 

 

（大学院） 

第５条 本大学に，大学院を置く。 

２ 大学院の学則は，別に定める。 

 

（図書館） 

第６条 本大学に，図書館を置く。 

２ 図書館に関する規程は，別に定める。 

 

（学生部） 

第７条 本大学に，学生部を置く。 

２ 学生部に関する規程は，別に定める。 

 

（付属施設） 

第８条 本大学に，以下の付属施設を置く。 

(1) 総合研究所 

(2) 情報基盤センター 

２ 工学部に，原子力研究所を置く。 

３ 付属施設に関する規程は，別に定める。 

 

（付属学校） 

第９条 本大学に，次の付属学校を置く。 

(1) 付属高等学校 

(2) 付属中学校 

(3) 等々力高等学校 

(4) 等々力中学校 

(5) 塩尻高等学校 

(6) 付属小学校 

(7) 二子幼稚園 

２ 付属学校の学則は，別に定める。 

  

 

東京都市大学学則 

平成３０年４月 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 本大学は，学校教育法に基づき，豊かな教養を授け，深く専門の学術を教授研究し，もって文化の向上に寄与す

るとともに，人類福祉の増進に貢献することを目的とする。 

 

（自己点検及び評価） 

第１条の２ 本大学は，教育研究水準の向上を図り，前条の目的及び社会的使命を達成するため，教育研究活動等の状況

について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。 

２ 前項の点検及び評価に関する事項は，別に定める。 

 

（名称） 

第２条 本大学は，東京都市大学と称する。 

 

（位置） 

第３条 本大学は，東京都世田谷区玉堤１丁目２８番１号に置く。 

 

第２章 組織 

 

（学部，学科及び収容定員） 

第４条 本大学に，工学部，知識工学部，環境学部，メディア情報学部，都市生活学部及び人間科学部を置く。 

２ 各学部に設ける学科及び収容定員は，次のとおりとする。 

学  部 学    科 入学定員 収容定員 

工 学 部 

機械工学科 １２０ ４８０ 

機械システム工学科 １１０ ４４０ 

原子力安全工学科 ４５ １８０ 

医用工学科 ６０ ２４０ 

電気電子工学科 １１０ ４４０ 

エネルギー化学科 ７０ ２８０ 

建築学科 １１０ ４４０ 

都市工学科 １００ ４００ 

計 ７２５ ２,９００ 

知識工学部 

情報科学科 １００ ４００ 

情報通信工学科 ６０ ２４０ 

経営システム工学科 ７５ ３００ 

自然科学科 ６０ ２４０ 

計 ２９５ １,１８０ 

環境学部 

環境創生学科 ９０ ３６０ 

環境マネジメント学科 ７０ ２８０ 

計 １６０ ６４０ 

メディア情報学部 

社会メディア学科 ９０ ３６０ 

情報システム学科 ９０ ３６０ 

計 １８０ ７２０ 

都市生活学部 都市生活学科 １６０ ６４０ 

人間科学部 児童学科 １００ ４００ 

合  計 １,６２０ ６,４８０ 
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第３章 職員 

 

（職員組織） 

第１０条 本大学に，学長，教授，准教授，講師，助教，助手，技術職員及び事務職員を置く。 

２ 前項のほか，副学長を置くことができる。 

３ 学長及び副学長に関する規程は，別に定める。 

４ 各学部に，学部長を置く。 

５ 学部長に関する規程は，別に定める。 

 

（教員資格） 

第１１条 各学科の主要な学科目は，各専門分野につき資格を有する専任の教授，准教授，講師又は助教が担当する。 

２ 各学科の学科目を担当する教員の資格基準及び資格審査に関し必要な規程は，別に定める。 

 

第４章 大学協議会及び教授会 

 

（大学協議会） 

第１２条 本大学に，大学協議会を置き，学長の求めに応じ，本大学の運営に関する重要事項を審議する。 

２ 大学協議会に関する規程は，別に定める。 

 

（教授会） 

第１３条 各学部に，教授会を置く。 

２ 学部長は，教授会を招集し，その議長となる。 

３ 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり審議し，意見を述べる。 

(1) 当該学部における学生の入学，卒業及び学位授与に関すること。 

(2) 当該学部における教育研究に関する重要な事項で，学長が教授会の意見を聴くことが必要であると認めるもの。 

４ 教授会は，前項に規定するもののほか，当該学部の教育研究に関する事項について審議し，学長及び学部長の求めに

応じ，意見を述べることができる。 

５ 教授会には，准教授その他の職員を加えることができる。 

６ 教授会の運営に関する規程は，別に定める。 

 

第５章 教育課程及び履修方法 

 

（授業科目の区分） 

第１４条 工学部にあっては，授業科目を教養科目，体育科目，外国語科目，工学基礎科目，専門科目並びに教職に関す

る科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 

２ 知識工学部にあっては，授業科目を教養科目，体育科目，外国語科目，知識工学基盤科目，専門科目並びに教職に関

する科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 

３ 環境学部にあっては，授業科目を基礎科目(体育科目・外国語科目・教養科目)，専門基礎科目，専門科目(学科基盤科

目・学科専門科目)に区分する。 

４ メディア情報学部にあっては，授業科目を基礎科目(体育科目・外国語科目・教養科目)，専門基礎科目，専門科目(学

科基盤科目・学科専門科目)，並びに教職に関する科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 

５ 都市生活学部にあっては，授業科目を教養科目，外国語科目，体育科目，専門基礎科目，専門科目に区分する。 

６ 人間科学部にあっては，授業科目を教養科目，外国語科目，体育科目，専門科目並びに教職に関する科目，教科に関

する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 
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（履修単位及び年限） 

第１５条 学生は，４年以上在学し，次の区分に従って所定の単位数以上を修得しなければならない。 

工学部 機械工学科，機械システム工学科，原子力安全工学科，医用工学科，電気電子工学科，エネルギー化学科 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 １０単位 

体育科目 ２単位 

外国語科目 ８単位 

工学基礎科目 ３０単位 

専門科目 ６０単位 

小  計 １１０単位 

自由選択    ※ １４単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上修得しなければならない。 

工学部 建築学科 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 １０単位 

体育科目 ２単位 

外国語科目 ８単位 

工学基礎科目 ３０単位 

専門科目 ６７単位 

小  計 １１７単位 

自由選択    ※ ７単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して７単位以上修得しなければならない。 

工学部 都市工学科 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 １０単位 

体育科目 ２単位 

外国語科目 ８単位 

工学基礎科目 ３０単位 

専門科目 ６９単位 

小  計 １１９単位 

自由選択    ※ ５単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して５単位以上修得しなければならない。 

知識工学部 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 １０単位 

体育科目 ２単位 

外国語科目 ８単位 

知識工学基盤科目 ３０単位 

専門科目 ６０単位 

小  計 １１０単位 

自由選択    ※ １４単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上修得しなければならない。 
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第３章 職員 

 

（職員組織） 

第１０条 本大学に，学長，教授，准教授，講師，助教，助手，技術職員及び事務職員を置く。 

２ 前項のほか，副学長を置くことができる。 

３ 学長及び副学長に関する規程は，別に定める。 

４ 各学部に，学部長を置く。 

５ 学部長に関する規程は，別に定める。 

 

（教員資格） 

第１１条 各学科の主要な学科目は，各専門分野につき資格を有する専任の教授，准教授，講師又は助教が担当する。 

２ 各学科の学科目を担当する教員の資格基準及び資格審査に関し必要な規程は，別に定める。 

 

第４章 大学協議会及び教授会 

 

（大学協議会） 

第１２条 本大学に，大学協議会を置き，学長の求めに応じ，本大学の運営に関する重要事項を審議する。 

２ 大学協議会に関する規程は，別に定める。 

 

（教授会） 

第１３条 各学部に，教授会を置く。 

２ 学部長は，教授会を招集し，その議長となる。 

３ 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり審議し，意見を述べる。 

(1) 当該学部における学生の入学，卒業及び学位授与に関すること。 

(2) 当該学部における教育研究に関する重要な事項で，学長が教授会の意見を聴くことが必要であると認めるもの。 

４ 教授会は，前項に規定するもののほか，当該学部の教育研究に関する事項について審議し，学長及び学部長の求めに

応じ，意見を述べることができる。 

５ 教授会には，准教授その他の職員を加えることができる。 

６ 教授会の運営に関する規程は，別に定める。 

 

第５章 教育課程及び履修方法 

 

（授業科目の区分） 

第１４条 工学部にあっては，授業科目を教養科目，体育科目，外国語科目，工学基礎科目，専門科目並びに教職に関す

る科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 

２ 知識工学部にあっては，授業科目を教養科目，体育科目，外国語科目，知識工学基盤科目，専門科目並びに教職に関

する科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 

３ 環境学部にあっては，授業科目を基礎科目(体育科目・外国語科目・教養科目)，専門基礎科目，専門科目(学科基盤科

目・学科専門科目)に区分する。 

４ メディア情報学部にあっては，授業科目を基礎科目(体育科目・外国語科目・教養科目)，専門基礎科目，専門科目(学

科基盤科目・学科専門科目)，並びに教職に関する科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 

５ 都市生活学部にあっては，授業科目を教養科目，外国語科目，体育科目，専門基礎科目，専門科目に区分する。 

６ 人間科学部にあっては，授業科目を教養科目，外国語科目，体育科目，専門科目並びに教職に関する科目，教科に関

する科目，教科又は教職に関する科目に区分する。 
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環境学部 

区分 卒業要件 

基礎科目 
外国語科目 ８単位 

教養科目 １０単位 

小  計 １８単位 

専門基礎科目 ３４単位 

小  計 ３４単位 

専門科目 
学科基盤科目 

６０単位 
学科専門科目 

小  計 ６０単位 

自由選択科目  ※ １２単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１２単位以上修得しなければならない。 

体育科目の単位は，自由選択に含める。 

メディア情報学部 

区分 卒業要件 

基礎科目 
外国語科目 ８単位 

教養科目 １０単位 

小  計 １８単位 

専門基礎科目 ２０単位 

小  計 ２０単位 

専門科目 
学科基盤科目 

７４単位 
学科専門科目 

小  計 ７４単位 

自由選択科目  ※ １２単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１２単位以上修得しなければならない。 

体育科目の単位は，自由選択に含める。 

都市生活学部 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 １０単位 

外国語科目 ６単位 

専門基礎科目 １６単位 

専門科目 ７８単位 

小  計 １１０単位 

自由選択 ※ １４単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上修得しなければならない。 

体育科目の単位は，自由選択に含める。 

人間科学部 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 

２０単位 外国語科目 

体育科目 

専門科目 ９０単位 

小  計 １１０単位 

自由選択 ※ １４単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上修得しなければならない。 
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２ 学部の定めるところにより，他学部，他学科で開設する指定授業科目を履修したときは，当該授業科目の単位を卒業

に必要な単位として認めることができる。 

３ 工学部及び知識工学部の学生は，６０単位以上を修得しなければ３年次に進級することができない。 

４ 環境学部の学生は，２年以上在学し，７０単位以上を修得しなければ事例研究に着手することができない。 

５ メディア情報学部の学生は，２年以上在学し，７０単位以上を修得しなければ３年次に進級することができない。 

６ 工学部及び知識工学部の学生は，３年以上在学し，１００単位以上を修得しなければ４年次に進級し卒業研究に着手

することができない。 

７ 都市生活学部及び人間科学部の学生は，３年以上在学し，１００単位以上を修得しなければ卒業研究に着手すること

ができない。 

８ 環境学部及びメディア情報学部の学生は，３年以上在学し，事例研究及び１・２年次の全ての必修科目を含む１００

単位以上を修得しなければ卒業研究に着手することができない。 

 

（在学年数及び在学年限） 

第１６条 前条における，本大学での在学年数とは，本大学入学後の年数とする。 

２ 編入学，転入学又は再入学した者の在学年数は，前項の規定にかかわらず前項の在学年数に以下の年数を加えたもの

とする。 

(1) ２年次入学の場合は１年 

(2) ３年次入学の場合は２年 

３ 転学部又は転学科の場合は，転学部又は転学科の学年次にかかわりなく，第１項による。 

４ 休学期間は在学年数に含めない。 

５ 在学年数は，８年を超えることができない。 

６ 工学部，知識工学部及びメディア情報学部については，２年次までの在学年数は，４年を超えることができない。 

 

（科目の履修届出） 

第１７条 学生は，履修しようとする科目について，所定の届出をしなければならない。 

 

（教育課程，単位の計算方法及び授業の方法） 

第１８条 各学部各学科の教育課程，授業科目の単位数及び授業時間数は，別表１のとおりとし，履修の順序，その他履

修方法は，別に定める。 

２ 本条に規定する各授業科目の単位数は，１単位の履修時間を教室内及び教室外を合わせ４５時間とし，次の標準によ

り計算するものとする。 

(1) 講義及び演習は，１５時間の授業をもって１単位とする。ただし，別に定める授業科目については，３０時間の授

業をもって１単位とする。 

(2) 実験，実習，製図及び実技は，３０時間の授業をもって１単位とする。ただし，別に定める授業科目については，

４５時間の授業をもって１単位とする。 

(3) 卒業研究は，３０時間をもって１単位とするが，内容を考慮して定める。 

３ 本条に規定する各授業科目の授業を，文部科学大臣が別に定めるところにより, 多様なメディアを高度に利用して，

当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。なお，この授業において修得する単位数は，６０単位を

超えないものとする。 

 

（各授業科目の授業期間） 

第１８条の２ 各授業科目の授業は，１０週又は１５週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし，教育上必要

があり，かつ，十分な教育効果をあげることができると認められる場合は，この限りでない。 
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環境学部 

区分 卒業要件 

基礎科目 
外国語科目 ８単位 

教養科目 １０単位 

小  計 １８単位 

専門基礎科目 ３４単位 

小  計 ３４単位 

専門科目 
学科基盤科目 

６０単位 
学科専門科目 

小  計 ６０単位 

自由選択科目  ※ １２単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１２単位以上修得しなければならない。 

体育科目の単位は，自由選択に含める。 

メディア情報学部 

区分 卒業要件 

基礎科目 
外国語科目 ８単位 

教養科目 １０単位 

小  計 １８単位 

専門基礎科目 ２０単位 

小  計 ２０単位 

専門科目 
学科基盤科目 

７４単位 
学科専門科目 

小  計 ７４単位 

自由選択科目  ※ １２単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１２単位以上修得しなければならない。 

体育科目の単位は，自由選択に含める。 

都市生活学部 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 １０単位 

外国語科目 ６単位 

専門基礎科目 １６単位 

専門科目 ７８単位 

小  計 １１０単位 

自由選択 ※ １４単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上修得しなければならない。 

体育科目の単位は，自由選択に含める。 

人間科学部 

区  分 卒 業 要 件 

教養科目 

２０単位 外国語科目 

体育科目 

専門科目 ９０単位 

小  計 １１０単位 

自由選択 ※ １４単位 

合  計 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上修得しなければならない。 
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（編入学者等の既修得単位の認定） 

第１９条 学生が本大学の学部に編入学又は転入学する前に，大学，短期大学，高等専門学校又は専修学校の専門課程に

おいて履修した授業科目について修得した単位を，本大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。 

２ 学生が転学部又は転学科する前に所属した学部・学科において履修した授業科目について修得した単位を，転学部又

は転学科後の学部・学科における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項の単位認定は当該学部教授会の議を経て行うものとする。 

 

（教育職員の免許状） 

第２０条 教育職員免許状の資格を得ようとする者は，卒業に必要な単位を修得するほか，教育職員免許法及び同法施行

規則に定められている所定の単位を修得しなければならない。 

２ 前項に定める免許状の種類及び免許教科は次のとおりとする。 

 

３ 教職に関する科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目の単位数及び授業時間数は，別表２のとおりとし，

履修の順序，その他履修方法は，別に定める。 

 

  

学  部 学    科 免許状の種類    （教科） 

工 学 部 

機械工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

機械システム工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

原子力安全工学科 
高等学校教諭一種免許状 （理科，工業） 

中学校教諭一種免許状  （理科，技術） 

医用工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，理科） 

中学校教諭一種免許状  （数学，理科） 

電気電子工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，理科，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，理科，技術） 

エネルギー化学科 
高等学校教諭一種免許状 （理科，工業） 

中学校教諭一種免許状  （理科，技術） 

建築学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

都市工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

知識工学部 

情報科学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，情報） 

中学校教諭一種免許状  （数学） 

情報通信工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，情報） 

中学校教諭一種免許状  （数学） 

経営システム工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，情報） 

中学校教諭一種免許状  （数学） 

自然科学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，理科） 

中学校教諭一種免許状  （数学，理科） 

メディア情報学部 
社会メディア学科 高等学校教諭一種免許状 （情報） 

情報システム学科 高等学校教諭一種免許状 （情報） 

人間科学部 児童学科 幼稚園教諭一種免許状 
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（学芸員の資格） 

第２０条の２ 学芸員の資格を得ようとする者は，卒業に必要な単位を修得するほか，博物館法及び同施行規則に定めら

れている博物館に関する科目の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の博物館に関する科目の単位を修得するために開講する科目及びその単位数は，別表１の知識工学部自然科学科

の専門科目教育課程表に定める。 

３ 第２項の科目の履修に関する規定は別に定める。 

 

（保育士の資格） 

第２０条の３ 児童学科の学生で保育士の資格を得ようとする者は，卒業に必要な単位を修得するほか，児童福祉法及び

同法施行規則に定められている所定の単位を修得しなければならない。 

 

第６章 学年及び休業 

 

（学年） 

第２１条 学年は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日に終る。 

 

（学期） 

第２２条 学年を次の２学期に分ける。 

前学期  ４月１日から９月２０日まで 

後学期  ９月２１日から翌年３月３１日まで 

 

（休業日） 

第２３条 休業日は，次のとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

(3) 創立記念日  １０月１７日 

(4) 夏期休業日  ７月２６日から９月２０日まで 

(5) 冬期休業日  １２月１５日から翌年１月１０日まで 

２ 学長は，必要に応じ当該学部教授会の議を経て，臨時に前項に定める休業日を変更し，又は別に休業日を定めること

ができる。 

 

第７章 入学，休学，退学及び賞罰 

 

（入学の時期） 

第２４条 入学の時期は，学年の始めとする。 

 

（入学資格） 

第２５条 本大学１年次に入学できる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

(3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程(修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限る。)で

文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規程による大学入学資格検定に

合格した者を含む。） 

(8) その他本大学において，相当の年齢に達し，高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 
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（編入学者等の既修得単位の認定） 

第１９条 学生が本大学の学部に編入学又は転入学する前に，大学，短期大学，高等専門学校又は専修学校の専門課程に

おいて履修した授業科目について修得した単位を，本大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。 

２ 学生が転学部又は転学科する前に所属した学部・学科において履修した授業科目について修得した単位を，転学部又

は転学科後の学部・学科における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 前２項の単位認定は当該学部教授会の議を経て行うものとする。 

 

（教育職員の免許状） 

第２０条 教育職員免許状の資格を得ようとする者は，卒業に必要な単位を修得するほか，教育職員免許法及び同法施行

規則に定められている所定の単位を修得しなければならない。 

２ 前項に定める免許状の種類及び免許教科は次のとおりとする。 

 

３ 教職に関する科目，教科に関する科目，教科又は教職に関する科目の単位数及び授業時間数は，別表２のとおりとし，

履修の順序，その他履修方法は，別に定める。 

 

  

学  部 学    科 免許状の種類    （教科） 

工 学 部 

機械工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

機械システム工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

原子力安全工学科 
高等学校教諭一種免許状 （理科，工業） 

中学校教諭一種免許状  （理科，技術） 

医用工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，理科） 

中学校教諭一種免許状  （数学，理科） 

電気電子工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，理科，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，理科，技術） 

エネルギー化学科 
高等学校教諭一種免許状 （理科，工業） 

中学校教諭一種免許状  （理科，技術） 

建築学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

都市工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，工業） 

中学校教諭一種免許状  （数学，技術） 

知識工学部 

情報科学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，情報） 

中学校教諭一種免許状  （数学） 

情報通信工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，情報） 

中学校教諭一種免許状  （数学） 

経営システム工学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，情報） 

中学校教諭一種免許状  （数学） 

自然科学科 
高等学校教諭一種免許状 （数学，理科） 

中学校教諭一種免許状  （数学，理科） 

メディア情報学部 
社会メディア学科 高等学校教諭一種免許状 （情報） 

情報システム学科 高等学校教諭一種免許状 （情報） 

人間科学部 児童学科 幼稚園教諭一種免許状 
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（入学志願の手続） 

第２６条 入学志願者は，指定の期間内に，入学検定料を添えて，所定の書類を提出しなければならない。 

２ 入学志願の手続きに関し，必要な事項は別に定める。 

 

（入学者の選考） 

第２７条 入学志願者に対しては，学力，健康その他について選考の上，入学者を定める。入学者の選考に関し，必要な

事項は別に定める。 

 

（入学手続） 

第２８条 入学試験に合格した者は，所定の期日までに，本大学の定める入学手続きをしなければならない。 

２ 学長は，前項の入学手続きを完了した者に，入学を許可する。 

３ 入学手続きに関し，必要な事項は別に定める。 

 

（編入学及び転入学） 

第２９条 次の各号の一に該当する者が編入学又は転入学を願い出たときは，定員を考慮し，選考の上，入学を許可する

ことがある。 

(1) 大学（外国の大学を含む。）を卒業した者 

(2) 大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者 

(3) 短期大学（外国の短期大学を含む。）を卒業した者 

(4) 我が国において，外国の短期大学相当として指定した外国の学校の課程を修了した者（第２５条に定める入学資格

を有する者に限る。） 

(5) 高等専門学校を卒業した者 

(6) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を

修了した者（第２５条に定める入学資格を有する者に限る。） 

(7) 我が国において，外国の大学相当として指定した外国の学校の課程に在学した者（第２５条に定める入学資格を有

する者に限る。） 

２ 他の大学（外国の大学を含む。）の在学生が，本大学への転入学を願い出たときは，定員を考慮し，選考の上，入学を

許可することがある。 

 

（再入学） 

第３０条 やむをえない事情で本大学を退学した者が再入学を願い出たときは，定員を考慮し，選考の上，入学を許可す

ることがある。ただし，懲戒による退学者の再入学は許可しない。 

 

（転学部又は転学科） 

第３１条 本大学の学生が，本大学の他学部への転学部又は同一学部内の他学科への転学科を願い出たときは，定員を考

慮し，選考の上，これを許可することがある。 

 

（休学） 

第３２条 やむを得ない理由により長期にわたって修学することができない者は，その理由を詳記した休学願を保証人連

署の上，各学期の始めまでに願い出て休学の許可を得なければならない。 

２ 休学の期間は，原則として１学期または１学年を区分とし，当該年度限りとする。ただし，既に許可を得ている休学

期間の延長を希望するときは引き続き許可するが，通算して３年を超えることはできない。 

３ 前２項にかかわらず，不慮の傷病等特別な事情により，連続して２ヶ月以上修学できなくなった場合，学期途中であ

っても証明書類を添付して休学を願い出ることができる。 

 

（願いによる退学） 

第３３条 病気その他やむをえない事情のため，学業を続ける見込みがないときは，願い出て退学することができる。 
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（除籍） 

第３４条 次の各号の一に該当する学生があるときは，学長は当該学部教授会に諮り，除籍することがある。 

(1) 所定の学費を納入しないとき。 

(2) 在学年数８年に及んでなお卒業できないとき。この場合の在学年数については第１６条を準用する。 

 

（授賞） 

第３５条 学生で，人物及び学業が優秀な者には授賞することがある。 

  

（懲戒） 

第３６条 学生で，本大学の規則に違反し，又は学生の本分に反する行為があったときは，学長は当該学部教授会の議を

経てこれを懲戒する。 

２ 懲戒は，譴責，停学及び退学とする。 

３ 懲戒に関し必要な規程は，別に定める。 

 

第８章 試験及び卒業 

 

（試験の種類） 

第３７条 試験を分けて，科目試験及び卒業試験とする。 

 

（試験の方法） 

第３８条 科目試験は，所定の期間内に行う。ただし，平常の成績によって考査することがある。 

 

（卒業試験） 

第３９条 卒業試験は，論文，設計又は実験報告等につき，その作成経過を加味して行う。 

 

（受験資格） 

第４０条 学生は，本学則及びこれに基づいて定められる規程に従って履修した科目についてのみ受験することができる。 

 

（成績の評価） 

第４１条 試験の成績は，原則として秀，優，良，可及び不可の５級に分け，秀，優，良及び可を合格とし，不可を不合

格とする。 

 

（単位の授与） 

第４２条 科目試験に合格した者には，第１８条に掲げる単位を与える。 

 

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第４３条 本大学は，教育上有益と認めるときは，協議により他の大学又は短期大学において履修した授業科目について

修得した単位を，６０単位を超えない範囲で，当該学部教授会の議を経て，本大学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は，学生が外国の大学又は短期大学に留学する場合に準用する。 

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第４４条 本大学は，教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文

部科学大臣が別に定める学修を，当該学部教授会の議を経て，本大学における授業科目の履修とみなし，単位を与える

ことができる。 

２ 前項により与えることのできる単位数は，前条により修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないも 

のとする。 
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（卒業及び学位） 

第４５条 本大学に４年以上在学し，第１５条に定める単位を修得し，かつ，卒業試験に合格した者には，当該学部教授

会の議を経て，卒業証書を授与する。 

２ 本大学を卒業した者には，本大学学位規程の定めるところにより以下の学位を授与する。 

学部（学科） 学位 

工学部 学士（工学） 

知識工学部 学士（工学） 

環境学部 学士（環境学） 

メディア情報学部（社会メディア学科） 学士（社会情報学） 

メディア情報学部（情報システム学科） 学士（情報学） 

都市生活学部 学士（都市生活学） 

人間科学部 学士（児童学） 

３ 第１項の在学年数については，第１６条を準用する。 

 

第９章 入学検定料，入学金及び授業料 

 

（授業料等） 

第４６条 入学検定料，入学金及び授業料の額は，別表３に定める。 

２ 授業料は，所定の期日までに納入しなければならない。 

３ 一旦納入した入学検定料，入学金及び授業料は返還しない。ただし，入学手続時の授業料については，所定の期日ま

でに入学辞退の届け出があった場合は返還することがある。 

４ 休学中の授業料等は，別に定める東京都市大学授業料等納入規程によるものとする。 

 

第１０章 研究生，科目等履修生，外国人留学生，特別研究生及び特別聴講学生 

 

（研究生） 

第４７条 本大学において研究を志望する者は，許可を得て，研究生として入学することができる。研究生は，本大学の

指定する教授等の指導を受けるものとする。 

 

（研究生の資格） 

第４８条 研究生は，本大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有する者に限る。 

 

（研究生の在学期間） 

第４９条 研究生の在学期間は，半年又は１カ年とする。ただし，事情によっては期間の延長を認めることがある。 

 

（研究生の授業料等） 

第５０条 研究生は，別表４に定める入学金及び授業料を納入しなければならない。 

 

（研究生の証明書） 

第５１条 研究生で，研究について相当の成果を収めた者に対しては，研究証明書を授与することがある。 

 

（科目等履修生） 

第５２条 本大学の授業科目中，特定の科目の履修を希望する者があるときは，科目等履修生として入学を許可すること

がある。 
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（科目等履修生の資格） 

第５３条 科目等履修生は，履修科目を学修し得る能力のある者に限る。 

 

（科目等履修生の在学期間） 

第５４条 科目等履修生の在学期間は，１年以内とする。ただし，事情によっては，期間の延長を認めることがある。 

 

（履修料） 

第５５条 科目等履修生は，別表５に定める入学検定料，入学金及び履修料を納入しなければならない。 

 

（科目等履修生の証明書） 

第５６条 科目等履修生で，履修科目の試験に合格した者に対しては，第４２条に定める規定を準用し，単位修得証明書

を授与する。 

 

（外国人留学生） 

第５７条 第２５条に定める入学資格を有する外国人で，本大学に入学を志願する者があるときは，選考の上，外国人留

学生として入学を許可することができる。 

２ 外国人留学生に関して必要な事項については，別に定める。 

 

（特別研究生） 

第５７条の２ 本大学において，他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）との協議により，当該大学等

の学生に特別研究生として本大学の指定する教授等の指導を受けさせることがある。 

２ 特別研究生に関して必要な事項については，別に定める。 

 

（特別聴講学生） 

第５８条 本大学において，他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）との協議により，当該大学等の学

生に特別聴講学生として本大学の授業科目を履修させることがある。 

２ 特別聴講学生に関して必要な事項については，別に定める。 

 

（規定の準用） 

第５９条 研究生及び特別研究生については，本章に規定する場合のほか，第１５条，第１６条，第２０条，第４２条，

第４３条，第４４条及び第４５条を除き，一般学生の規定を準用する。 

２ 科目等履修生及び特別聴講学生については，本章に規定する場合のほか，第１５条，第１６条及び第４５条を除き，

一般学生の規定を準用する。 

３ 外国人留学生については，第５７条に規定するもののほかは一般学生の規定を準用する。  

 

 

東京都市大学学則 
 

（卒業及び学位） 

第４５条 本大学に４年以上在学し，第１５条に定める単位を修得し，かつ，卒業試験に合格した者には，当該学部教授

会の議を経て，卒業証書を授与する。 

２ 本大学を卒業した者には，本大学学位規程の定めるところにより以下の学位を授与する。 

学部（学科） 学位 

工学部 学士（工学） 

知識工学部 学士（工学） 

環境学部 学士（環境学） 

メディア情報学部（社会メディア学科） 学士（社会情報学） 

メディア情報学部（情報システム学科） 学士（情報学） 

都市生活学部 学士（都市生活学） 

人間科学部 学士（児童学） 

３ 第１項の在学年数については，第１６条を準用する。 

 

第９章 入学検定料，入学金及び授業料 

 

（授業料等） 

第４６条 入学検定料，入学金及び授業料の額は，別表３に定める。 

２ 授業料は，所定の期日までに納入しなければならない。 

３ 一旦納入した入学検定料，入学金及び授業料は返還しない。ただし，入学手続時の授業料については，所定の期日ま

でに入学辞退の届け出があった場合は返還することがある。 

４ 休学中の授業料等は，別に定める東京都市大学授業料等納入規程によるものとする。 

 

第１０章 研究生，科目等履修生，外国人留学生，特別研究生及び特別聴講学生 

 

（研究生） 

第４７条 本大学において研究を志望する者は，許可を得て，研究生として入学することができる。研究生は，本大学の

指定する教授等の指導を受けるものとする。 

 

（研究生の資格） 

第４８条 研究生は，本大学を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有する者に限る。 

 

（研究生の在学期間） 

第４９条 研究生の在学期間は，半年又は１カ年とする。ただし，事情によっては期間の延長を認めることがある。 

 

（研究生の授業料等） 

第５０条 研究生は，別表４に定める入学金及び授業料を納入しなければならない。 

 

（研究生の証明書） 

第５１条 研究生で，研究について相当の成果を収めた者に対しては，研究証明書を授与することがある。 

 

（科目等履修生） 

第５２条 本大学の授業科目中，特定の科目の履修を希望する者があるときは，科目等履修生として入学を許可すること

がある。 
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付 則（平成２８年３月１７日） 

１ この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，従前どおりと

する（一部変更（第４条））。 

２ 工学部，知識工学部及び都市生活学部の収容定員は，第４条の規定にかかわらず，平成２９年度から平成３１年度ま

での間は，次のとおりとする。 

学  部 学    科 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

工 学 部 

機械工学科 ４３５ ４５０ ４６５ 

機械システム工学科 ３８０ ４００ ４２０ 

原子力安全工学科 １３５ １５０ １６５ 

医用工学科 ２２５ ２３０ ２３５ 

電気電子工学科 ３９５ ４１０ ４２５ 

エネルギー化学科 ２８０ ２８０ ２８０ 

建築学科 ４１０ ４２０ ４３０ 

都市工学科 ３５５ ３７０ ３８５ 

計 ２，６１５ ２，７１０ ２，８０５ 

知識工学部 

情報科学科 ３８５ ３９０ ３９５ 

情報通信工学科 ２４０ ２４０ ２４０ 

経営システム工学科 ３００ ３００ ３００ 

自然科学科 １３５ １７０ ２０５ 

計 １，０６０ １，１００ １，１４０ 

都市生活学部 都市生活学科 ６１０ ６２０ ６３０ 

 

付 則（平成２８年３月１７日） 

この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（第４６条別表３））。 

 

付 則（平成２８年７月２１日） 

この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（人間科学部児童学科 別表１，別表２））。 

 

付 則（平成２９年２月１７日） 

 この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，第１８条第３項

の追加，第４３条及び第４４条の変更を除き従前どおりとする（一部変更（第１５条，第１８条別表１，第２０条第３項

別表２））。 

 

付 則（平成２９年７月２１日） 

この学則は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，平成２９年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（人間科学部児童学科 別表１，別表２））。 

 

   付 則（平成３０年２月２２日） 

 この学則は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，平成２９年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（第１８条別表１，第２０条第３項別表２））。 
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別表１ 教育課程，授業科目の単位数及び授業時間数（学則第１８条） 

 

（省略：該当する学部学科の教育課程表頁を参照） 

 

 

別表２ 教育職員免許状を取得するための教職に関する科目，教科に関する科目， 

教科又は教職に関する科目（学則第２０条） 

 

（省略：該当する学部学科の教職課程教育課程表頁を参照） 

 

 

別表３ 入学検定料，入学金及び授業料（学則第４６条） 

 

科  目 学  部 金    額 備    考 

入学検定料 全 学 部 ３５,０００円 
大学入試センター試験利用の場合は， 

１８,０００円 

入 学 金 全 学 部 ２４０,０００円 
 

 

授 業 料 

工   学   部 

知 識 工 学 部  
１,３８０,０００円  

環 境 学 部 

メディア情報学部 
１,２５０,０００円  

都 市 生 活 学 部  

人 間 科 学 部  
１,１３０,０００円  

 

 

別表４ 研究生の入学検定料，入学金及び授業料（学則第５０条） 

 

科  目 金    額 

入学検定料 ６,０００円 

入 学 金 ６,０００円 

授 業 料 半期分      ２７０,０００円 

 

 

別表５ 科目等履修生の入学検定料，入学金及び履修料（学則第５５条） 

 

科  目 金    額 

入学検定料 １２,０００円 

入 学 金 １０,０００円 

履 修 料 １単位につき    １２,０００円 
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付 則（平成２８年３月１７日） 

１ この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，従前どおりと

する（一部変更（第４条））。 

２ 工学部，知識工学部及び都市生活学部の収容定員は，第４条の規定にかかわらず，平成２９年度から平成３１年度ま

での間は，次のとおりとする。 

学  部 学    科 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

工 学 部 

機械工学科 ４３５ ４５０ ４６５ 

機械システム工学科 ３８０ ４００ ４２０ 

原子力安全工学科 １３５ １５０ １６５ 

医用工学科 ２２５ ２３０ ２３５ 

電気電子工学科 ３９５ ４１０ ４２５ 

エネルギー化学科 ２８０ ２８０ ２８０ 

建築学科 ４１０ ４２０ ４３０ 

都市工学科 ３５５ ３７０ ３８５ 

計 ２，６１５ ２，７１０ ２，８０５ 

知識工学部 

情報科学科 ３８５ ３９０ ３９５ 

情報通信工学科 ２４０ ２４０ ２４０ 

経営システム工学科 ３００ ３００ ３００ 

自然科学科 １３５ １７０ ２０５ 

計 １，０６０ １，１００ １，１４０ 

都市生活学部 都市生活学科 ６１０ ６２０ ６３０ 

 

付 則（平成２８年３月１７日） 

この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（第４６条別表３））。 

 

付 則（平成２８年７月２１日） 

この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（人間科学部児童学科 別表１，別表２））。 

 

付 則（平成２９年２月１７日） 

 この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年度以前に入学した者については，第１８条第３項

の追加，第４３条及び第４４条の変更を除き従前どおりとする（一部変更（第１５条，第１８条別表１，第２０条第３項

別表２））。 

 

付 則（平成２９年７月２１日） 

この学則は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，平成２９年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（人間科学部児童学科 別表１，別表２））。 

 

   付 則（平成３０年２月２２日） 

 この学則は，平成３０年４月１日から施行する。ただし，平成２９年度以前に入学した者については，従前どおりとす

る（一部変更（第１８条別表１，第２０条第３項別表２））。 
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別表６ 人材の養成及び教育研究上の目的（学則第４条の２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部 学科 人材の養成及び教育研究上の目的 

工学部 「理論と実践」という教育理念に基づき，現実に即した発想のもとに理論的裏付けを持っ

た実践によって，社会の要請に対応できる技術的能力を備えた人材を養成することを目的

とする。 

 機械工学科 機械工学の専門知識の修得と実践的学習を通して，工業が自然や人間社会に及ぼす影響を

理解しながら問題発見・問題解決をしてもの作りができる能力及び論理的な思考に基づい

たコミュニケーション能力を向上させ，社会の要請に応えられる人材を養成することを目

的とする。 

機械システム工学科 機械工学，電気工学，制御工学の基礎を幅広く学修し，機械システムを設計する実践的な

経験を積むことにより，社会の多様な要請に応じた機械システムを構築できる技術者を養

成することを目的とする。 

原子力安全工学科 原子力の技術継承という社会・産業界の要請を満たすために，原子核や原子力安全の正し

い理論学修に加えて放射線を扱う実務を交えた学修によって，高度の原子力理論及び技術

を手掛けることのできる専門性を有する技術者の養成を目的とする。 

医用工学科 工学的分野と医学的分野の両方の知識をバランスよく修得し，生体の機能と構造，及び，

疾病病態とその治療に関する総合的な理解を深め，両分野を有機的に融合させることで生

体情報機器や先端治療機器の研究開発ができる人材，さらには，医療機器の進歩に柔軟に

対応できる人材の養成を目的とする。 

電気電子工学科 電気電子工学の基礎となる知識を十分に修得した上で，幅広く専門知識を身に付け，さら

に学生実験や卒業研究を通して実践的な経験をつむことにより，進化する社会の中で技術

者として生き抜いていく力を養い，現実に即した発想のもと電気電子分野の知識に基づく

理論的裏付けを持った実践によって多彩かつ柔軟に応用できる技術者を養成することを

目的とする。 

エネルギー化学科 化学・エネルギーに関連する物質，材料，デバイス及びシステムに関する理解を深めるこ

とで高度な専門知識・能力を修得し，化学的な視点に立って環境にやさしいクリーンなエ

ネルギーの創成，変換，貯蔵及び利用に必要な高機能性物質や材料並びにデバイスやシス

テムの開発に貢献できる人材を養成することを目的とする。 

建築学科 科学技術が高度に発展した現代において，歴史・文化を踏まえた上で都市・地域を再生し，

人間生活や社会機能の高度化・複雑化に対応でき，自然環境と調和できる建築・都市を実

現するために，人間としての幅広い教養，建築学に係わる総合的な基礎能力及び応用能力

を培い，広く社会の発展に貢献できる建築設計者・建築技術者の養成を目的とする。 

都市工学科 工学の基礎力及びシビルエンジニアリングに関する実務の理解・デザイン能力を含む総合

的問題解決能力をそなえた，社会の中核となる人材を育成すること，並びに人間―自然環

境―社会システムの健全かつ持続的な共生関係を理解し，安全で快適な都市環境の実現に

向けて，都市の構築・維持管理，都市環境の改善・創造，及び災害に強い都市づくりに貢

献できるエンジニアを養成することを目的とする。 
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学部 学科 人材の養成及び教育研究上の目的 

知識工学部 ２１世紀の知識基盤社会において，高度な科学技術知識を有し，これらを総合的に活用で

きる人材を養成することを目的とする。 

 情報科学科 情報科学に関する専門知識と応用能力を兼ね備え，技術を総合的に活用したシステムとし

てのコンピュータの開発能力を持ち，世の中の要請に応えるべく，問題の本質を積極的に

解決する能力を身に付けているだけでなく，コンピュータが豊かな社会に貢献するための

倫理観をも身に付けている人材を養成することを目的とする。 

情報通信工学科 情報通信分野において，通信システムを支えるネットワーク，通信機器を構成するエレク

トロニクスに関する基礎技術の修得，及び演習・実験，卒業研究などの実践的学習に基づ

く応用技術の修得を通じて，社会に貢献できる技術者を養成することを目的とする。 

経営システム工学科 数理的分析力や情報処理能力を基盤として，複雑なシステムを分析し，その結果から解決

案や新しいシステムをデザインし，それをマネジメントと新しいビジネス展開することを

通じて，社会に貢献できるマネジメント能力をもった総合的技術者を養成することを目的

とする。 

自然科学科 数学・物理学・化学・生物学・地球科学・天文学といった自然科学に関する幅広い知識の

涵養により，総合的な見識と判断力を醸成し，自然科学の学術的発展に寄与する調査分析

能力を身につけ，科学と社会の架け橋となって人類の持続可能な進歩や福祉に貢献する人

材を養成することを目的とする。 

環境学部 地域から地球規模に及ぶ環境問題を科学的に捉え，持続可能な自然環境や都市環境を創造

し，経済システムを環境調和型に転換することによって，持続可能社会の実現に寄与する

ことができる人材の養成を目的とする。 

 環境創生学科 持続可能な社会の基盤である生態環境と都市環境並びにそれらの相互関係性を理解する

とともに，劣化した自然環境の保全・復元・創造や人間社会にとって快適で安全な都市空

間創造についての理念と方法論を修得し，実社会において持続的な環境を創生する専門家

として活躍する人材の養成を目的とする。 

環境マネジメント学科 直面する環境問題は，地球温暖化，廃棄物問題と循環型社会づくり，化学物質の環境リス

ク，大気と水の保全，生物多様性の減少など，人間の日常生活と事業活動が原因で発生し

ている。このような環境問題に対処するために，環境経営と環境政策を基軸とする教育と

研究を推進し，持続可能な社会に向けた意思決定を行うことができる人材を養成すること

を目的とする。 

メディア情報学部 人間社会や，情報通信技術が生み出す新しい情報環境を深く理解し，より良い社会実現に

向け，社会的仕組みや情報システムを調査・分析・実現，評価・改善できる人材を養成す

ることを目的とする。 

 社会メディア学科 グローバルな諸問題から身近なコミュニケーション問題までを，社会科学的視点から調査

分析し，情報メディアを駆使した解決法を編み出し，社会に向けて説得的に提言できる人

材，そのために必要な実践力-リサーチ力，デザイン力，コミュニケーション力-を備えた

人材を養成することを目的とする。 

情報システム学科 人々が幸福に暮らせる自然環境・社会環境を維持発展していく基盤として，多様なニーズ

に応える安全で安心な情報システムの実現に向けた諸課題に取り組むことで，優れたシス

テムを作り上げるとともに，その必要性を戦略的に提言・説明し実現に向けマネジメント

できるアセスメント力を持った人材の養成を目的とする。 

都市生活学部 都市生活学科 魅力的で持続可能な都市生活の創造のため，生活者のニーズを構想・企画へと描きあげ，

その実現のため事業推進，管理運営を行っていく，企画・実行業務を担う実践力のある人

材を養成することを目的とする。 

人間科学部 児童学科 いのちを大切にし，平和と環境を保持し，人類の持続可能な発展をもたらすため，「保育・

教育」「発達・心理」「文化」「保健・福祉」「環境」について総合的に理解し，その向上に

貢献できる豊かな感性としなやかな知性を具えた高い専門性を持つ自立する人材の養成

を目的とする。 
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学部 学科 人材の養成及び教育研究上の目的 

工学部 「理論と実践」という教育理念に基づき，現実に即した発想のもとに理論的裏付けを持っ

た実践によって，社会の要請に対応できる技術的能力を備えた人材を養成することを目的

とする。 

 機械工学科 機械工学の専門知識の修得と実践的学習を通して，工業が自然や人間社会に及ぼす影響を

理解しながら問題発見・問題解決をしてもの作りができる能力及び論理的な思考に基づい

たコミュニケーション能力を向上させ，社会の要請に応えられる人材を養成することを目

的とする。 

機械システム工学科 機械工学，電気工学，制御工学の基礎を幅広く学修し，機械システムを設計する実践的な

経験を積むことにより，社会の多様な要請に応じた機械システムを構築できる技術者を養

成することを目的とする。 

原子力安全工学科 原子力の技術継承という社会・産業界の要請を満たすために，原子核や原子力安全の正し

い理論学修に加えて放射線を扱う実務を交えた学修によって，高度の原子力理論及び技術

を手掛けることのできる専門性を有する技術者の養成を目的とする。 

医用工学科 工学的分野と医学的分野の両方の知識をバランスよく修得し，生体の機能と構造，及び，

疾病病態とその治療に関する総合的な理解を深め，両分野を有機的に融合させることで生

体情報機器や先端治療機器の研究開発ができる人材，さらには，医療機器の進歩に柔軟に

対応できる人材の養成を目的とする。 

電気電子工学科 電気電子工学の基礎となる知識を十分に修得した上で，幅広く専門知識を身に付け，さら

に学生実験や卒業研究を通して実践的な経験をつむことにより，進化する社会の中で技術

者として生き抜いていく力を養い，現実に即した発想のもと電気電子分野の知識に基づく

理論的裏付けを持った実践によって多彩かつ柔軟に応用できる技術者を養成することを

目的とする。 

エネルギー化学科 化学・エネルギーに関連する物質，材料，デバイス及びシステムに関する理解を深めるこ

とで高度な専門知識・能力を修得し，化学的な視点に立って環境にやさしいクリーンなエ

ネルギーの創成，変換，貯蔵及び利用に必要な高機能性物質や材料並びにデバイスやシス

テムの開発に貢献できる人材を養成することを目的とする。 

建築学科 科学技術が高度に発展した現代において，歴史・文化を踏まえた上で都市・地域を再生し，

人間生活や社会機能の高度化・複雑化に対応でき，自然環境と調和できる建築・都市を実

現するために，人間としての幅広い教養，建築学に係わる総合的な基礎能力及び応用能力

を培い，広く社会の発展に貢献できる建築設計者・建築技術者の養成を目的とする。 

都市工学科 工学の基礎力及びシビルエンジニアリングに関する実務の理解・デザイン能力を含む総合

的問題解決能力をそなえた，社会の中核となる人材を育成すること，並びに人間―自然環

境―社会システムの健全かつ持続的な共生関係を理解し，安全で快適な都市環境の実現に

向けて，都市の構築・維持管理，都市環境の改善・創造，及び災害に強い都市づくりに貢

献できるエンジニアを養成することを目的とする。 
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関係規程 

平成３０年４月 

１．東京都市大学 学位規程 

制  定 昭和４１年 ４月 １日 

最新改正 平成３０年 ２月１９日 

東京都市大学 学位規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都市大学（以下「本学」という。）において授与する学位の種類、論文・特定課題研究報告書審

査の方法、最終試験及び学力の確認の方法、その他学位に関し必要な事項を定めるものである。 

（学位の種類） 

第２条 本学において授与する学位は、学士、修士及び博士とし、その種類は次のとおりとする。 

( 1) 学士（工学） 

( 2) 学士（環境学） 

( 3) 学士（社会情報学） 

( 4) 学士（情報学） 

( 5) 学士（都市生活学） 

( 6) 学士（児童学） 

( 7) 修士（工学） 

( 8) 修士（理学） 

( 9) 修士（環境情報学） 

(10) 修士（都市生活学） 

(11) 博士（工学） 

(12) 博士（理学） 

(13) 博士（環境情報学） 

（学位授与の基準） 

第３条 学士の学位は、本学所定の課程を修め、本学を卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、広い視野に立って、精深な学識を修め、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等

に必要な高度の能力を有する者に授与する。 

３ 博士の学位は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎とな

る豊かな学識を有する者に授与する。 

（学位授与の要件） 

第４条 学士の学位は、本学に４年以上在学し、東京都市大学学則で定める単位を修得し、かつ、卒業試験に合格し、当

該学部教授会の議を経て卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、東京都市大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）の定めるところにより、大学院研究科の修士

課程に所定の期間在学して、３０単位以上を修得し、かつ必要な教育・研究指導を受けた上、本学大学院の行う修士論

文の審査及び最終試験に合格し、修士課程を修了した者に授与する。 

３ 前項の規定において、各専攻で特定課題研究報告書の提出を認められた者にあっては、大学院研究科の修士課程に所

定の期間在学して、３０単位以上を修得し、かつ必要な教育・研究指導を受けた上、本学大学院の行う特定課題につい

ての研究成果等の審査及び最終試験に合格し、修士課程を修了した者に授与する。 

４ 博士の学位は、大学院学則の定めるところにより、大学院研究科の博士後期課程に所定の期間在学して、２４単位以

上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行う博士論文の審査及び最終試験に合格し、博士後期課程

を修了した者に授与する。 

５ 博士の学位は、前項に規定するもののほか、本学に学位論文を提出して、その審査に合格し、学力試験により、大学

院博士後期課程修了者と同等以上の学力を有することを確認された者にも授与することができる。 

６ 第４項の規定にかかわらず、大学院学則の定めるところにより、大学院総合理工学研究科共同原子力専攻博士後期課

程にあっては、所定の期間在学して、必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行う博士論文の審査及び最終試験に合

格し、博士後期課程を修了した者に博士の学位を授与する。 
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（学位請求の手続） 

第５条 修士課程において、学位論文又は特定課題研究報告書を提出しようとする者は、在学期間中に学位請求書を指導

教授を通じて学長に提出するものとする。 

２ 博士後期課程において、学位論文を提出しようとする者は、在学期間中に学位請求書を指導教授を通じて学長に提出

するものとする。 

３ 前条第５項の規定により博士の学位を請求する者は、あらかじめ当該研究科委員会の承認を得た上で、学位請求書、

論文の内容の要旨、履歴書及び別に定める論文審査料を添え、学位論文を学長に提出しなければならない。 

（学位論文・特定課題研究報告書） 

第６条 学士の論文は正編１部、修士の論文又は特定課題研究報告書は正編１部及び写２部、博士の論文は正編１部及び

写４部とし、自著であることを要する。ただし、参考論文を添付することができる。 

２ 審査のため必要があるときは、審査委員会は、論文又は特定課題研究報告書の訳文、模型又は標本等を提出させるこ

とができる。 

（学位論文・特定課題研究報告書の審査、最終試験及び学力の確認） 

第７条 修士及び博士の論文・特定課題研究報告書の審査、最終試験及び学力の確認は、大学院学則第２３条に定める審

査委員会がこれを行う。 

２ 最終試験は、論文又は特定課題研究報告書を中心として、これに関連のある科目及び外国語１種類について行う。 

３ 試験は、口頭又は筆答あるいはこの両者の方法によって行うことができる。 

４ 第４条第５項に基づく学力の確認は、試問の方法により行うものとし、試問は、口頭及び筆答により、専攻学術に関

し、本学大学院博士後期課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認するために行い、外国語については１

種類を課するものとする。 

５ 審査委員会は、前項の規定にかかわらず、学位を請求する者の経歴及び提出論文以外の業績を審査して、試問の全部

又は一部を行う必要がないと認めたときは、当該研究科委員会の承認を経て、その経歴及び業績の審査をもって、試問

の全部又は一部に代えることができる。 

（専攻内判定） 

第７条の２ 博士後期課程において、総合理工学研究科の専攻主任は、審査委員会の審査結果に基づき、当該専攻の博士

論文指導教員会議に諮って学位を授与するか否かを判定する。環境情報学研究科は、大学院教務委員長が審査委員会の

審査結果に基づき、博士後期課程指導教員会議に諮って、学位を授与するか否かを判定する。 

２ 当該指導教員会議の成立は、構成員の４分の３以上の出席を要し、判定は、無記名投票によって行い出席者の３分の

２以上の賛成をもって可とする。ただし、会議に出席することのできない構成員は、委任状又は文書をもって出席者と

みなし、判定に加わることができる。 

（審査期間） 

第８条 修士の論文又は特定課題研究報告書は在学期間中に提出させ、その審査及び最終試験は在学期間中に終了するも

のとする。 

２ 博士の論文の審査、最終試験及び学力の確認は、論文を受理したのち、１年以内に終了しなければならない。ただし、

特別の事由があるときは、当該研究科委員会の議を経て、その期間を１年以内に限り延長することができる。 

（研究科委員会への報告） 

第９条 審査委員会は、論文・特定課題研究報告書の審査、最終試験及び学力の確認を終了したときは、その結果の要旨

に学位を授与できるか否かの意見を添え、当該研究科委員会に文書で報告しなければならない。 
 

２ 審査委員会は、論文・特定課題研究報告書の審査の結果、その内容が著しく不良であると認めたときは、最終試験及

び学力の確認を行わないことができる。この場合には、審査委員会は前項の規定にかかわらず、最終試験及び学力の確

認の結果の要旨を添付することを要しない。 
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（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都市大学（以下「本学」という。）において授与する学位の種類、論文・特定課題研究報告書審

査の方法、最終試験及び学力の確認の方法、その他学位に関し必要な事項を定めるものである。 

（学位の種類） 

第２条 本学において授与する学位は、学士、修士及び博士とし、その種類は次のとおりとする。 

( 1) 学士（工学） 

( 2) 学士（環境学） 

( 3) 学士（社会情報学） 

( 4) 学士（情報学） 

( 5) 学士（都市生活学） 

( 6) 学士（児童学） 

( 7) 修士（工学） 

( 8) 修士（理学） 

( 9) 修士（環境情報学） 

(10) 修士（都市生活学） 

(11) 博士（工学） 

(12) 博士（理学） 

(13) 博士（環境情報学） 

（学位授与の基準） 

第３条 学士の学位は、本学所定の課程を修め、本学を卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、広い視野に立って、精深な学識を修め、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要する職業等

に必要な高度の能力を有する者に授与する。 

３ 博士の学位は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎とな

る豊かな学識を有する者に授与する。 

（学位授与の要件） 

第４条 学士の学位は、本学に４年以上在学し、東京都市大学学則で定める単位を修得し、かつ、卒業試験に合格し、当

該学部教授会の議を経て卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、東京都市大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）の定めるところにより、大学院研究科の修士

課程に所定の期間在学して、３０単位以上を修得し、かつ必要な教育・研究指導を受けた上、本学大学院の行う修士論

文の審査及び最終試験に合格し、修士課程を修了した者に授与する。 

３ 前項の規定において、各専攻で特定課題研究報告書の提出を認められた者にあっては、大学院研究科の修士課程に所

定の期間在学して、３０単位以上を修得し、かつ必要な教育・研究指導を受けた上、本学大学院の行う特定課題につい

ての研究成果等の審査及び最終試験に合格し、修士課程を修了した者に授与する。 

４ 博士の学位は、大学院学則の定めるところにより、大学院研究科の博士後期課程に所定の期間在学して、２４単位以

上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行う博士論文の審査及び最終試験に合格し、博士後期課程

を修了した者に授与する。 

５ 博士の学位は、前項に規定するもののほか、本学に学位論文を提出して、その審査に合格し、学力試験により、大学

院博士後期課程修了者と同等以上の学力を有することを確認された者にも授与することができる。 

６ 第４項の規定にかかわらず、大学院学則の定めるところにより、大学院総合理工学研究科共同原子力専攻博士後期課

程にあっては、所定の期間在学して、必要な研究指導を受けた上、本学大学院の行う博士論文の審査及び最終試験に合

格し、博士後期課程を修了した者に博士の学位を授与する。 
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関係規程 

 

（研究科委員会の議決） 

第１０条 当該研究科委員会は、前条の報告に基づいて審議し、学位を授与すべきか否かを議決する。 

２ 前項の議決には、大学院研究科委員会運営規程の規定にかかわらず、委員総数の３分の２以上の出席を要する。ただ

し、出張又は休職中のため出席することができない委員は、委員の数に算入しない。 

３ 学位を授与し得るものとする議決には、出席委員の３分の２以上の賛成を要する。 

（学位の授与） 

第１１条 学長は、前条の議決に基づき、学位を授与すべき者には、所定の学位記を授与し、学位を授与できない者には、

その旨を通知する。 

（学位の名称の使用） 

第１２条 学位の授与を受けた者が、学位の名称を用いるときは、授与大学名を付記するものとする。 

（学位論文要旨の公表） 

第１３条 本学は、博士の学位を授与したときは、学位を授与した日から３月以内に、当該論文の内容の要旨及び論文審

査の結果の要旨をインターネットの利用により公表しなければならない。 

（学位論文の公表） 

第１４条 本学において、博士の学位を授与された者は、学位を授与された日から１年以内に、当該論文の全文を、「東京

都市大学審査学位論文」と明記して公表しなければならない。ただし、既に公表したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合、本学の承認を受けて、当該

論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合において、本学は、その論文の全文を

求めに応じて閲覧に供する。 

３ 博士の学位を授与された者が行う前２項の規定による公表は、本学が協力し、インターネットの利用により行う。 

（学位授与の取り消し） 

第１５条 学位を授与された者が次の各号の一に該当する場合は、学長は、当該学部教授会又は当該研究科委員会の議を

経て、学位の授与を取り消し、学位記を還付させ、かつ、その旨を公表する。 

(1) 不正の方法によって学位を受けた事実が判明したとき。 

(2) 名誉を汚す行為があったとき。 

２ 当該学部教授会又は当該研究科委員会において、前項の議決を行うには、教授会運営規程及び研究科委員会運営規程

の規定にかかわらず、委員総数の３分の２以上の出席を必要とし、かつ、出席委員の４分の３以上の賛成を要する。第

１０条第２項のただし書きの規定は、この場合に準用する。 

（学位記の再交付） 

第１６条 学位記の再交付を受けようとするときは、その理由を記載した申請書に所定の手数料を添えて、学長に願い出

なければならない。 

（登録） 

第１７条 本学が博士の学位を授与したときは、学長は、授与した日から３月以内に文部科学大臣に報告し、学位簿に登

録の手続をとらなければならない。 

（学位記の様式） 

第１８条 学位記の様式は、別表のとおりとする。 

（規程の改廃） 

第１９条 この規程の改廃は、各学部教授会、各研究科委員会及び大学協議会の議を経て、学長が行う。 

 

                        ［別表：省略］ 

 

付 則(平成３０年２月１９日)  

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、平成２９年度以前に入学した者については、従前どおりとす

る。 
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関係規程 

 

（研究科委員会の議決） 

第１０条 当該研究科委員会は、前条の報告に基づいて審議し、学位を授与すべきか否かを議決する。 

２ 前項の議決には、大学院研究科委員会運営規程の規定にかかわらず、委員総数の３分の２以上の出席を要する。ただ

し、出張又は休職中のため出席することができない委員は、委員の数に算入しない。 

３ 学位を授与し得るものとする議決には、出席委員の３分の２以上の賛成を要する。 

（学位の授与） 

第１１条 学長は、前条の議決に基づき、学位を授与すべき者には、所定の学位記を授与し、学位を授与できない者には、

その旨を通知する。 

（学位の名称の使用） 

第１２条 学位の授与を受けた者が、学位の名称を用いるときは、授与大学名を付記するものとする。 

（学位論文要旨の公表） 

第１３条 本学は、博士の学位を授与したときは、学位を授与した日から３月以内に、当該論文の内容の要旨及び論文審

査の結果の要旨をインターネットの利用により公表しなければならない。 

（学位論文の公表） 

第１４条 本学において、博士の学位を授与された者は、学位を授与された日から１年以内に、当該論文の全文を、「東京

都市大学審査学位論文」と明記して公表しなければならない。ただし、既に公表したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合、本学の承認を受けて、当該

論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合において、本学は、その論文の全文を

求めに応じて閲覧に供する。 

３ 博士の学位を授与された者が行う前２項の規定による公表は、本学が協力し、インターネットの利用により行う。 

（学位授与の取り消し） 

第１５条 学位を授与された者が次の各号の一に該当する場合は、学長は、当該学部教授会又は当該研究科委員会の議を

経て、学位の授与を取り消し、学位記を還付させ、かつ、その旨を公表する。 

(1) 不正の方法によって学位を受けた事実が判明したとき。 

(2) 名誉を汚す行為があったとき。 

２ 当該学部教授会又は当該研究科委員会において、前項の議決を行うには、教授会運営規程及び研究科委員会運営規程

の規定にかかわらず、委員総数の３分の２以上の出席を必要とし、かつ、出席委員の４分の３以上の賛成を要する。第

１０条第２項のただし書きの規定は、この場合に準用する。 

（学位記の再交付） 

第１６条 学位記の再交付を受けようとするときは、その理由を記載した申請書に所定の手数料を添えて、学長に願い出

なければならない。 

（登録） 

第１７条 本学が博士の学位を授与したときは、学長は、授与した日から３月以内に文部科学大臣に報告し、学位簿に登

録の手続をとらなければならない。 

（学位記の様式） 

第１８条 学位記の様式は、別表のとおりとする。 

（規程の改廃） 

第１９条 この規程の改廃は、各学部教授会、各研究科委員会及び大学協議会の議を経て、学長が行う。 

 

                        ［別表：省略］ 

 

付 則(平成３０年２月１９日)  

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、平成２９年度以前に入学した者については、従前どおりとす

る。 
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関係規程 

 

２．東京都市大学 認定留学に関する規程 

制  定 平成２４年９月１３日 

東京都市大学 認定留学に関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都市大学における認定留学制度に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

（認定留学の定義） 

第２条 この規程において「認定留学」とは、海外にある外国の大学において教育を受けることを教育上有益と認め、留

学期間を在学期間に算入することができる制度をいう。 

２ 前項の「外国の大学」とは、学位授与権を有する外国の大学及び大学院、又は、本学の教授会若しくは研究科委員会

（以下、「教授会等」という。）が認めた教育機関をいう。 

 

（出願資格） 

第３条 本学学部生及び大学院生とする。ただし、学部生は、本学に１年以上在学していなければならない。 

 

（出願手続） 

第４条 認定留学を希望する学生は、原則として出国の３ヶ月前までに、次の書類を所属する学部長又は研究科長（以下、

「学部長等」という。）に提出しなければならない。 

(1) 認定留学願 

(2) 留学計画書 

(3) 推薦書（クラス担任、指導教員又は教務委員） 

(4) 同意書（保護者又は保証人） 

(5) 留学先大学の受入承諾書又はそれに相当する書類 

(6) 留学先大学の履修要覧、シラバス 

(7) 語学能力を証明する書類 

(8) その他学部長等が必要と認める書類 

 

（認定留学の許可） 

第５条 認定留学の許可は教授会等の議を経て、学長が行う。 

 

（認定留学の期間等） 

第６条 認定留学の期間は、半年間又は１年間とする。 

２ 認定留学の期間は、在学期間に算入することができる。 

３ 認定留学の始期は、原則として４月又は、９月とする。 

 

（終了手続） 

第７条 認定留学を終了し帰国した学生は、帰国の日から１ヶ月以内に、次の書類を所属する学部長等に提出しなければ

ならない。 

(1) 留学終了届（パスポートの写しを添付） 

(2) 単位認定願 

(3) 留学先大学が発行した履修科目の成績証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 留学先大学が発行した履修科目の時間数又は単位数を証明する書類 

(5) その他学部長等が必要と認める書類 
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関係規程 

 

 

（単位認定） 

第８条 認定留学期間に修得した単位の認定は、学則第４３条又は、大学院学則第１６条第３項の規定に準ずるものとす

る。 

 

（科目履修上の特別措置） 

第９条 認定留学を許可された学生が通年授業科目を履修する場合、出国年度前期に履修していた科目を次年度後期に継

続履修できるものとする。 

２ 前項に定める特別措置を希望する学生は、出国前に「継続履修願」を所属する学部長等に提出しておかなければなら

ない。 

３ 所属する学科、専攻の研究指導を要する科目等については、科目担当教員の承諾を得て、学部長等の許可を受けた場

合、認定留学中も当該科目の学修を行うことにより、履修したものとみなすことができる。 

 

（認定留学中の授業料等） 

第１０条 認定留学期間における本学の授業料等は、全額納入しなければならない。 

 

（認定留学許可の取消し） 

第１１条 次の各号の一に該当する場合、教授会等の議を経て、学長が認定留学を取り消すものとする。 

(1) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(2) 学生査証が得られなかった場合 

(3) 学生としての本分に反した場合 

(4) 修学の成果があがらないと認められる場合 

 

（規程の改廃） 

第１２条 この規程の改廃は、国際委員会、教務委員会、各教授会、共通教育部会議及び各研究科委員会の議を経て、学

長が行う。 

 

 

付 則（平成２４年９月１３日） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

  

 

 

関係規程 

 

２．東京都市大学 認定留学に関する規程 

制  定 平成２４年９月１３日 

東京都市大学 認定留学に関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都市大学における認定留学制度に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

（認定留学の定義） 

第２条 この規程において「認定留学」とは、海外にある外国の大学において教育を受けることを教育上有益と認め、留

学期間を在学期間に算入することができる制度をいう。 

２ 前項の「外国の大学」とは、学位授与権を有する外国の大学及び大学院、又は、本学の教授会若しくは研究科委員会

（以下、「教授会等」という。）が認めた教育機関をいう。 

 

（出願資格） 

第３条 本学学部生及び大学院生とする。ただし、学部生は、本学に１年以上在学していなければならない。 

 

（出願手続） 

第４条 認定留学を希望する学生は、原則として出国の３ヶ月前までに、次の書類を所属する学部長又は研究科長（以下、

「学部長等」という。）に提出しなければならない。 

(1) 認定留学願 

(2) 留学計画書 

(3) 推薦書（クラス担任、指導教員又は教務委員） 

(4) 同意書（保護者又は保証人） 

(5) 留学先大学の受入承諾書又はそれに相当する書類 

(6) 留学先大学の履修要覧、シラバス 

(7) 語学能力を証明する書類 

(8) その他学部長等が必要と認める書類 

 

（認定留学の許可） 

第５条 認定留学の許可は教授会等の議を経て、学長が行う。 

 

（認定留学の期間等） 

第６条 認定留学の期間は、半年間又は１年間とする。 

２ 認定留学の期間は、在学期間に算入することができる。 

３ 認定留学の始期は、原則として４月又は、９月とする。 

 

（終了手続） 

第７条 認定留学を終了し帰国した学生は、帰国の日から１ヶ月以内に、次の書類を所属する学部長等に提出しなければ

ならない。 

(1) 留学終了届（パスポートの写しを添付） 

(2) 単位認定願 

(3) 留学先大学が発行した履修科目の成績証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 留学先大学が発行した履修科目の時間数又は単位数を証明する書類 

(5) その他学部長等が必要と認める書類 

  

─ 30 ─



 

 

関係規程 

 

３．東京都市大学 学生の懲戒に関する規程 

制  定 平成２７年１月１９日 

最新改正 平成２９年１月２３日 

東京都市大学 学生の懲戒に関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都市大学学則及び東京都市大学大学院学則に規定する懲戒に関して、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（適用等） 

第２条 この規程は、本大学及び本大学院に在籍する学生に適用する。 

２ 学生には、研究生及び科目等履修生等を含む。 

 

（懲戒の種類） 

第３条 懲戒の種類は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 譴責 学生の行った非違行為を戒め、事後の反省を求めるため反省文を徴するとともに、将来にわたってそのよう

なことのないよう、口頭及び文書により説諭すること。 

(2) 停学 無期又は一定の期間、出校を認めず、学生の教育課程の履修及び課外活動を禁止すること。 

(3) 退学 本学における修学の権利を剥奪し、学籍関係を一方的に終了させること。 

 

(試験等において不正行為を行った者への懲戒) 

第４条 大学内で実施される試験等における不正行為は、懲戒の対象となる。 

２ 懲戒の対象となる具体的な行為や処分内容は別に定め、あらかじめ学生に周知するものとする。 

 

(大学内外において非違行為等を行った者への懲戒) 

第５条 大学内外における非違行為等は、懲戒の対象となる。 

２ 懲戒の対象となる具体的な行為は別表１のとおりとし、処分内容は当該事案の内容に応じて決定する。 

 

(学業不振等で成業の見込みのない者への懲戒) 

第６条 学業不振で成業の見込みのない者は、懲戒の対象となる。 

２ 懲戒の対象となる具体的な状況は別表２のとおりとし、処分内容は当該事案の内容に応じて決定する。 

 

（報告の手続） 

第７条 本学教職員が第４条、第５条及び第６条に該当する行為を発見した場合は、当該事案に係る担当事務局（以下｢担

当事務局｣という。）に報告しなければならない。 

２ 担当事務局は、速やかに学長、当該学生の所属する学部、研究科の長及び学科等主任、関係部署又は関係者に報告す

るものとする。 

 

（懲戒行為の確認） 

第８条 学長は、学生の懲戒等の対象となりうる事案について、調査委員会を設置し、当該学生及び当該事案に係る関係

者立ち会いの下で、状況又は事実関係の確認を行うものとする。なお、担当事務局は、調査委員会設置の要否に関わら

ず、先行して当該学生及び当該事案に係る関係者立ち会いの下で、状況又は事実関係の確認を行うことができる。 

２ 調査委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 

(1) 当該学生の所属するキャンパスの副学生部長 

(2) 当該学生の所属する学部、研究科の教務委員長 

(3) 担当事務局職員 

(4) その他学長が必要と認める者 
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３ 調査委員会は、必要があると認めた場合は、委員以外の者を出席させることができる。 

４ 確認した内容は、調書を作成し、学長に報告するものとする。 

 

（懲戒処分の検討） 

第９条 学長は、懲戒処分を決定するに当たって、懲戒委員会を設置し、懲戒処分案を検討させるものとする。 

２ 懲戒委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 

(1) 学長が指名する副学長 

(2) 学生部長 

(3) 教務委員長 

(4) その他学長が必要と認める者 

３ 懲戒委員会に委員長を置き、前項第１号の委員があたる。 

４ 委員長は、懲戒委員会を招集し、その議長となる。 

５ 委員長は、必要があると認めた場合は、委員以外の者を出席させることができる。 

６ 懲戒委員会は、第３条に定める懲戒に付随して、相応の処分案を作成し、学長、当該学生の所属する学部、研究科の

長及び学科等主任に報告するものとする。 

 

（懲戒処分の決定） 

第１０条 懲戒処分の決定は、懲戒委員会がまとめた懲戒処分案について、当該学生の所属する学部教授会又は研究科委

員会で審議した上で、大学協議会の議を経て、学長が行う。 

２ 奨学金等の受給あるいは受給資格を有している学生が懲戒処分を受けた場合、その権利･資格を取り消される場合があ

るものとする。 

 

（懲戒処分の言い渡し） 

第１１条 学長は、懲戒処分の決定後、当該学生に対して速やかに懲戒処分の言い渡しを行うものとする。 

２ 懲戒処分の言い渡しは、学長の委任により、学長名での処分内容を学部、研究科の長等が行う場合がある。 

３ 担当事務局は、懲戒処分の内容を当該学生の保証人に対して通知しなければならない。 

 

（懲戒処分の学内公示） 

第１２条 担当事務局は、懲戒処分の言い渡し後、速やかに学内の所定の場所に懲戒処分内容を公示しなければならない。 

２ 前項の公示期間は、１週間以上とする。 

 

（停学の解除） 

第１３条 懲戒処分を行うに当たって懲戒委員会は、停学処分期間中の学生において停学を解除する相当の理由が生じた

と認められたときは、学長に意見を上申することができるものとする。 

２ 学長は、前項の上申に基づき、第９条、第１０条及び第１１条を準用して、停学を解除することができる。 

 

（自宅待機）  

第１４条 学長は、更なる非違行為を未然に防ぐため、学生の懲戒等の対象となりうる事案を行った学生に対し、懲戒処

分が決定するまでの間、自宅待機を命ずることができる。 

２ 学長は、自宅待機を命じた学生に、出校を認めず、学生の教育課程の履修および課外活動を禁止することができる。 

３ 自宅待機の期間は、停学期間に含めるものとする。 

 

（不服申立て） 

第１５条 懲戒処分を受けた学生は、懲戒処分を言い渡した日の翌日から１０日以内に、文書により、学長に対し、不服

申立てをすることができる。 

２ 学長は、不服申立てを受理したときは、不服申立てを却下する場合を除き、懲戒委員会の議を経て、速やかに再調査

の要否を決定しなければならない。 
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３．東京都市大学 学生の懲戒に関する規程 

制  定 平成２７年１月１９日 

最新改正 平成２９年１月２３日 

東京都市大学 学生の懲戒に関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東京都市大学学則及び東京都市大学大学院学則に規定する懲戒に関して、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（適用等） 

第２条 この規程は、本大学及び本大学院に在籍する学生に適用する。 

２ 学生には、研究生及び科目等履修生等を含む。 

 

（懲戒の種類） 

第３条 懲戒の種類は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 譴責 学生の行った非違行為を戒め、事後の反省を求めるため反省文を徴するとともに、将来にわたってそのよう

なことのないよう、口頭及び文書により説諭すること。 

(2) 停学 無期又は一定の期間、出校を認めず、学生の教育課程の履修及び課外活動を禁止すること。 

(3) 退学 本学における修学の権利を剥奪し、学籍関係を一方的に終了させること。 

 

(試験等において不正行為を行った者への懲戒) 

第４条 大学内で実施される試験等における不正行為は、懲戒の対象となる。 

２ 懲戒の対象となる具体的な行為や処分内容は別に定め、あらかじめ学生に周知するものとする。 

 

(大学内外において非違行為等を行った者への懲戒) 

第５条 大学内外における非違行為等は、懲戒の対象となる。 

２ 懲戒の対象となる具体的な行為は別表１のとおりとし、処分内容は当該事案の内容に応じて決定する。 

 

(学業不振等で成業の見込みのない者への懲戒) 

第６条 学業不振で成業の見込みのない者は、懲戒の対象となる。 

２ 懲戒の対象となる具体的な状況は別表２のとおりとし、処分内容は当該事案の内容に応じて決定する。 

 

（報告の手続） 

第７条 本学教職員が第４条、第５条及び第６条に該当する行為を発見した場合は、当該事案に係る担当事務局（以下｢担

当事務局｣という。）に報告しなければならない。 

２ 担当事務局は、速やかに学長、当該学生の所属する学部、研究科の長及び学科等主任、関係部署又は関係者に報告す

るものとする。 

 

（懲戒行為の確認） 

第８条 学長は、学生の懲戒等の対象となりうる事案について、調査委員会を設置し、当該学生及び当該事案に係る関係

者立ち会いの下で、状況又は事実関係の確認を行うものとする。なお、担当事務局は、調査委員会設置の要否に関わら

ず、先行して当該学生及び当該事案に係る関係者立ち会いの下で、状況又は事実関係の確認を行うことができる。 

２ 調査委員会は、次の各号に掲げる委員をもって構成する。 

(1) 当該学生の所属するキャンパスの副学生部長 

(2) 当該学生の所属する学部、研究科の教務委員長 

(3) 担当事務局職員 

(4) その他学長が必要と認める者 
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３ 学長が不服申立てを却下する場合、又は、再調査の必要がないと決定した場合は、速やかに当該学生に通知するもの

とする。 

４ 第２項において、学長が再調査の必要があると決定した場合は、第８条から第１２条までを準用する。 

５ 不服申立ては、懲戒処分の効力を妨げないものとする。 

 

（雑則） 

第１６条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、大学協議会の議を経て、学長が定める。 

 

（規程の改廃） 

第１７条 この規程の改廃は、大学協議会の議を経て、学長がこれを行う。 

 

付 則（平成２９年１月２３日） 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 
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東京都市大学 学生の懲戒に関する規程 

 

別表１ 大学内外における非違行為等とする具体的事例（第５条） 

 

非違行為の内容 具体的事例 

（１）犯罪行為 

 

殺人、強盗、強姦等の凶悪な犯罪行為または犯罪未遂行為 

傷害行為 

薬物犯罪行為 

悪質な原因行為による交通事故 

窃盗、万引き、詐欺、他人を傷害するに至らない暴力行為等の犯罪行為 

わいせつ行為（痴漢、覗き見、盗撮行為その他の迷惑行為を含む） 

ストーカー行為 

その他刑法等に抵触する行為 

（２）学則またはそれに準じて定められ

た規程・規則等に対する違反行為 

学則・各種規程に反する行為 

大学が掲示した通達等に反する行為 

（３）大学の秩序を乱し、教育および研

究活動に対する妨害行為 

本学の教育研究又は管理運営を著しく妨げる暴力行為 

本学が管理する建造物への不法侵入又はその不正使用もしくは占拠 

本学が管理する建造物又は器物の破壊、汚損、不法改築等 

本学が管理するシステムに重大な損害又は不利益を与える行為 

本学構成員に対する暴力行為、威嚇、拘禁、拘束等 

キャンパス・ハラスメントに該当する行為 

（４）大学の教育・研究施設において利

用目的に反して行われた不正利用

行為 

正当な手続きを行わずに大学の教育・研究施設を不正に利用する行為 

コンピュータ又はネットワークの不正に使用する行為 

（５）学生の本分を逸脱し、本学の名誉

を傷つける行為 

 

第三者を誹謗中傷する行為 

第三者のプライバシーを侵害する行為 

本学の社会的信用を失墜させる行為 

（６）その他、公序良俗に反する行為  

 

 

別表２ 学業不振等で成業の見込みがないとする具体的事例（第６条） 

 

（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者  

（２）学業不振で成業の見込みがないと認められる者 

（３）正当の理由がなくて出席常でない者 
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３ 学長が不服申立てを却下する場合、又は、再調査の必要がないと決定した場合は、速やかに当該学生に通知するもの

とする。 

４ 第２項において、学長が再調査の必要があると決定した場合は、第８条から第１２条までを準用する。 

５ 不服申立ては、懲戒処分の効力を妨げないものとする。 

 

（雑則） 

第１６条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、大学協議会の議を経て、学長が定める。 

 

（規程の改廃） 

第１７条 この規程の改廃は、大学協議会の議を経て、学長がこれを行う。 

 

付 則（平成２９年１月２３日） 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 
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４．東京都市大学 授業料等納入規程 

制  定 平成 ５年１１月１８日 

最新改正 平成３０年 ３月２６日 

東京都市大学 授業料等納入規程 

 

（趣旨） 

第１条 東京都市大学学則第 46 条及び東京都市大学大学院学則第 43 条に基づく授業料等の納入に関しては、この規程の

定めるところによる。 

 
（授業料の納入額） 

第２条 授業料の納入額は、学則の定めによるものとする。 

２ 編入学、転入学、再入学、転学部又は転学科による入学者の授業料の納入額は、入学、転学部又は転学科を許可され

た年次の在学生に適用される学則の定めによるものとする。 

 

（納入期限及び分納） 
第３条 授業料は、原則としてその年度分の全額を４月３０日までに納入するものとする。 
２ 授業料は、前学期分及び後学期分の２回に分納することができる。 
３ 分納する場合の納入期限は、前学期分を４月３０日までとし、後学期分を１０月２０日までとする。 
４ 納入期限が日曜日、国民の祝日に関する法律に定める休日又は土曜日に当たるときは、その前日までとする。 
 
（新たに入学等を許可された者の納入） 

第４条 新たに入学等を許可された者の授業料の納入は、前条の規定にかかわらず、入学手続き等の定めによるものとす

る。 
 
（納入期限の延長） 

第５条 経済的な事由あるいは災害の発生、その他やむを得ない事情により、授業料を納入期限までに納入できない者は、

願い出により、納入期限の延長を許可する場合がある。 
２ 納入期限の延長が認められる期限は、前学期分を７月３１日までとし、後学期分を１月３１日までとする。 
 
（督促） 

第６条 この規程に定める納入期限までに授業料が納入されなかった場合は、督促を行う。 
２ 督促は、前学期は５月及び７月、後学期は１１月及び１月に行う。 
３ 督促は、保証人への督促通知状によって行う。 
 
（休学者の授業料および休学期間中の在籍料） 

第７条 東京都市大学学則第 32 条又は東京都市大学大学院学則第 36 条の定めにより休学の許可を得た者（休学者）につ

いては、休学期間中の授業料を免除し、その期間の在籍料として学期毎に６万円を納入するものとする。 
 
（停学者の授業料） 

第８条 停学者の停学期間中の授業料は、減免しないものとする。 
 
（再入学の場合の制限） 

第９条 退学者が再入学を希望した場合は、授業料を納入した期間を在学していた期間とみなす。 
 
（未納者の処置） 

第１０条 授業料を納入期限までに納入しない者に対しては、次の各号に定める処置を行うものとする。 
(1) 成績の無効処理 

授業料を納入しない学期の成績は無効とする。 
(2) 除籍 

東京都市大学学則第３４条又は東京都市大学大学院学則第３８条に基づき、前学期分の未納者は８月３１日、後学

期分の未納者は２月２８日をもって除籍とする。 
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 （所管部署） 
第１１条 この規程の所管部署は、事務局総務部財務課とする。 
 
（規程の改廃） 

第１２条 この規程の改廃は、大学協議会の議を経て学長の具申により理事長が行う。 
 

付 則（平成３０年３月２６日） 
この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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４．東京都市大学 授業料等納入規程 

制  定 平成 ５年１１月１８日 

最新改正 平成３０年 ３月２６日 

東京都市大学 授業料等納入規程 

 

（趣旨） 

第１条 東京都市大学学則第 46 条及び東京都市大学大学院学則第 43 条に基づく授業料等の納入に関しては、この規程の

定めるところによる。 

 
（授業料の納入額） 

第２条 授業料の納入額は、学則の定めによるものとする。 

２ 編入学、転入学、再入学、転学部又は転学科による入学者の授業料の納入額は、入学、転学部又は転学科を許可され

た年次の在学生に適用される学則の定めによるものとする。 

 

（納入期限及び分納） 
第３条 授業料は、原則としてその年度分の全額を４月３０日までに納入するものとする。 
２ 授業料は、前学期分及び後学期分の２回に分納することができる。 
３ 分納する場合の納入期限は、前学期分を４月３０日までとし、後学期分を１０月２０日までとする。 
４ 納入期限が日曜日、国民の祝日に関する法律に定める休日又は土曜日に当たるときは、その前日までとする。 
 
（新たに入学等を許可された者の納入） 

第４条 新たに入学等を許可された者の授業料の納入は、前条の規定にかかわらず、入学手続き等の定めによるものとす

る。 
 
（納入期限の延長） 

第５条 経済的な事由あるいは災害の発生、その他やむを得ない事情により、授業料を納入期限までに納入できない者は、

願い出により、納入期限の延長を許可する場合がある。 
２ 納入期限の延長が認められる期限は、前学期分を７月３１日までとし、後学期分を１月３１日までとする。 
 
（督促） 

第６条 この規程に定める納入期限までに授業料が納入されなかった場合は、督促を行う。 
２ 督促は、前学期は５月及び７月、後学期は１１月及び１月に行う。 
３ 督促は、保証人への督促通知状によって行う。 
 
（休学者の授業料および休学期間中の在籍料） 

第７条 東京都市大学学則第 32 条又は東京都市大学大学院学則第 36 条の定めにより休学の許可を得た者（休学者）につ

いては、休学期間中の授業料を免除し、その期間の在籍料として学期毎に６万円を納入するものとする。 
 
（停学者の授業料） 

第８条 停学者の停学期間中の授業料は、減免しないものとする。 
 
（再入学の場合の制限） 

第９条 退学者が再入学を希望した場合は、授業料を納入した期間を在学していた期間とみなす。 
 
（未納者の処置） 

第１０条 授業料を納入期限までに納入しない者に対しては、次の各号に定める処置を行うものとする。 
(1) 成績の無効処理 

授業料を納入しない学期の成績は無効とする。 
(2) 除籍 

東京都市大学学則第３４条又は東京都市大学大学院学則第３８条に基づき、前学期分の未納者は８月３１日、後学

期分の未納者は２月２８日をもって除籍とする。 
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５．東京都市大学 情報システム利用規則 

制  定 平成２６年１月２０日 

東京都市大学情報システム利用規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東京都市大学情報基盤センター規程第１１条に基づき、東京都市大学情報システム（以下「情報シ

ステム」という。）の利用に関する事項を定める。 

 

（利用者の資格） 

第２条 情報システムを利用できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 東京都市大学（以下「本学」という。）の学生及び教職員 

(2) 本学以外の学校法人五島育英会の教職員 

(3) その他情報基盤センター所長（以下「所長」という。）が許可した者 

 

（申請） 

第３条 利用者は、情報システムの各種サービスを受ける場合、情報基盤センターに申請し、承認を得ることとする。た

だし、本学の学生及び教職員は、所定の手続きなしにサービスの一部を教育・研究及び大学運営の枠内で利用できるも

のとする。 

２ 利用可能なサービスは別に定める。 

 

（利用の許可等） 

第４条 前項の利用者の利用期間は、在学、在籍期間を原則とする。ただし、所長が大学の運用に必要と認めたときは、

その期間を延長できる。 

２ 利用者は、アカウントなどの利用許可を得た情報を第三者に利用させてはならない。 

 

（変更の届出） 

第５条 利用者は、申請事項に変更があったときは、速やかにその旨を届け出るものとする。 

 

（利用規範） 

第６条 利用者は、東京都市大学の情報システムに関する情報セキュリティポリシーの理念を理解し、遵守に努めること

とする。 

 

（禁止事項） 

第７条 本学における教育・研究及び大学運営以外の利用を禁ずる。 

２ 文書・画像・ソフトウェア・その他の著作物に対する知的財産権や肖像権等の第三者の権利を犯すことを禁ずる。 

３ 公序良俗に反する文書・画像・ソフトウェア・その他の情報を公開あるいは仲介することを禁ずる。 

４ 個人情報保護法、不正アクセス禁止法、及びその他の法律に違反又はそのおそれのある行為に加担することを禁ずる。 

５ 情報システムに危害を加える行為を禁ずる。 

６ 情報システムが接続する外部ネットワークの利用規定に違反する行為を禁ずる。 

７ その他、本学が不適切と判断した情報を発信又は仲介することを禁ずる。 

 

（違反行為の処置） 

第８条 前条の項目に違反する利用については、情報基盤センター運営会議（以下「会議」という。）、リスク管理委員会、

学生部委員会、又は当該設備等の管理者が調査し、差し止めることがある。 

２ 学生の本分を外れていると認められる行為に関しては、学則に照らして停学・退学等の処分を行うことがある。 

３ 不適切な利用に起因する損害等の責任は、当該利用者に帰するものとする。 
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（対外的な対処） 

第９条 会議、前条に規定する各委員会、又は当該設備等の管理者は、外部からの苦情等に対して調査をした上で、上長

の指示に基づき適正な対処を取ることとする。 

 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、情報システムに関して必要な事項は、別に定める。 

 

（規則の改廃） 

第１１条 この規則の改廃は、会議の議を経て所長が行う。 

 

 

付 則（平成２６年１月２０日） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この規則の制定により、東京都市大学情報基盤センター利用規則及び東京都市大学情報ネットワーク利用規則を廃

止する。 
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５．東京都市大学 情報システム利用規則 

制  定 平成２６年１月２０日 

東京都市大学情報システム利用規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東京都市大学情報基盤センター規程第１１条に基づき、東京都市大学情報システム（以下「情報シ

ステム」という。）の利用に関する事項を定める。 

 

（利用者の資格） 

第２条 情報システムを利用できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 東京都市大学（以下「本学」という。）の学生及び教職員 

(2) 本学以外の学校法人五島育英会の教職員 

(3) その他情報基盤センター所長（以下「所長」という。）が許可した者 

 

（申請） 

第３条 利用者は、情報システムの各種サービスを受ける場合、情報基盤センターに申請し、承認を得ることとする。た

だし、本学の学生及び教職員は、所定の手続きなしにサービスの一部を教育・研究及び大学運営の枠内で利用できるも

のとする。 

２ 利用可能なサービスは別に定める。 

 

（利用の許可等） 

第４条 前項の利用者の利用期間は、在学、在籍期間を原則とする。ただし、所長が大学の運用に必要と認めたときは、

その期間を延長できる。 

２ 利用者は、アカウントなどの利用許可を得た情報を第三者に利用させてはならない。 

 

（変更の届出） 

第５条 利用者は、申請事項に変更があったときは、速やかにその旨を届け出るものとする。 

 

（利用規範） 

第６条 利用者は、東京都市大学の情報システムに関する情報セキュリティポリシーの理念を理解し、遵守に努めること

とする。 

 

（禁止事項） 

第７条 本学における教育・研究及び大学運営以外の利用を禁ずる。 

２ 文書・画像・ソフトウェア・その他の著作物に対する知的財産権や肖像権等の第三者の権利を犯すことを禁ずる。 

３ 公序良俗に反する文書・画像・ソフトウェア・その他の情報を公開あるいは仲介することを禁ずる。 

４ 個人情報保護法、不正アクセス禁止法、及びその他の法律に違反又はそのおそれのある行為に加担することを禁ずる。 

５ 情報システムに危害を加える行為を禁ずる。 

６ 情報システムが接続する外部ネットワークの利用規定に違反する行為を禁ずる。 

７ その他、本学が不適切と判断した情報を発信又は仲介することを禁ずる。 

 

（違反行為の処置） 

第８条 前条の項目に違反する利用については、情報基盤センター運営会議（以下「会議」という。）、リスク管理委員会、

学生部委員会、又は当該設備等の管理者が調査し、差し止めることがある。 

２ 学生の本分を外れていると認められる行為に関しては、学則に照らして停学・退学等の処分を行うことがある。 

３ 不適切な利用に起因する損害等の責任は、当該利用者に帰するものとする。 
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６．東京都市大学の情報システムに関する情報セキュリティポリシー 基本方針 

制  定 平成２５年２月１８日 

最新改正 平成２８年３月１４日 

東京都市大学の情報システムに関する情報セキュリティポリシー 基本方針 

 

 

 (基本理念及び目的)  

第１条 情報資産は、東京都市大学（以下「本学」という。）にとって重要な資産である。本学は教育・研究を理念として

おり、この理念を達成するため情報資産を保有し、収集、格納、活用という手段に依存している。情報資産が守られな

ければ、本学の教育・研究活動の停滞、本学に対する信頼の喪失などといった被害を受けたり、加害者となる可能性が

ある。したがって、教職員、学生、及びすべての関係者が不断の努力をもって、本学の情報資産の機密性、完全性、可

用性に配慮し、保全しなければならない。そのために、情報を取り扱う教職員、学生、及びすべての関係者がそれぞれ

の役割の中で、遵守すべき情報セキュリティ対策の包括的な基準として、「東京都市大学の情報システムに関する情報セ

キュリティポリシー」（以下「ポリシー」という。）を策定し、それに準拠した実施手順等を定め運用することにより、

必要な情報セキュリティを確保することとする。  

 

(役割と位置づけ)  

第２条 ポリシーにはこの基本方針及び情報セキュリティポリシー対策基準が含まれる。基本方針は情報セキュリティ対策

文書の最高位に位置する。情報セキュリティポリシー対策基準は基本方針に基づいて別途定める。また、ポリシーは、

本学が保有する情報資産を正しく取り扱うこと、学長を筆頭にすべての構成員に、情報を正しく取り扱うための指針と

なる役割を持っている。  

 

(見直しと更新)  

第３条 本学の情報資産を守るためには、常に最新の情報を取得し、適切な物理的・人的・技術的セキュリティが実施され

ているか定期的に調査・監督を実施しなければならない。改善が必要と認められた場合は、速やかにポリシーの更新を

行わなければならない。  

 

(法令等遵守)  

第４条 情報及び情報システムの取り扱いに関しては、法令及び規則等（以下「関連法令等」という。）においても規定さ

れているため、情報セキュリティ対策を実施する際には、ポリシーのほかに関連法令等（個人情報保護法、不正アクセ

ス禁止法等）を遵守しなければならない。  

 

(適用対象範囲)  

第５条 ポリシーは、「情報資産」を守ることを目的に作成されている。ポリシーにおいて対象とする「情報資産」は、次

に掲げるものとする。  

(1) 対象となる情報は、電子化された情報すべてとする。  

(2) 対象となる情報システムには、情報を電子的に処理するためのハードウェア、 ソフトウェア、ネットワークのほか、

運用管理及び保守に必要な電子化された文書も含む。  

 

(適用対象者)  

第６条 ポリシーは、第 5 条に掲げる情報及び情報システムを取り扱うすべての構成員に適用する。ここでいう構成員は、

教職員、非常勤講師、学部学生、大学院学生、研究生、科目等履修生、特別聴講学生等の大学構成員と委託業者、来学

者等とする。  

 

(評価)  

第７条 この基本方針及び情報セキュリティ対策の評価、情報システムの変更、新たな脅威の発生等を踏まえ、ポリシー及

びそれに基づく実施手順の点検・評価を定期的に実施して見直しを図ることとする。  
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(用語の定義)  

第８条 ポリシーにおける用語の定義は、JISQ27000に準ずる。  

 

(所管部署)  

第９条 この基本方針の所管部署は、事務局総合情報システム部情報運用課とする。  

 

(基本方針の改廃）  

第１０条 この基本方針の改廃は、情報基盤センター運営会議が発議し、大学協議会の議を経て、学長が行う。  

 

 

付 則（平成２８年３月１４日）  

この基本方針は、平成２８年４月１日から施行する。 
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６．東京都市大学の情報システムに関する情報セキュリティポリシー 基本方針 

制  定 平成２５年２月１８日 

最新改正 平成２８年３月１４日 

東京都市大学の情報システムに関する情報セキュリティポリシー 基本方針 

 

 

 (基本理念及び目的)  

第１条 情報資産は、東京都市大学（以下「本学」という。）にとって重要な資産である。本学は教育・研究を理念として

おり、この理念を達成するため情報資産を保有し、収集、格納、活用という手段に依存している。情報資産が守られな

ければ、本学の教育・研究活動の停滞、本学に対する信頼の喪失などといった被害を受けたり、加害者となる可能性が

ある。したがって、教職員、学生、及びすべての関係者が不断の努力をもって、本学の情報資産の機密性、完全性、可

用性に配慮し、保全しなければならない。そのために、情報を取り扱う教職員、学生、及びすべての関係者がそれぞれ

の役割の中で、遵守すべき情報セキュリティ対策の包括的な基準として、「東京都市大学の情報システムに関する情報セ

キュリティポリシー」（以下「ポリシー」という。）を策定し、それに準拠した実施手順等を定め運用することにより、

必要な情報セキュリティを確保することとする。  

 

(役割と位置づけ)  

第２条 ポリシーにはこの基本方針及び情報セキュリティポリシー対策基準が含まれる。基本方針は情報セキュリティ対策

文書の最高位に位置する。情報セキュリティポリシー対策基準は基本方針に基づいて別途定める。また、ポリシーは、

本学が保有する情報資産を正しく取り扱うこと、学長を筆頭にすべての構成員に、情報を正しく取り扱うための指針と

なる役割を持っている。  

 

(見直しと更新)  

第３条 本学の情報資産を守るためには、常に最新の情報を取得し、適切な物理的・人的・技術的セキュリティが実施され

ているか定期的に調査・監督を実施しなければならない。改善が必要と認められた場合は、速やかにポリシーの更新を

行わなければならない。  

 

(法令等遵守)  

第４条 情報及び情報システムの取り扱いに関しては、法令及び規則等（以下「関連法令等」という。）においても規定さ

れているため、情報セキュリティ対策を実施する際には、ポリシーのほかに関連法令等（個人情報保護法、不正アクセ

ス禁止法等）を遵守しなければならない。  

 

(適用対象範囲)  

第５条 ポリシーは、「情報資産」を守ることを目的に作成されている。ポリシーにおいて対象とする「情報資産」は、次

に掲げるものとする。  

(1) 対象となる情報は、電子化された情報すべてとする。  

(2) 対象となる情報システムには、情報を電子的に処理するためのハードウェア、 ソフトウェア、ネットワークのほか、

運用管理及び保守に必要な電子化された文書も含む。  

 

(適用対象者)  

第６条 ポリシーは、第 5 条に掲げる情報及び情報システムを取り扱うすべての構成員に適用する。ここでいう構成員は、

教職員、非常勤講師、学部学生、大学院学生、研究生、科目等履修生、特別聴講学生等の大学構成員と委託業者、来学

者等とする。  

 

(評価)  

第７条 この基本方針及び情報セキュリティ対策の評価、情報システムの変更、新たな脅威の発生等を踏まえ、ポリシー及

びそれに基づく実施手順の点検・評価を定期的に実施して見直しを図ることとする。  
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人材の養成及び教育研究上の目的 
 

カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 
 

履 修 要 綱 
 

東京都市大学オーストラリアプログラム（ＴＡＰ）  
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工学部：人材の養成及び教育研究上の目的 

 

人材の養成及び 

教育研究上の目的 

工学部は，「理論と実践」という教育理念に基づき，現実に即した発想のもとに理論的裏

付けを持った実践によって，社会の要請に対応できる技術的能力を備えた人材を養成す

ることを目的とする。（学則 第４条の２別表６より） 

 

工学部で学ぶ 

工学部長  大上 浩 
 

大学教育と「工学」 

人間が本質的に持つ知的好奇心や向上心などが現代の文明，文化を生んだ原動力になったといわれています。その文明，

文化を次世代に受け継ぎ，発展させるシステムのひとつに「大学教育」があります。大学では様々な学問の教授が行われ

るとともに教授陣は研究に取り組んでいます。これらの成果を身に付けて学生は社会へ巣立ち，世の中の利便性や知的レ

ベルを向上させ，国の発展そして文明と文化を発展させる上で貢献していきます。つまり，大学とは文明や文化そして技

術を後世に，より洗練された形で引き継ぐ上で重要な役割を担う教育機関なのです。 

大学で教授される学問の分類にはいくつかありますが，大別すれば，自然科学（自然現象を研究対象とする：物理学，

化学，生物学など），社会科学（社会現象を研究対象とする：法律学，経済学，政治学など），人文科学（人類の文化全般

を研究対象とする：文学，歴史学，哲学，など）があります（大辞林）。 

「工学」とは，自然科学を基礎として，人間が生活する上で必要な製品を生産するための応用技術を学ぶ学問分野です。

歴史的に見れば，土木工学・機械工学・電気工学などが土台になり，多くの分野に発展しています。現在，エネルギー問

題と環境問題そして資源の枯渇などの避けることができない重大な課題に直面し，持続可能であり，安全で安心して使え

る，人類にとって役に立つ製品を世の中に送りだす重要な使命を工学は帯びており，やりがいのある分野です。卒業生の

多くは，技術者や研究者あるいは公務員として「技術」に関連する職に携わり，社会で活躍しています。 

 

工学部の社会的使命を果たす中での実践教育 

工学部は，産業界との密接な結びつきのもとに，社会の要請に応える技術者・研究者を養成するとともに，社会に貢献

する研究成果を発信していく必要があります。すなわち，大学が高校と最も違うのは，大学の教員は人間生活に欠かせな

い「モノ」創りにかかわる研究テーマを持ち，その研究に打ち込んでいる点です。教員は学生，大学院生とともに実施し

た研究の成果を社会に発信していく，大学の工学部に課せられた社会的使命を果たしています。 

したがって，学生はシラバスに沿った教室での座学とともに実験や実習の経験を積み，３年生後期の事例研究を経て４

年生の卒業研究では，教員の研究テーマの一端を担うことにもなるでしょう。教科書には書いていない，あるいは答が一

つではない課題を自分で考え工夫して成果をまとめる経験を積みます。研究を進める過程で複数回にわたる発表の経験を

積み，技術者・研究者としての実力が養われます。「卒業研究」では工学分野の奥深さ，おもしろさを感じることができる

とともに，社会から強く求められる実践力を身につけ，技術者・研究者として大きく成長できる１年間となるはずです。

優れた成果がでた場合には学会で発表するという貴重な経験を積むこともでき，将来への大きな財産になることでしょう。 

 

最近の工学の情勢（技術革新，スピードそして国際化） 

近年の社会，そして科学技術の進歩は年々速くなっています。新しい工学分野が続々と生まれています。次から次へと

新しい課題が生まれ，大学で勉強した最新技術などはすぐに古くなってしまいます。このような状況では，基礎となる知

識と応用分野とを峻別し，基礎をしっかりと自分のものにするとともに考える力を身につけること，困難なことに立ち向

かう気力を持ち，何事に対しても知的好奇心を持ってチャレンジすることが極めて大事です。 

技術の世界に国境はありません。幸いなことに，専門教育で学ぶ数式や専門用語は国際共通語です。これらの修得に加

え，国際共通語である英語によるコミュニケーションが不可欠であることを忘れないで，世界で活躍できる技術者・研究

者を目指してください。 
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工学部：人材の養成及び教育研究上の目的 

大学での教育改革への取り組み 

以前は工学部といえば，機械工学科，電気工学科，建築学科，土木工学科など極めて単純な学科名称しかありませんで

した。しかし，近年における技術の進歩と工学分野の多様化に伴い，様々な学科が増設されています。このため，入学後

に学科の専門内容に違和感を覚える学生も少なからずいるようです。そのような学生のために，東京都市大学では興味を

持つ他学科の授業の履修が可能な制度を導入し，科目の選択の幅を広げています。このような制度を活用するために，履

修に当たっては学修要覧を熟読するとともに，不明な点はクラス担任などに遠慮なく相談してください。それでも違和感

が解消できない場合には，転学科や転学部が可能な制度を用意しています。 

さらに，専門教育の導入科目を１年生から開講して，問題点を調査し，考え，それをまとめる，問題解決のためのトレ

ーニングを積む経験を早い段階から味わい，専門教育に移行できるよう，カリキュラムの改革を進めています。 

学生生活ならびに卒業生との絆 

東京都市大学の工学部は，武蔵工業大学の８０年の歴史の上に成り立っています。その歴史の中で，日常の伝統あるク

ラブでの活動や，春の体育祭，秋の東京都市大学世田谷祭などに参加する機会が用意されています。クラブやサークルに

加入して，学科を超えた友人を持ち，イベントにも積極的に参加して，共通の思い出を作ってください。このような課外

活動が卒業後の同級生や同期生，さらに同窓生の一体感につながります。卒業後，仕事の上で接した相手が同窓生である

ことがわかり，仕事を進める上で大いに役に立った，との卒業生の声を数多く耳にします。大学生活は，教室での勉学が

全てではありません。全国から集まってきた同世代とともに，遊び，語り，議論するという経験が自己の新たな発見と成

長に大いに役立ちます。 

工学部は大学創立以来の卒業生が多くの分野で活躍されています。それゆえ，就職活動でも卒業生の支援を受ける機会

が多くあります。工学部の就職では個人単位で取り組む就職活動だけではなく，先輩がリクルータとして会社との橋渡し

役をしてくださり，就職先を決める事例が数多くあります。入社後には「アドバイザ」として，何かと支援していただけ

る機会もあります。このような人的なつながりが工学部の長い伝統による財産の一つです。しかしながら，リクルータは

先輩であると同時に志望学生の評価結果に対して会社に責任を負います。それゆえ，人を頼るだけではなく，就職にあた

っては，工学に関わる学力のみならず，人格的にも自己を磨くことが大事です。 

学生へのアドバイス 

■大学は成長の場：東京都市大学での４年間の学生生活は，単に知識を身につけるためだけの期間ではありません。卒業

後の長い人生を乗り切るためにも，常に前向きな気持ちを持ち続けて欲しいと思います。学生時代は人間として一番成長

するときです。大学は学生が成長する場を与えます。失敗を恐れずに積極的に物事に取り組む姿勢は若さの特権で，この

姿勢こそが大きな成長をもたらします。最近はＩＣＴ技術の発展によりバーチャルな体験で満足してしまい，積極的に実

体験を積もうとする学生が少ないように感じられます。バーチャルによる体験も貴重ではありますが，実体験における感

動は人生にとってかけがいのないものです。よい友を持ち，東京という地の利を生かして「本物」に接する経験を積むこ

とは，若い時代には不可欠です。また，インターンシップやボランティア活動は社会を知る機会であり，その経験が成長

につながります。 

■工学部での勉学：専門科目の多くで，数学，物理学あるいは化学などの基礎知識を必要とするのが工学部の特徴です。

そして，学年ごとの科目を段階的に学んで知識を積み重ねることが極めて重要です。そのために，演習科目や実習科目も

数多く用意されています。したがって，日々の授業に出席し，その内容を一つずつ吸収し蓄積することが肝要です。 

■目標実現のために：工学部では，自分が目指す分野の技術者・研究者になるために，早い段階から目的意識を持ち，目

標に向かって体系だてた知識を吸収することが重要です。そのためには自分自身で効率的な履修計画を立てることが必要

です。その際，知識の吸収だけでは一人前の技術者・研究者にはなれません。吸収した多くの知識を活用して役立てる工

夫，つまり知恵を磨くことが不可欠です。そのために，日頃から考え，工夫をする努力を惜しまないでください。勉学を

柱にすることは当然ですが，課外活動，アルバイト，遊び，などを両立させていくことが実りある学生生活を送るために

欠かせません。４年間という時間は瞬く間に過ぎます。この点に常に留意し，有意義な学生生活を送ってください。 

 

 

工学部：人材の養成及び教育研究上の目的 

 

人材の養成及び 

教育研究上の目的 

工学部は，「理論と実践」という教育理念に基づき，現実に即した発想のもとに理論的裏

付けを持った実践によって，社会の要請に対応できる技術的能力を備えた人材を養成す

ることを目的とする。（学則 第４条の２別表６より） 

 

工学部で学ぶ 

工学部長  大上 浩 
 

大学教育と「工学」 

人間が本質的に持つ知的好奇心や向上心などが現代の文明，文化を生んだ原動力になったといわれています。その文明，

文化を次世代に受け継ぎ，発展させるシステムのひとつに「大学教育」があります。大学では様々な学問の教授が行われ

るとともに教授陣は研究に取り組んでいます。これらの成果を身に付けて学生は社会へ巣立ち，世の中の利便性や知的レ

ベルを向上させ，国の発展そして文明と文化を発展させる上で貢献していきます。つまり，大学とは文明や文化そして技

術を後世に，より洗練された形で引き継ぐ上で重要な役割を担う教育機関なのです。 

大学で教授される学問の分類にはいくつかありますが，大別すれば，自然科学（自然現象を研究対象とする：物理学，

化学，生物学など），社会科学（社会現象を研究対象とする：法律学，経済学，政治学など），人文科学（人類の文化全般

を研究対象とする：文学，歴史学，哲学，など）があります（大辞林）。 

「工学」とは，自然科学を基礎として，人間が生活する上で必要な製品を生産するための応用技術を学ぶ学問分野です。

歴史的に見れば，土木工学・機械工学・電気工学などが土台になり，多くの分野に発展しています。現在，エネルギー問

題と環境問題そして資源の枯渇などの避けることができない重大な課題に直面し，持続可能であり，安全で安心して使え

る，人類にとって役に立つ製品を世の中に送りだす重要な使命を工学は帯びており，やりがいのある分野です。卒業生の

多くは，技術者や研究者あるいは公務員として「技術」に関連する職に携わり，社会で活躍しています。 

 

工学部の社会的使命を果たす中での実践教育 

工学部は，産業界との密接な結びつきのもとに，社会の要請に応える技術者・研究者を養成するとともに，社会に貢献

する研究成果を発信していく必要があります。すなわち，大学が高校と最も違うのは，大学の教員は人間生活に欠かせな

い「モノ」創りにかかわる研究テーマを持ち，その研究に打ち込んでいる点です。教員は学生，大学院生とともに実施し

た研究の成果を社会に発信していく，大学の工学部に課せられた社会的使命を果たしています。 

したがって，学生はシラバスに沿った教室での座学とともに実験や実習の経験を積み，３年生後期の事例研究を経て４

年生の卒業研究では，教員の研究テーマの一端を担うことにもなるでしょう。教科書には書いていない，あるいは答が一

つではない課題を自分で考え工夫して成果をまとめる経験を積みます。研究を進める過程で複数回にわたる発表の経験を

積み，技術者・研究者としての実力が養われます。「卒業研究」では工学分野の奥深さ，おもしろさを感じることができる

とともに，社会から強く求められる実践力を身につけ，技術者・研究者として大きく成長できる１年間となるはずです。

優れた成果がでた場合には学会で発表するという貴重な経験を積むこともでき，将来への大きな財産になることでしょう。 

 

最近の工学の情勢（技術革新，スピードそして国際化） 

近年の社会，そして科学技術の進歩は年々速くなっています。新しい工学分野が続々と生まれています。次から次へと

新しい課題が生まれ，大学で勉強した最新技術などはすぐに古くなってしまいます。このような状況では，基礎となる知

識と応用分野とを峻別し，基礎をしっかりと自分のものにするとともに考える力を身につけること，困難なことに立ち向

かう気力を持ち，何事に対しても知的好奇心を持ってチャレンジすることが極めて大事です。 

技術の世界に国境はありません。幸いなことに，専門教育で学ぶ数式や専門用語は国際共通語です。これらの修得に加

え，国際共通語である英語によるコミュニケーションが不可欠であることを忘れないで，世界で活躍できる技術者・研究

者を目指してください。 
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工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

工学部 

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

工学部では「理論と実践」という学部の教育理念に基づき，理論的な裏付けに基づいた発想により，現実の問題を解決する実践能力

を有する人材を育成する。そのために，下記の教育課程を編成する。 

１．幅広い教養と国際的コミュニケーション能力を修得し，それを支える心身を鍛錬するために，「教養科目」・「外国語科目」・「体

育科目」を配置する。 

２．工学全般に共通する知識・能力（実行，思考，協働など）・倫理観，および，深い専門的知識・能力を修得するために，「工学基

礎科目」と「専門科目」を体系的に配置する。 

３．技術者として仕事を遂行する基礎力，実社会での課題を探究する能力，および実社会の複合的な問題を解決する能力を修得する

ために，「卒業研究」などを配置する。 

機
械
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．社会・健康・安全・法律・文化・環境などに関するの教養から，現実の問題の多様性を理解し，工業製品やその生産

が自然や人間社会に及ぼす影響について考えることができ，また負っている責任に関して理解しながら「もの作り」

のできる能力を修得するための科目（教養科目，工学教養，技術者倫理）を配置する。 

２．自律的学習能力を修得するための教育目標に対して，科目の中に実験，実習，演習，卒業研究，技術レポートの作成，

宿題等によるアクティブラーニングを設定する。 

３．日本語で論理的に物事を考え，記述し，発言できる能力，またグローバルな世界で活躍できるコミュニケーション基

礎能力を修得するための科目を配置する。 

４．数学，自然科学など工学の基礎を習得し，他専門分野の基礎を自ら学べる基礎力と，機械工学に関する問題を解決す

る応用能力を修得するための教育課程を編成する。 

５．機械工学のエンジニアとして必要な力学と設計科学に関する教育課程を編成する。専門科目は，系統別に構造，機構，

制御，流れ，動力，材料，加工，設計，メカトロニクスに分類される。建学の精神から，必要最低限の機械工学の教

育は必修科目として配置するが，自由・自治の観点から高度な専門科目に関しては選択科目として配置する。なお，

専門科目の系統的な教育を促進するために，履修モデルを学修要覧に掲載している。 

６．技術者として自ら問題を発見し，それを解決するためのプロセスを計画的に進め，結果を工学的に考察できるデザイ

ン能力と責任分担能力を修得するための体験学習科目を配置する。

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．次代の要請に応じた機械システムの中核を担うことのできる技術者を育成するために，専門知識と実践的経験を双輪

とした教育課程を体系的に編成する。 

２．社会人として必要な教養，語学能力，国際的思考の習得や，心身の鍛錬と共に，工学全般に必要な物事の考え方，基

礎知識・能力，技術者としての心構えや倫理観を学ぶため，工学教養系の科目群を配置する。 

３．工学全般の基礎となる工学基礎科目の学習と共に，機械システム工学を構成する各専門分野の基礎力を身に付けるた

め，学科共通，材料工学，熱流体工学，電気電子工学，制御工学，プログラミング関連科目の科目群に，必修，選択

必修，学科基礎選択必修の科目を配置する。 

４．各専門分野の基礎的な物理現象や計測・制御技術などを実際に体験し，習得した基礎力を実践力へと高めるため，実

験実習科目群に機械システム基礎実験と電気基礎実験を配置する。 

５．機械システムを設計し統合する理論を学ぶために必要となる高度な専門知識を習得するため，材料力学，熱流体工学，

電気電子工学，制御工学，ロボット工学，宇宙工学の科目群に，研究室指定選択必修科目と選択科目を配置する。 

６．専門分野の理論的な裏付けのある発想に基づいた実践的な問題解決能力を，現実の機械システム全体にまたがる課題

を解決する経験を通して身に付けるため，機械システム設計演習(1)，(2)を配置する。 

７．大学院進学を見据え，幅広い工学的知見と発展的課題を解決する高い実践力を養うため，応用分野科目の科目群と実

験実習選択必修科目を配置する。 

８．技術者の責任や役割を理解し社会を担う気概，自発的な計画性，主体的な行動力，論理的思考による問題解決能力を

総合的に習得するため，学科の学習内容を実践により総括する卒業研究関連科目群を配置する。 
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工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

本学部・各学科の定める所定の単位を取得し，以下の知識・能力等を修得した学生

に対して卒業を認定し，学士の学位を授与する。 

１．社会の発展に貢献する社会人としての，豊かな教養と人間性を身に付けている。 

２．工学全般で必要な基礎学力と，学科の分野に対応する十分な専門知識を身に付

けている。 

３．現実に即した発想のもとに，理論的裏付けを持った実践によって，社会の要請

に対応できる能力を身に付けている。 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．現実の問題に対して多様性を理解し，工業製品やその生産が自然や人間社会に

及ぼす影響について考えることができ，また負っている責任に関して理解しな

がら「もの作り」ができる。 

２．自律的学習能力を修得している。 

３．日本語で論理的に物事を考え，記述し，発言できる能力，またグローバルな世

界で活躍できるコミュニケーション基礎能力を修得している。 

４．数学，自然科学など工学の基礎を社会の様々な問題に応用できる。 

５．機械工学のエンジニアとして必要な力学と設計科学に関する教育課程の中の細

目の構造，機構，制御，流れ，動力，材料，加工，設計，メカトロニクスを習

得し，実際の問題に応用できる。専門分野における系統別の総合評価は機械工

学科のＨＰに掲載している学修達成目標レベルの通りである。 

６．技術者として自ら問題を発見し，それを解決するためのプロセスを計画的に進

め，結果を工学的に考察できるデザイン能力と責任分担能力を修得している。 

備考 

１．機械工学科のカリキュラムポリシーとディプ

ロマポリシーは日本学術会議の機械工学分

野の参照基準に準拠している。

２．機械工学科のカリキュラムポリシーとディプ

ロマポリシーはＪＡＢＥＥ エンジニアリ

ング系学士課程 機械および関連の工学分

野 の認定基準を参考に作成している。

３．系統別の学修到達目標レベルは，機械工学科

のＨＰに掲載してある。 

４．系統的な教育を促進するために，履修モデル

を作成し，学修要覧に掲載している。 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身に付けるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．社会生活の基盤を支える機械システムを担う技術者として必要となる機械シス

テム全体を理解するための論理的思考を身に付けている。

２．機械システムを理解するために必要な機械工学と，これに関連する電気電子工

学，制御工学，情報工学などの基礎知識を修得している。 

３．得られた知識を利用して機械システムを設計し，機械要素技術を実際に統合す

る実践的な経験を積んでいる。 

備考 

１．機械システム工学科のカリキュラムポリシー

とディプロマポリシーは，日本学術会議の

「機械工学分野の参照基準」を中核とし，「電

気通信工学の参照基準」と「情報学の参照基

準」，ＪＡＢＥＥエンジニアリング系学士課

程の認定分野の一つである「機械および関連

の工学分野の認定基準」を参考に作成してい

る。 

２．学生の質保証を実現するため，学科内で学

習・教育到達目標を定め，評価基準を明らか

にしている。 

３．系統的な教育を促進するため，履修モデル，

科目系統図を作成し，学修要覧に掲載してい

る。 

工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

工学部 

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

工学部では「理論と実践」という学部の教育理念に基づき，理論的な裏付けに基づいた発想により，現実の問題を解決する実践能力

を有する人材を育成する。そのために，下記の教育課程を編成する。 

１．幅広い教養と国際的コミュニケーション能力を修得し，それを支える心身を鍛錬するために，「教養科目」・「外国語科目」・「体

育科目」を配置する。 

２．工学全般に共通する知識・能力（実行，思考，協働など）・倫理観，および，深い専門的知識・能力を修得するために，「工学基

礎科目」と「専門科目」を体系的に配置する。 

３．技術者として仕事を遂行する基礎力，実社会での課題を探究する能力，および実社会の複合的な問題を解決する能力を修得する

ために，「卒業研究」などを配置する。 

機
械
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．社会・健康・安全・法律・文化・環境などに関するの教養から，現実の問題の多様性を理解し，工業製品やその生産

が自然や人間社会に及ぼす影響について考えることができ，また負っている責任に関して理解しながら「もの作り」

のできる能力を修得するための科目（教養科目，工学教養，技術者倫理）を配置する。 

２．自律的学習能力を修得するための教育目標に対して，科目の中に実験，実習，演習，卒業研究，技術レポートの作成，

宿題等によるアクティブラーニングを設定する。 

３．日本語で論理的に物事を考え，記述し，発言できる能力，またグローバルな世界で活躍できるコミュニケーション基

礎能力を修得するための科目を配置する。 

４．数学，自然科学など工学の基礎を習得し，他専門分野の基礎を自ら学べる基礎力と，機械工学に関する問題を解決す

る応用能力を修得するための教育課程を編成する。 

５．機械工学のエンジニアとして必要な力学と設計科学に関する教育課程を編成する。専門科目は，系統別に構造，機構，

制御，流れ，動力，材料，加工，設計，メカトロニクスに分類される。建学の精神から，必要最低限の機械工学の教

育は必修科目として配置するが，自由・自治の観点から高度な専門科目に関しては選択科目として配置する。なお，

専門科目の系統的な教育を促進するために，履修モデルを学修要覧に掲載している。 

６．技術者として自ら問題を発見し，それを解決するためのプロセスを計画的に進め，結果を工学的に考察できるデザイ

ン能力と責任分担能力を修得するための体験学習科目を配置する。

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．次代の要請に応じた機械システムの中核を担うことのできる技術者を育成するために，専門知識と実践的経験を双輪

とした教育課程を体系的に編成する。 

２．社会人として必要な教養，語学能力，国際的思考の習得や，心身の鍛錬と共に，工学全般に必要な物事の考え方，基

礎知識・能力，技術者としての心構えや倫理観を学ぶため，工学教養系の科目群を配置する。 

３．工学全般の基礎となる工学基礎科目の学習と共に，機械システム工学を構成する各専門分野の基礎力を身に付けるた

め，学科共通，材料工学，熱流体工学，電気電子工学，制御工学，プログラミング関連科目の科目群に，必修，選択

必修，学科基礎選択必修の科目を配置する。 

４．各専門分野の基礎的な物理現象や計測・制御技術などを実際に体験し，習得した基礎力を実践力へと高めるため，実

験実習科目群に機械システム基礎実験と電気基礎実験を配置する。 

５．機械システムを設計し統合する理論を学ぶために必要となる高度な専門知識を習得するため，材料力学，熱流体工学，

電気電子工学，制御工学，ロボット工学，宇宙工学の科目群に，研究室指定選択必修科目と選択科目を配置する。 

６．専門分野の理論的な裏付けのある発想に基づいた実践的な問題解決能力を，現実の機械システム全体にまたがる課題

を解決する経験を通して身に付けるため，機械システム設計演習(1)，(2)を配置する。 

７．大学院進学を見据え，幅広い工学的知見と発展的課題を解決する高い実践力を養うため，応用分野科目の科目群と実

験実習選択必修科目を配置する。 

８．技術者の責任や役割を理解し社会を担う気概，自発的な計画性，主体的な行動力，論理的思考による問題解決能力を

総合的に習得するため，学科の学習内容を実践により総括する卒業研究関連科目群を配置する。 
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工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

原
子
力
安
全
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

原子力安全工学科では，社会・健康・安全・法律・文化・環境などの総合的な教養を有し，物理・化学・機械・電気に

関わる理学・工学的な基礎知識と高度な伝統的技術を基盤に，原子力の安全に対する正確な知識と高い技術者倫理を備

えた原子力技術者を輩出するため，下記の教育課程を編成する。なお，教育課程や担当科目の特質を踏まえ，教員団に

は放射線を取扱う資格を有し，または産業界の在籍経験から実務について教える能力を有する教員を含む十分な数で構

成している。 

１．技術者としての素養を身につけるうえで必要となる教養科目と，国際的なコミュニケーション能力を高めグローバル

な原子力技術を育成するために必要な外国語科目を配置する。 

２．物理，化学，機械，電気までの幅広い分野の知識を修得するために必要となる「数学系」「自然科学系」「情報系」「工

学教養系」から構成される工学基礎科目を配置する。 

３．原子力の安全のための専門知識を修得するための教育課程を編成する。具体的には，「機械分野」，「電気分野」，「情

報分野」などの学科共通科目，および，「原子炉工学」，「サイクル工学」，「原子力機械工学」，「原子力安全工学」，「放

射線工学」の５つの各専門分野構成を体系的に配置する。 

４．原子力の安全に貢献し得る技術者として必要となる基礎力と実践力，実社会での課題を探求する問題発見・解決能力，

ならびに，実社会の複合的な問題を解決する能力を修得するための教育課程を編成する。具体的には，「電気機械・

放射線実験」・「原子力実験実習」・「事例研究」・「卒業研究」などを配置する。また，学外の施設を利用したより実践

的な実習を目的として，「原子炉運転実習」・「原子力技能訓練」・「特別講義」を配置する。 

医
用
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

医用工学科では科目の履修を通じ，工学および医学に関する基礎知識および技術はもとより，それらの有機的な融合によ

り，医学だけでは解決が困難な諸問題を解決する方法を総合的に学ぶ。さらに技術者として活躍するために必要な知識お

よび能力も修得する。このような教育目標を実現する目的で下記のような科目群でカリキュラムを編成する。 

１．社会人として，また国際人として必要な知識，技能および心身の獲得を目的とした科目群（教養科目，技術者倫理，

外国語科目，体育科目，など）を配置する。 

２．技術者として自己が果たすべき役割，将来に向けての展望，および計画の立案と実行に関する自発的かつ論理的思索

能力を養う科目群（技術者倫理，インターンシップ(1),(2)，福祉ロボット工学及び実習，医用工学基礎セミナー，

医用工学応用セミナー，事例研究，など）を配置する。 

３．工学全般に必要な数学，自然科学等の基礎的知識を身につける科目群（微分積分学(1)，(2)，線形代数学(1)，(2)，

物理学(1)，化学(1)，生物学(1)，情報リテラシー(1)，(2)，工学リテラシー，プログラミング基礎，など）を配置

する。 

４．専門分野の基礎として身につけておくべき，電気・電子工学，機械工学，医学の基礎に関する科目群（解剖・外科学，

生理学(1)，電磁気学及び演習，基礎電気回路，基礎電子回路，機械工作概論，基礎設計製図，機械工作実習，など）

を配置する。 

５．工学分野，医学分野の応用分野および融合分野に関する科目群（生理学(2)，医用機器，医用安全工学，アクチュエ

ータ機械工学，バイオメカニクス，計測工学(1)，(2)，生体電子計測，音響工学，など）を配置する。 

６．知識の応用力，実践力を高め，問題発見・解決能力を涵養する科目群（福祉ロボット工学及び実習，生理学及び実習，

臨床機器学及び実習，総合実習，卒業研究，など）を配置する。 

電
気
電
子
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．社会・健康・安全・法律・文化・環境などの教養や技術者倫理を修得し，現実の問題に対して，実践力と理論的な裏

付けに基づく適切な行動をとることができ，自らのキャリアを確立するための教育課程を編成する。具体的には，幅

広い教養と国際的コミュニケーション能力を修得し，これを支える心身を鍛練するために，教養科目，外国語科目，

体育科目を配置する。 

２．電気電子工学を学ぶための基礎知識，電気電子工学の専門コア科目，並びに，電気電子工学を学ぶための専門科目の

各知識・能力を修得するための教育課程を編成する。具体的には，工学基礎科目として，数学，物理学を中心とした

科目を，専門コア科目として，電気回路，電磁気学，計測・制御，電気電子材料に関する科目を，専門科目として，

「エレクトロニクス」，「電気機器」，「電力エネルギー」に関係する科目を体系的に配置する。 

３．電気電子技術者として仕事を遂行する基礎力と実践力，実社会での課題を探求する問題発見・解決能力，並びに，実

社会の複合的な問題を解決する能力を修得するための教育課程を編成する。具体的には，「電気電子基礎実験」，「電

気電子工学実験」，「電気電子応用実験」，「事例研究」，「卒業研究」を配置する。 

４．プレゼンテーション力、コミュニケーション能力を高め，電気電子技術の専門家としての自己の将来設計を高めるた

めの教育課程を編成する。具体的には，「外国語」，「事例研究」，「卒業研究」，「フレッシャーズセミナー」，「技術日

本語表現技法」，「先端工学」，「卒業研究」，「インターンシップ」などを配置する。 
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工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．原子力利用の安全と健全な発展のための理工学的分野から社会工学的分野にわ

たる総合知識と高い倫理観を修得している。 

２．原子力，放射線等の安全に対する正確な知識と，実際の設備施設を用いた実務

レベルの実習・訓練から得られる実学を修得している。

３．世界的視野にたちグローバル・コミュニケーション能力を修得している。 

４．原子力の安全を工学的に扱うために必要となる教養基礎科目から，原子力利用

の安全に関する専門知識を修得している。 

５．絶えざる自己研鑽の士気を涵養し，進歩を希求する積極性を修得している。 

６．併せて，与えられたコストや時間の制約の下で計画的に仕事をまとめられるデ

ザイン能力を養う能力を修得している。 

７．実習などチーム作業の重要局面における自己の役割の弁え方を悟り，かつ他者

への思いやりや動機づけ，リーダーシップ等を修得している。 

備考 

１．原子力安全工学科のカリキュラムポリシーと

ディプロマポリシーは，日本学術会議の機械

工学分野および電気電子工学分野の参照基

準，および，大学基準協会の工学教育の認定

基準案を参考に作成している。  

２．系統別の教育到達目標レベルは，学科内で作

成している。 

３．学科内各専門分野での履修モデルを学修要覧

に掲載し，系統的な教育を促進している。 

４．別途，育成すべき知識・能力と達成目標をま

とめた一覧を作成している。 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．医用工学およびその基盤となる学問分野の社会における役割および関係性につ

いての理解を修得している。 

２．コミュニケーション能力および協調性を維持し，身につけた社会生活の基盤と

なる知識をもとに他者と適切に協力しながら社会生活を営む能力を修得して

いる。 

３．学位認定に必須となる限られた知識のみならず，医用工学全体を理解，応用す

るために必要となる医学，工学に関する幅広い周辺知識を修得している。 

４．自発的な学習と思考ができ，将来の展望を見据えつつ学んだ知識および経験を

生かして社会の要請に対応できる能力を修得している。 

５．医用工学およびその基礎となる知識を身につけた者としての確固たる行動規範

を修得している。 

備考 

学科が目指す教育目標は，医学と工学の両方の知

識を持ち，これを有機的に結びつけて実践に役立

てることのできる技術者の育成である。この目標

は臨床工学技士国家資格に求められる資質と共

通していることから，当学科のカリキュラムを定

める際には臨床工学技士法第１４条４号の規定

に基づき厚生労働大臣が指定する科目群を参考

にした。 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．幅広い教養を持ち，多面的視点から社会問題を捉えることができ、人間として

の高い倫理観をもって、技術者が社会に与える影響、技術者の責任について十

分に理解する。 

２．電気電子工学で必要な工学基礎科目に対応する基礎学力，電気電子工学の専門

コア科目と専門科目に対する十分な知識と応用する能力を修得する。

３．電気電子工学分野の現実の問題に対して，理論的裏付けを持った実践によって，

問題発見，解決する能力を有し，深い解析、考察により論理的に結論を導き出

すことができる。 

４．幅広いコミュニケーション能力を有し，他者へ的確に考えを伝え、協働するこ

とができ、電気電子技術の専門家として社会貢献、自己の将来設計を行うこと

ができる。 

備考 

１．電気電子工学科のカリキュラムポリシーとデ

ィプロマポリシーは，日本学術会議の電気電

子工学分野の参照基準を参考に作成してい

る。 

２．電気電子工学科のカリキュラムポリシーとデ

ィプロマポリシーは，大学基準協会の工学教

育の認定基準案を参考に作成している。 

３．系統別の教育到達目標レベルは，学科内で作

成している。 

４．系統的な教育を促進するために，履修モデル

を作成し，学修要覧に掲載している。 

５．別途，育成すべき知識・能力と達成目標をま

とめた一覧を作成している。 

工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

原
子
力
安
全
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

原子力安全工学科では，社会・健康・安全・法律・文化・環境などの総合的な教養を有し，物理・化学・機械・電気に

関わる理学・工学的な基礎知識と高度な伝統的技術を基盤に，原子力の安全に対する正確な知識と高い技術者倫理を備

えた原子力技術者を輩出するため，下記の教育課程を編成する。なお，教育課程や担当科目の特質を踏まえ，教員団に

は放射線を取扱う資格を有し，または産業界の在籍経験から実務について教える能力を有する教員を含む十分な数で構

成している。 

１．技術者としての素養を身につけるうえで必要となる教養科目と，国際的なコミュニケーション能力を高めグローバル

な原子力技術を育成するために必要な外国語科目を配置する。 

２．物理，化学，機械，電気までの幅広い分野の知識を修得するために必要となる「数学系」「自然科学系」「情報系」「工

学教養系」から構成される工学基礎科目を配置する。 

３．原子力の安全のための専門知識を修得するための教育課程を編成する。具体的には，「機械分野」，「電気分野」，「情

報分野」などの学科共通科目，および，「原子炉工学」，「サイクル工学」，「原子力機械工学」，「原子力安全工学」，「放

射線工学」の５つの各専門分野構成を体系的に配置する。 

４．原子力の安全に貢献し得る技術者として必要となる基礎力と実践力，実社会での課題を探求する問題発見・解決能力，

ならびに，実社会の複合的な問題を解決する能力を修得するための教育課程を編成する。具体的には，「電気機械・

放射線実験」・「原子力実験実習」・「事例研究」・「卒業研究」などを配置する。また，学外の施設を利用したより実践

的な実習を目的として，「原子炉運転実習」・「原子力技能訓練」・「特別講義」を配置する。 

医
用
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

医用工学科では科目の履修を通じ，工学および医学に関する基礎知識および技術はもとより，それらの有機的な融合によ

り，医学だけでは解決が困難な諸問題を解決する方法を総合的に学ぶ。さらに技術者として活躍するために必要な知識お

よび能力も修得する。このような教育目標を実現する目的で下記のような科目群でカリキュラムを編成する。 

１．社会人として，また国際人として必要な知識，技能および心身の獲得を目的とした科目群（教養科目，技術者倫理，

外国語科目，体育科目，など）を配置する。 

２．技術者として自己が果たすべき役割，将来に向けての展望，および計画の立案と実行に関する自発的かつ論理的思索

能力を養う科目群（技術者倫理，インターンシップ(1),(2)，福祉ロボット工学及び実習，医用工学基礎セミナー，

医用工学応用セミナー，事例研究，など）を配置する。 

３．工学全般に必要な数学，自然科学等の基礎的知識を身につける科目群（微分積分学(1)，(2)，線形代数学(1)，(2)，

物理学(1)，化学(1)，生物学(1)，情報リテラシー(1)，(2)，工学リテラシー，プログラミング基礎，など）を配置

する。 

４．専門分野の基礎として身につけておくべき，電気・電子工学，機械工学，医学の基礎に関する科目群（解剖・外科学，

生理学(1)，電磁気学及び演習，基礎電気回路，基礎電子回路，機械工作概論，基礎設計製図，機械工作実習，など）

を配置する。 

５．工学分野，医学分野の応用分野および融合分野に関する科目群（生理学(2)，医用機器，医用安全工学，アクチュエ

ータ機械工学，バイオメカニクス，計測工学(1)，(2)，生体電子計測，音響工学，など）を配置する。 

６．知識の応用力，実践力を高め，問題発見・解決能力を涵養する科目群（福祉ロボット工学及び実習，生理学及び実習，

臨床機器学及び実習，総合実習，卒業研究，など）を配置する。 

電
気
電
子
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．社会・健康・安全・法律・文化・環境などの教養や技術者倫理を修得し，現実の問題に対して，実践力と理論的な裏

付けに基づく適切な行動をとることができ，自らのキャリアを確立するための教育課程を編成する。具体的には，幅

広い教養と国際的コミュニケーション能力を修得し，これを支える心身を鍛練するために，教養科目，外国語科目，

体育科目を配置する。 

２．電気電子工学を学ぶための基礎知識，電気電子工学の専門コア科目，並びに，電気電子工学を学ぶための専門科目の

各知識・能力を修得するための教育課程を編成する。具体的には，工学基礎科目として，数学，物理学を中心とした

科目を，専門コア科目として，電気回路，電磁気学，計測・制御，電気電子材料に関する科目を，専門科目として，

「エレクトロニクス」，「電気機器」，「電力エネルギー」に関係する科目を体系的に配置する。 

３．電気電子技術者として仕事を遂行する基礎力と実践力，実社会での課題を探求する問題発見・解決能力，並びに，実

社会の複合的な問題を解決する能力を修得するための教育課程を編成する。具体的には，「電気電子基礎実験」，「電

気電子工学実験」，「電気電子応用実験」，「事例研究」，「卒業研究」を配置する。 

４．プレゼンテーション力、コミュニケーション能力を高め，電気電子技術の専門家としての自己の将来設計を高めるた

めの教育課程を編成する。具体的には，「外国語」，「事例研究」，「卒業研究」，「フレッシャーズセミナー」，「技術日

本語表現技法」，「先端工学」，「卒業研究」，「インターンシップ」などを配置する。 
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工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

エ
ネ
ル
ギ
ー
化
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

化学の観点で産業社会の持続的な発展に貢献できる技術者の養成を目指した系統的な教育課程を次のように編成する。 

１．持続的な発展に向けた歩みを続けてゆく社会のなかで、幅広い観点で柔軟に物事を考え判断する素養と能力を培うた

めに、教養科目、工学基礎科目およびフレッシャーズセミナーを配置する。 

２．化学技術者としての社会的使命と責任を理解するために、技術者倫理と工学教養系科目などを配置する。 

３．技術者に必要な数学、自然科学、情報科学の素養を身に付けるために、工学基礎科目を配置する。 

４．応用化学の礎となる根幹知識を修得するため、工学リテラシーおよび学科共通の専門科目を配置する。 

５．化学の観点で様々な技術課題を見出し、その達成に必要な専門知識を修得するために、「有機・生物化学」、「物理化

学・化学工学」、「無機・分析化学」の専門科目群を配置する。 

６．身に付けた専門知識を課題解決に実践できる能力と課題解決に向けて主体的に行動できる能力を培うため、実験実習

系科目、演習系科目、卒業研究関連科目などを配置する。 

７．いかなる状況でも論理的な思考で自らの主張を文章や口頭で正確に表現しながら、適切な議論を進めてゆく能力を身

に付けるために、技術日本語表現技法、外国語科目、卒業研究関連科目などを配置する。 

８．自主的な学びを続けて行ける心身堅牢な自己を確立するために、教養科目、体育科目、卒業研究関連科目などを配置

する。 

９．様々な制約のなかで計画的かつ合理的に課題へ取り組んで行くための柔軟な判断力、集団のなかで協働を進めて行け

る骨太なリーダーシップを身に付けるため、実験実習系科目、卒業研究関連科目を配置する。 

建
築
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．社会・健康・安全・法律・文化・環境などの教養や技術者倫理を修得し，現実の問題に対して，実践力と理論的な裏

付けに基づく適切な行動をとることができ，自らのキャリアを確立するための教育課程を編成する。具体的には，幅

広い教養と国際的コミュニケーション能力を修得し，これを支える心身を鍛練するために，「教養科目」・「外国語科

目」・「体育科目」を配置する。 

２．工学全般に共通する知識・能力（実行，思考，協働など），ならびに，深い専門的知識・能力を修得するための教育

課程を編成する。具体的には，「工学基礎科目」と「専門科目」を体系的に配置する。 

３．建築家・建築技術者として仕事を遂行する基礎力と実践力，実社会での課題を探究する問題発見・解決能力，ならび

に，実社会の複合的な問題を解決する能力を修得するため教育課程を編成し，専門科目を配置する。。 

４．コミュニケーション能力を高め，建築の専門家としての自己の将来設計を高めるための教育課程を編成する。具体的

には，「外国語」・「事例研究」・「卒業研究」・「設計」などを配置する。 

都
市
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

都市工学科では，人間―自然環境―社会システムの健全かつ持続的な共生関係を理解し，安全で快適な都市環境の実現に

向けて貢献できるエンジニアを養成するために，次のように教育課程を編成する。 

１．地球的視点に立ち，多面的に物事を考える能力とその素養を身につけるため，教養科目や工学教養系・自然科学系科

目を配置する。 

２．都市工学技術者としての社会的使命を，技術者が社会に負っている責任を理解するために技術者倫理と教養科目を配

置する。 

３．都市工学の深い理解のために，情報系科目を含む工学基礎科目を配置する。 

４．都市の構築・維持管理，都市環境の改善・創造，および災害に強い都市づくりに貢献できる能力を身につけるため，

専門科目を配置する。 

５．社会の要請に応じた事業を計画・実行するために，相互理解し，説明責任を果たすための能力を身につけるため，外

国語科目や工学教養科目，情報系科目を配置する。 

６．課題に主体的に取り組み，解決する能力を身につけるため，実験演習科目やインターンシップを含む体験学習系科目

を配置する。 

７．課題を自主的に探究し，専門知識や技術を総合して，解決する能力を身につけるため，事例研究や卒業研究，設計製

図科目を配置する。 

８．実務上の問題を理解し対応する基礎能力を身につけるため，キャリア開発や設計製図科目，マネジメント系科目を配

置する。 

９．制約ある中で計画的に対処でき，吸収力・応用力のある心身堅固な技術者となるための素養を身につけるために，卒

業研究や事例研究，実験演習系科目，体育科目を配置する。 
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工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．持続的な発展に向けて化学の担う重要な役割を理解し、自らを自己の思考、判

断、行動の支えにできる素養を身に付けている。 

２．技術者に必要な工学的な基礎知識と化学の専門知識を裏付けとして、社会の発

展に必要な課題の発見・解決を実践できる能力を身に付けている。 

３．いかなる状況でも論理的な思考に基づいた議論を展開できるプレゼンテーショ

ン・コミュニケーション能力を身に付けている。

備考 

１．エネルギー化学科のカリキュラムポリシーと

ディプロマポリシーは，「日本技術者教育認

定基準 エンジニアリング系学士課程」を参

考にしている。 

２．エネルギー化学科のカリキュラムポリシーと

ディプロマポリシーは，「工学教育に関する

基準（大学基準協会）」を参考にしている。 

３．学習・教育目標は、「日本技術者教育認定基

準 エンジニアリング系学士課程の化学お

よび関連工学分野」を参考にしている。 

４．系統的な教育を促進するために履修モデルを

作成し、学修要覧等を通じて学生へ周知して

いる。 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．建築学の基礎と専門の各分野に対応する十分な知識と能力を修得し，建築の文

化芸術的側面と工学的側面を多角的，総合的に理解できる。 

２．数学，自然科学など工学全般で必要な基礎学力を持ち，様々な問題に応用でき

る。 

３．現実に即した発想のもとに，理論的裏付けを持った実践によって，問題発見・

解決能力やコミュニケーション能力を持つ。 

４．建築の文化，技術の発展に寄与し，社会の発展に貢献する能力を有している。 

５．第三者に伝達したい内容を論理的に記述し，口頭で発表し，討論することので

きるコミュニケーション能力および基礎的な国際的コミュニケーション能力

を持つ。 

備考 

１．建築学科のカリキュラムは，一級建築士受験

資格のための科目を必修科目とするなど，学

部修了者全員が，修了後所定の実務経験を経

た上で，一級建築士の受験資格が得られるよ

う編成されている。 

２．建築学科の学習および教育目標とカリキュラ

ムは，カリキュラムポリシーとディプロマポ

リシーはＪＡＢＥＥの認定基準を参考に作

成している。

３．系統的な教育を促進するために，履修モデル

を作成し，学修要覧に掲載することによって

学生へ周知している。 

ディプロマポリシー 学位授与の方針 

所定の年限在学し，以下の能力を身につけるとともに所定の単位数を修得した者

に，学士（工学）の学位を与える。 

１．地球的視点に立ち，社会の動向を理解し，技術者としての使命と責任を理解で

きる教養力を修得している。 

２．情報処理力を含む工学の基礎力と，シビルエンジニアリングに関する実務の知

識と理解，デザイン能力を含む総合的な課題解決能力を修得している。 

３．社会の要請に応じた事業を計画・実行するために，相互理解し，説明責任を果

たすためのプレゼンテーションとコミュニケーションの能力を修得している。 

備考 

１．都市工学科のカリキュラムポリシーとディプ

ロマポリシーはＪＡＢＥＥエンジニアリン

グ系学士課程の土木および関連の工学分野

の認定基準を参考に作成している。

２．都市工学科では，ＪＡＢＥＥ学習・教育到達

目標を定めており，具体的な到達目標および

評価基準も明らかにしている。 

３．これらのポリシー（学習目標など）は入学時

のガイダンス，各学期開始時の履修相談で学

生に周知されている。 

工学部：カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

エ
ネ
ル
ギ
ー
化
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

化学の観点で産業社会の持続的な発展に貢献できる技術者の養成を目指した系統的な教育課程を次のように編成する。 

１．持続的な発展に向けた歩みを続けてゆく社会のなかで、幅広い観点で柔軟に物事を考え判断する素養と能力を培うた

めに、教養科目、工学基礎科目およびフレッシャーズセミナーを配置する。 

２．化学技術者としての社会的使命と責任を理解するために、技術者倫理と工学教養系科目などを配置する。 

３．技術者に必要な数学、自然科学、情報科学の素養を身に付けるために、工学基礎科目を配置する。 

４．応用化学の礎となる根幹知識を修得するため、工学リテラシーおよび学科共通の専門科目を配置する。 

５．化学の観点で様々な技術課題を見出し、その達成に必要な専門知識を修得するために、「有機・生物化学」、「物理化

学・化学工学」、「無機・分析化学」の専門科目群を配置する。 

６．身に付けた専門知識を課題解決に実践できる能力と課題解決に向けて主体的に行動できる能力を培うため、実験実習

系科目、演習系科目、卒業研究関連科目などを配置する。 

７．いかなる状況でも論理的な思考で自らの主張を文章や口頭で正確に表現しながら、適切な議論を進めてゆく能力を身

に付けるために、技術日本語表現技法、外国語科目、卒業研究関連科目などを配置する。 

８．自主的な学びを続けて行ける心身堅牢な自己を確立するために、教養科目、体育科目、卒業研究関連科目などを配置

する。 

９．様々な制約のなかで計画的かつ合理的に課題へ取り組んで行くための柔軟な判断力、集団のなかで協働を進めて行け

る骨太なリーダーシップを身に付けるため、実験実習系科目、卒業研究関連科目を配置する。 

建
築
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

１．社会・健康・安全・法律・文化・環境などの教養や技術者倫理を修得し，現実の問題に対して，実践力と理論的な裏

付けに基づく適切な行動をとることができ，自らのキャリアを確立するための教育課程を編成する。具体的には，幅

広い教養と国際的コミュニケーション能力を修得し，これを支える心身を鍛練するために，「教養科目」・「外国語科

目」・「体育科目」を配置する。 

２．工学全般に共通する知識・能力（実行，思考，協働など），ならびに，深い専門的知識・能力を修得するための教育

課程を編成する。具体的には，「工学基礎科目」と「専門科目」を体系的に配置する。 

３．建築家・建築技術者として仕事を遂行する基礎力と実践力，実社会での課題を探究する問題発見・解決能力，ならび

に，実社会の複合的な問題を解決する能力を修得するため教育課程を編成し，専門科目を配置する。。 

４．コミュニケーション能力を高め，建築の専門家としての自己の将来設計を高めるための教育課程を編成する。具体的

には，「外国語」・「事例研究」・「卒業研究」・「設計」などを配置する。 

都
市
工
学
科

カリキュラムポリシー 教育課程の編成方針 

都市工学科では，人間―自然環境―社会システムの健全かつ持続的な共生関係を理解し，安全で快適な都市環境の実現に

向けて貢献できるエンジニアを養成するために，次のように教育課程を編成する。 

１．地球的視点に立ち，多面的に物事を考える能力とその素養を身につけるため，教養科目や工学教養系・自然科学系科

目を配置する。 

２．都市工学技術者としての社会的使命を，技術者が社会に負っている責任を理解するために技術者倫理と教養科目を配

置する。 

３．都市工学の深い理解のために，情報系科目を含む工学基礎科目を配置する。 

４．都市の構築・維持管理，都市環境の改善・創造，および災害に強い都市づくりに貢献できる能力を身につけるため，

専門科目を配置する。 

５．社会の要請に応じた事業を計画・実行するために，相互理解し，説明責任を果たすための能力を身につけるため，外

国語科目や工学教養科目，情報系科目を配置する。 

６．課題に主体的に取り組み，解決する能力を身につけるため，実験演習科目やインターンシップを含む体験学習系科目

を配置する。 

７．課題を自主的に探究し，専門知識や技術を総合して，解決する能力を身につけるため，事例研究や卒業研究，設計製

図科目を配置する。 

８．実務上の問題を理解し対応する基礎能力を身につけるため，キャリア開発や設計製図科目，マネジメント系科目を配

置する。 

９．制約ある中で計画的に対処でき，吸収力・応用力のある心身堅固な技術者となるための素養を身につけるために，卒

業研究や事例研究，実験演習系科目，体育科目を配置する。 
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工学部：履修要綱 

 

履修要綱は本学学則第５章および第８章に基づいて定められたものである。従って，学生は授業を受けるにあたっては，

特にこれを熟読しなければならないものである。 

 

１．単位 

 

１．単位制度 

本学の教育課程は単位制度に基づいて編成されており，学修の基本でもあるので，単位制度の本質を十分に理解する

必要がある。単位は履修した科目の学力が一定レベルに達したときに与えられるもので，そのレベルに達するためには

教室内で授業を受けるだけでは不十分であり，予習，復習，宿題などの自学自習を必要とする。 

大学の授業は講義，演習，実験，実習および実技等の方法で行われ，各授業科目の単位数は，１単位の履修時間を教

室内および教室外を合せて４５時間として，学則第１８条の基準に従って計算されるが，本学では講義および演習につ

いては，２時間の授業に対して４時間の自学自習を行わせることを基準にしている。 

なお，本学工学部を卒業するためには４年以上在学して総計１２４単位以上を修得しなければならない。 

 

２．単位数 

授業の方法によって授業時間に対する自学自習の必要時間が異なる。週１時限（２時間）の授業に対して与えられる

単位数は次のとおりである。（学則第１８条参照） 

(1) 講義・演習 

２時間の授業，４時間の自学自習，週１回半期１５週では， 

（２＋４）×１５＝９０時間 ９０÷４５＝２単位 

通年３０週の場合は４単位 

(2) 実験・実習・製図・実技 

２時間の授業，１時間の自学自習，週１回半期１５週では， 

（２＋１）×１５＝４５時間 ４５÷４５＝１単位 

ただし，授業時間外の自習によって準備または整理を行う必要のある科目については，その程度に応じて単位数を増

加してある。 

また，学則第１８条の２に基づき，各授業科目の授業は，１０週または１５週にわたる期間とするものの，教育上必

要があり，かつ，十分な教育効果がある場合，この期間を変更する場合がある。科目によってはクォーター開講（前学

期・後学期をさらに分割した期間で開講）する場合あるが，詳細は授業時間表で確認すること。 

 

３．単位の授与 

各授業科目を履修した者に対して，試験（中間試験その他の評価を含む）によりその成果を判定した上で単位を与え

る。この場合の履修とは単位制度に基づくものであって，所定の単位を修得するためには必要な時間数の授業を受けて

いなければならないことは勿論，定められた時間数の自学自習が行われていなければならない。 

なお，履修したが合格点に達しないため単位を与えられなかった科目のうち，単位を修得しておかなければならない

科目は，次年度以降に低学年の授業時間表に従って再履修しなければならない。 

 

４．標準履修法 

学生は４年次においてはその１／２～２／３の時間を卒業研究に費やすので，３年次終了までに，各学科の卒業研究

着手条件を，余裕を持って満たしておくことが望ましい。そのための目安として，各学期に２０単位程度修得できるよ

う履修計画を立てる必要がある。 

 

２．授業科目 

 

１．科目の区分 

授業科目はその内容により，「教養科目」「体育科目」「外国語科目」「工学基礎科目」「専門科目」の各区分に分ける。

それぞれに属する各授業科目については“教育課程表”に記載されているので同表を参照すること。 

また，「教職課程」に区分される科目については，別途“教育課程表”が編成されているので参照すること。  
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工学部：履修要綱 

 

２．科目の種類 

授業科目は必修科目,選択必修科目,選択科目に分けられる。その定義は次のとおりである。 

(1) 必修科目…………必ず履修しなければならない科目（教育課程表中の○印） 

(2) 選択必修科目……学科で指定された科目の中から選択して履修しなければならない科目（教育課程表中の△印） 

(3) 選択科目…………自由に選択して履修できる科目（教育課程表中の無印） 

(4) その他，学科によっては，学科独自の選択必修科目を設けている場合がある。 

なお，科目の選択は各自の履修上慎重な配慮を要するものなので，選択にあたっては必ず「３.履修心得」の項を参照

すること。 

 

３．履修心得（卒業要件と履修登録上の心得） 

 

１．卒業の要件 

本学を卒業するためには４年以上在学して，次の表に従ってそれぞれの区分の単位を修得する必要がある。 

なお，この表は各自の履修の基準になるので学年始毎に参照すること。 

区 分 

卒業要件 

工学部 

機械工学科 

機械システム工学科 

原子力安全工学科 

医用工学科 

電気電子工学科 

エネルギー化学科 

工学部 

建築学科 

工学部 

都市工学科 

教養科目 １０単位 １０単位 １０単位 

体育科目 ２単位 ２単位 ２単位 

外国語科目 ８単位 ８単位 ８単位 

工学基礎科目 ３０単位 ３０単位 ３０単位 

専門科目 ６０単位 ６７単位 ６９単位 

小 計 １１０単位 １１７単位 １１９単位 

自由選択 ※ １４単位 ７単位 ５単位 

合 計 １２４単位 １２４単位 １２４単位 

※自由選択として，各区分の卒業要件を越える分を合算して１４単位以上（建築学科は７単位以上，

都市工学科は５単位以上）修得しなければならない。（以下，３．自由選択を参照） 

 

２．科目区分［教養科目・外国語科目・体育科目・工学基礎科目・専門科目］ 

(1) 教養科目 「教養科目」区分における必要最小単位数は１０単位である。この中には，「教養ゼミナール」「教養特

別講義」をそれぞれ４単位まで算入できる。なお，それぞれ４単位を超えると，卒業要件に算入できない修得単位

（卒業要件非加算の特別履修）となる。 

(2) 体育科目 「体育科目」区分における必要最小単位数は２単位である。このうち，必修科目２単位は必ず履修しな

ければならない。つまり，必修科目２単位を修得することで，必要最小単位数を充たすことになる。 

(3) 外国語科目 「外国語科目」区分における必要最小単位数は８単位である。ただし，「英語科目」科目群より必修科

目６単位および選択科目２単位の，計８単位を履修しなければならない。つまり，英語科目の決められた単位を修

得することで，必要最小単位数を充たすことになる。必修科目以外の英語，ドイツ語，フランス語，スペイン語，

イタリア語，中国語，アラビア語，韓国語は何年次に履修してもよい。 

(4) 工学基礎科目 「工学基礎科目」における必要最小単位数は３０単位である。必修科目・選択必修科目は学科によ

って異なる。  

 

 

工学部：履修要綱 

 

履修要綱は本学学則第５章および第８章に基づいて定められたものである。従って，学生は授業を受けるにあたっては，

特にこれを熟読しなければならないものである。 

 

１．単位 

 

１．単位制度 

本学の教育課程は単位制度に基づいて編成されており，学修の基本でもあるので，単位制度の本質を十分に理解する

必要がある。単位は履修した科目の学力が一定レベルに達したときに与えられるもので，そのレベルに達するためには

教室内で授業を受けるだけでは不十分であり，予習，復習，宿題などの自学自習を必要とする。 

大学の授業は講義，演習，実験，実習および実技等の方法で行われ，各授業科目の単位数は，１単位の履修時間を教

室内および教室外を合せて４５時間として，学則第１８条の基準に従って計算されるが，本学では講義および演習につ

いては，２時間の授業に対して４時間の自学自習を行わせることを基準にしている。 

なお，本学工学部を卒業するためには４年以上在学して総計１２４単位以上を修得しなければならない。 

 

２．単位数 

授業の方法によって授業時間に対する自学自習の必要時間が異なる。週１時限（２時間）の授業に対して与えられる

単位数は次のとおりである。（学則第１８条参照） 

(1) 講義・演習 

２時間の授業，４時間の自学自習，週１回半期１５週では， 

（２＋４）×１５＝９０時間 ９０÷４５＝２単位 

通年３０週の場合は４単位 

(2) 実験・実習・製図・実技 

２時間の授業，１時間の自学自習，週１回半期１５週では， 

（２＋１）×１５＝４５時間 ４５÷４５＝１単位 

ただし，授業時間外の自習によって準備または整理を行う必要のある科目については，その程度に応じて単位数を増

加してある。 

また，学則第１８条の２に基づき，各授業科目の授業は，１０週または１５週にわたる期間とするものの，教育上必

要があり，かつ，十分な教育効果がある場合，この期間を変更する場合がある。科目によってはクォーター開講（前学

期・後学期をさらに分割した期間で開講）する場合あるが，詳細は授業時間表で確認すること。 

 

３．単位の授与 

各授業科目を履修した者に対して，試験（中間試験その他の評価を含む）によりその成果を判定した上で単位を与え

る。この場合の履修とは単位制度に基づくものであって，所定の単位を修得するためには必要な時間数の授業を受けて

いなければならないことは勿論，定められた時間数の自学自習が行われていなければならない。 

なお，履修したが合格点に達しないため単位を与えられなかった科目のうち，単位を修得しておかなければならない

科目は，次年度以降に低学年の授業時間表に従って再履修しなければならない。 

 

４．標準履修法 

学生は４年次においてはその１／２～２／３の時間を卒業研究に費やすので，３年次終了までに，各学科の卒業研究

着手条件を，余裕を持って満たしておくことが望ましい。そのための目安として，各学期に２０単位程度修得できるよ

う履修計画を立てる必要がある。 

 

２．授業科目 

 

１．科目の区分 

授業科目はその内容により，「教養科目」「体育科目」「外国語科目」「工学基礎科目」「専門科目」の各区分に分ける。

それぞれに属する各授業科目については“教育課程表”に記載されているので同表を参照すること。 

また，「教職課程」に区分される科目については，別途“教育課程表”が編成されているので参照すること。  
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工学部：履修要綱 

 

(5) 専門科目 「専門科目」区分における必要最小単位数は６０単位（建築学科は６７単位，都市工学科は６９単位）

である。必修科目・選択必修科目は学科によって異なる。 

 

３．自由選択 

前記５区分の必要最小単位数の小計は１１０単位（建築学科は１１７単位，都市工学科は１１９単位）となるが，卒

業要件（１２４単位）を満たすには，各区分の必要最小単位数を超えた分を合算して１４単位以上（建築学科は７単位

以上，都市工学科は５単位以上）修得しなければならず，この１４単位分（建築学科は７単位分，都市工学科は５単位

分）を「自由選択」とする。 

また，“卒業要件加算となる特別履修（他学科科目や他学部科目，他大学との単位互換科目など）”の履修も，「自由選

択」として取り扱われる。 

 

４．履修方針の作成 

(1) 学期の始めに当たっては，「教授要目（シラバス）」を熟読するとともに入学した年度の教育課程表を充分理解した

上で，各自１年間の履修方針を定めること。 

(2) その学期の授業時間表に基づいて，必修科目，選択必修科目，選択科目の順に，履修方針に基づいて選択し，履修

登録をしなければならない。 

(3) 自学自習に多くの時間を要する単位制度のもとでは，授業時間表に組まれている選択科目の全てを履修することは

難しいので，科目選択に当たっては，クラス担任・アカデミックアドバイザ等の助言を受けて，適正に選択するこ

とが必要である。 

(4) 所属学年に組まれている授業科目はその学年で修得するよう努力すべきである。次の年度で再履修しようとしても

授業時間が重複して履修できない場合があるからである。 

 

５．履修登録の流れ 

履修登録とは，その学期に履修する科目を登録することである。登録は必ず指示された日までにＷＥＢ上の登録シス

テムで行わなければならない。この手続を経ない科目は，たとえ受講して試験に合格しても単位は与えられない。以下

は，履修登録に関する各学期の流れである。 

(1) 履修科目の選択期間 

学期開始から履修登録までに約１週間の期間がある。 

(2) 履修科目の登録 

当該学期に受講する科目はＷＥＢ上にて履修登録を行う。なお，登録期間後の履修科目の追加はできない。また，

本人の不備による履修登録の誤りは，すべて自己の責任となるので，特に注意が必要である。 

(3) 履修登録の確認 

履修登録の約１週間後，履修科目が正しく登録できているかを確認する機会を設けている。万一，登録に間違い等

があった場合は，ただちに教育支援センターに相談すること。 

(4) クォーター開講科目の履修登録 

科目によってはクォーター開講（前学期・後学期をさらに分割した期間で開講）する場合があるが，履修登録の手

続きについては「前学期」「後学期」として学期ごとに行う必要があるので注意すること。 

 

６．習熟度別クラス編成・履修免除 

授業科目によっては，習熟度に応じたクラス編成をする場合や，履修を免除する場合がある。それぞれ詳細は，当該

科目教育課程表の頁や，別途配布される「授業時間表」の注意事項を参照すること。 

(1) 数学・物理学科目 

入学後オリエンテーション期間内で実施する基礎学力調査の結果により，基礎科目の履修や，リメディアルクラス

での履修を指定する場合がある。 

(2) 英語科目 

入学後オリエンテーション期間内で実施する基礎学力調査の結果により，習熟度別に編成したクラスを指定する場

合や，履修を免除する場合がある。 
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７．履修登録単位数の制限 

(1) 登録単位数の制限 

１学期あたりの履修登録可能な単位数は，２４単位を上限とする。 

通年の科目は，単位数に１／２を乗じた値を１学期分の単位数とする。 

(2) 履修登録単位数の上限対象外とする科目 

この制限には，再履修科目，他学部・他学科科目，他大学単位互換科目を含める。 

一方で，以下の科目は制限に含めない。 

科目種類 科   目   例 

集中講義で行う科目 □「応用体育(1)，(2)」で，スキーなど集中授業で行う科目 

□ 夏期・春期など，集中講義として行う科目（授業時間表に特定曜日時限が割り当てられ

ていない科目） 

ボランティア関係科目 □「ボランティア(1)，(2)」 

インターンシップ関係科目 □「インターンシップ(1)，(2)」 

海外体験関係科目 □「海外体験実習（1），（2）」 

□ 本学が実施する海外体験プログラムで，卒業要件に認定する措置を行った場合の科目 

卒業要件非加算で履修する科目 □ 他学部・他学科科目の履修のうち，各学科において「卒業要件に含めない」としている

科目など，「卒業要件非加算の特別履修」として履修する科目 

□ 教職課程が開講する科目で，卒業要件非加算の科目 

 注意：卒業要件非加算の特別履修であるが，履修登録単位数の上限に含める科目      

「教養ゼミナール(1)，(2)」「教養特別講義(1)，(2)」について，それぞれ４単位を超え

て履修した場合の科目，および「特別講義(1)，(2)，(3)」について６単位を超えて履修

した場合の科目は，「卒業要件非加算の特別履修」となるが，履修登録単位数の上限には

含めるので注意すること。 

教職課程開講科目 □ 教職課程が開講する科目で，卒業要件には加算されるが，教員免許状取得のために，履

修登録単位数の上限対象外として認める科目（主に教職課程が開講する科目であるが，

詳細は確認すること） 

 

８．履修登録上の注意 

(1)“再履修”として取り扱う履修 

・過去に不合格になった科目を再度履修する場合（「再受講」と呼ぶ）。 

・過去に履修したことがない科目でも，自己の学年よりも低学年に配当されている科目を履修する場合。 

・過去に履修したことがない科目でも，留年歴がある学生が科目を履修する場合。 

(2) 合格科目の再履修はできない 

既に合格（単位修得）した科目を再度履修することはできない。すなわち，一度履修して合格した科目の成績評価

は変更できない。 

(3) 高学年配当科目の履修はできない 

自己の学年よりも高学年に配当されている科目は履修できない。 

(4) 履修条件のある科目に注意 

科目履修条件が設定されている科目は，その条件に定められた科目をすべて合格していない場合は履修できない。 

(5) 履修者指定のある科目に注意 

科目によっては，所属学科・クラス・班などによる履修者指定をしている場合がある。また，授業開始前の希望者

事前審査や，授業開始時の出席により，受講者指定や人数制限をする科目もある。 

(6) ２年次以降の履修登録の際には，さらに，次のことに注意すること 

・履修する科目は，再履修を含めすべて登録すること。 

・低学年の必修科目と所属学年に配当されている必修科目の授業時間が重複している場合は，低学年の科目を優先

して履修すること。  
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(5) 専門科目 「専門科目」区分における必要最小単位数は６０単位（建築学科は６７単位，都市工学科は６９単位）

である。必修科目・選択必修科目は学科によって異なる。 

 

３．自由選択 

前記５区分の必要最小単位数の小計は１１０単位（建築学科は１１７単位，都市工学科は１１９単位）となるが，卒

業要件（１２４単位）を満たすには，各区分の必要最小単位数を超えた分を合算して１４単位以上（建築学科は７単位

以上，都市工学科は５単位以上）修得しなければならず，この１４単位分（建築学科は７単位分，都市工学科は５単位

分）を「自由選択」とする。 

また，“卒業要件加算となる特別履修（他学科科目や他学部科目，他大学との単位互換科目など）”の履修も，「自由選

択」として取り扱われる。 

 

４．履修方針の作成 

(1) 学期の始めに当たっては，「教授要目（シラバス）」を熟読するとともに入学した年度の教育課程表を充分理解した

上で，各自１年間の履修方針を定めること。 

(2) その学期の授業時間表に基づいて，必修科目，選択必修科目，選択科目の順に，履修方針に基づいて選択し，履修

登録をしなければならない。 

(3) 自学自習に多くの時間を要する単位制度のもとでは，授業時間表に組まれている選択科目の全てを履修することは

難しいので，科目選択に当たっては，クラス担任・アカデミックアドバイザ等の助言を受けて，適正に選択するこ

とが必要である。 

(4) 所属学年に組まれている授業科目はその学年で修得するよう努力すべきである。次の年度で再履修しようとしても

授業時間が重複して履修できない場合があるからである。 

 

５．履修登録の流れ 

履修登録とは，その学期に履修する科目を登録することである。登録は必ず指示された日までにＷＥＢ上の登録シス

テムで行わなければならない。この手続を経ない科目は，たとえ受講して試験に合格しても単位は与えられない。以下

は，履修登録に関する各学期の流れである。 

(1) 履修科目の選択期間 

学期開始から履修登録までに約１週間の期間がある。 

(2) 履修科目の登録 

当該学期に受講する科目はＷＥＢ上にて履修登録を行う。なお，登録期間後の履修科目の追加はできない。また，

本人の不備による履修登録の誤りは，すべて自己の責任となるので，特に注意が必要である。 

(3) 履修登録の確認 

履修登録の約１週間後，履修科目が正しく登録できているかを確認する機会を設けている。万一，登録に間違い等

があった場合は，ただちに教育支援センターに相談すること。 

(4) クォーター開講科目の履修登録 

科目によってはクォーター開講（前学期・後学期をさらに分割した期間で開講）する場合があるが，履修登録の手

続きについては「前学期」「後学期」として学期ごとに行う必要があるので注意すること。 

 

６．習熟度別クラス編成・履修免除 

授業科目によっては，習熟度に応じたクラス編成をする場合や，履修を免除する場合がある。それぞれ詳細は，当該

科目教育課程表の頁や，別途配布される「授業時間表」の注意事項を参照すること。 

(1) 数学・物理学科目 

入学後オリエンテーション期間内で実施する基礎学力調査の結果により，基礎科目の履修や，リメディアルクラス

での履修を指定する場合がある。 

(2) 英語科目 

入学後オリエンテーション期間内で実施する基礎学力調査の結果により，習熟度別に編成したクラスを指定する場

合や，履修を免除する場合がある。 

  

─ 54 ─

　
　
工
学
部
　
　
　
　
履
修
要
綱
　
等



 

 

 

工学部：履修要綱 

 

(7) 他学科・他学部・他大学の科目の履修について 

他学部や他学科，他大学などの科目を履修する場合についてはＷＥＢ上での登録ではなく別途申請が必要となる。

詳細は「14．他学科・他学部・他大学の科目の履修」を参照のこと。 

 

４．授業時間 

 

各時限の授業時間は次のとおりである。 

時  限 １ ２ ３ ４ ５ 

時  間 9:00～10:40 10:50～12:30 13:20～15:00 15:10～16:50 17:00～18:40 

 

５．休講措置 

 

学校行事や担当教員の都合などにより授業を休講とする場合がある。その場合は事前に大学ホームページやポータル

サイト等にて連絡する。なお，休講の掲示やその他特段に指示がなく，授業開始時間から３０分以上経過しても授業が

行われない場合は休講の扱いとする。 

 

６．ストライキ等により交通機関が運行停止した場合および台風による気象警報発表時の授業措置 

 

１．交通機関がストライキ等により運行停止した場合 

(1) 東急電鉄（大井町線）がストライキ等により運行を停止した場合 

次の段階によって授業措置が異なる。 

１ 
午前６時までにスト等による 

運行停止が解除された場合 
→ 平常どおりの授業を行う 

２ 
午前９時までにスト等による 

運行停止が解除された場合 
→ 午前は休講とし，午後は平常どおりの授業を行う 

３ 
午前９時までにスト等による 

運行停止が解除されない場合 
→ 全日休講とする 

(2) 東急電鉄（大井町線）がストライキ等により運行を停止しない場合 

ＪＲ東日本の電車その他が，ストライキ等により運行を停止しても，授業は平常どおり行う。 

 

２．台風による暴風警報が発表された場合 

東京地方（２３区西部，２３区東部）および神奈川県東部に暴風警報が発表されている場合，次の段階によって授

業措置が異なる。 

１ 
午前６時までに 

暴風警報が解除された場合 
→ 平常どおりの授業を行う 

２ 
午前６時から午前９時までの間に 

暴風警報が解除された場合 
→ 午前は休講とし，午後は平常どおりの授業を行う 

３ 
午前９時以降に 

暴風警報が解除された場合 
→ 全日休講とする 

なお，暴風警報が発表されていない場合でも，気象状況は時間の経過とともに変化することが想定される。状況に

応じて休講の措置をとることもある。大学発表の情報を必ず確認すること。 

また，授業開始以後に暴風警報が発表された場合は，学内放送等で授業措置の情報を発信する。 

 

３．その他，緊急事態の状況によっては，前述にかかわらず別途の措置を講ずる場合がある。 

 

４．上記の措置を行う場合，直ちに大学ホームページおよびポータルサイトへ掲載するので，各自で確認すること。 
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７．科目試験 

 

１．試験の内容 

定期試験は，全学一斉に期間を指定して行う試験で，前期末の「前期末試験」と，学年末の「学年末試験」がある。

また，クォーター開講科目の場合は，クォーター終了時点に「前期前半末試験」「後期前半末試験」という定期試験を設

定する。なお，担当教員により，これらの指定期間とは別に，授業期間中にこれらの試験に準ずる試験を行う場合があ

る他，中間試験その他を行うことがある。また，レポート，論文等をもって試験に替える場合がある。 

受験に際しては次の事項に留意すること。 

(1) 試験科目，試験の日時および場所は予め掲示する（その際に受験についての注意事項を併せて掲示する）。 

(2) 次の何れかに該当する者は試験を受けることはできない。たとえ受験しても無効とする。 

ａ．科目の履修登録をしていない者 

ｂ．学生証を所持しない者 

ｃ．試験開始後２０分以上遅刻した者 

(3) 受験の際は学生証を必ず机上に置かなければならない。 

(4) 答案用紙の学籍番号，氏名の欄は，必ず消せないボールペンで記入しなければならない。 

(5) 試験開始後３０分以内の退場は許可しない。 

(6) 病気・負傷，大学に向かう途中の事故又はやむを得ない正当な事由により受験できなかった場合は，欠席届に診断

書又は証明するものを添えて教育支援センターに提出しなければならない。 

 

２．定期試験の試験時間 

定期試験の試験時間は次のとおりである。なお，各時限６０分を原則としており，平常の授業時間と異なるので注意

すること。 

時限 １ ２ ３ ４ ５ ６ 7 

時間 9:00～10:00 10:20～11:20 11:40～12:40 13:40～14:40 15:00～16:00 16:20～17:20 17:40～18:40 

 

３．試験の際に不正を行った者の取り扱い 

本学部学生が，試験（単位互換により，本学部以外での受験を含む）において不正行為を行った場合，「学則」および

「学生の懲戒に関する規程」に従って処分の手続きを行い，「当該学期に実施する全ての科目試験の評価を不可（０点）

にする」とともに，「１０日以上の停学または退学」とする。 

(1) 試験には，大学が当該年度の学年暦で定めた定期試験期間中に行う試験の他，担当教員が授業期間中に各学期末試

験または学年末試験として行う試験や，クォーター開講科目で学期途中に実施する試験も対象とし，これらのすべ

てを「当該学期に実施する全ての科目試験」として取り扱う。 

(2)「停学」の期間は在学年数に算入する。 

(3)「停学」の執行開始は，処分を決定した日の翌日からとする。 

(4) 処分の内容は決定後公示する。 

注１：下記のような場合は不正行為と断定する。 

(a) 代人に受験させた場合 

(b) 他人のために答案，メモ等を書いたり，他人に答案，メモ等を書いてもらったりしている場合 

(c) 問題配布後で試験開始の合図がある前,および試験終了後に鉛筆などの筆記用具を手に持っている場合 

(d) 持ち込みを許可されていない教科書，参考書，ノート，メモ等を見たと認められる場合 

(e) 他人の答案を見たと認められる場合 

(f) 他人に自己の答案を見せたと認められる場合 

(g) 言語，動作をもって互いに連絡している場合 

(h) 教科書，参考書，ノート等を参照してよい場合に，これらを互いに貸借している場合 

(i) その他，試験監督者および出題者が不正と判断する行為(例えばメモ，ノートを机上に置いている場合や所持している場合

等)を行った場合 

(j) 携帯電話やスマートフォンなどの携帯端末を机の上に置いたり,身に着けていたりした場合 

注２：不正行為は試験場で指摘された場合に限らず，採点の際に発見された場合も同様の扱いを受ける。 

注３：処分を受けると当該試験学期に実施される科目試験の全ての科目が不合格となるので，ほぼ確実に１年以上の卒業

延期となる。  
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(7) 他学科・他学部・他大学の科目の履修について 

他学部や他学科，他大学などの科目を履修する場合についてはＷＥＢ上での登録ではなく別途申請が必要となる。

詳細は「14．他学科・他学部・他大学の科目の履修」を参照のこと。 

 

４．授業時間 

 

各時限の授業時間は次のとおりである。 

時  限 １ ２ ３ ４ ５ 

時  間 9:00～10:40 10:50～12:30 13:20～15:00 15:10～16:50 17:00～18:40 

 

５．休講措置 

 

学校行事や担当教員の都合などにより授業を休講とする場合がある。その場合は事前に大学ホームページやポータル

サイト等にて連絡する。なお，休講の掲示やその他特段に指示がなく，授業開始時間から３０分以上経過しても授業が

行われない場合は休講の扱いとする。 

 

６．ストライキ等により交通機関が運行停止した場合および台風による気象警報発表時の授業措置 

 

１．交通機関がストライキ等により運行停止した場合 

(1) 東急電鉄（大井町線）がストライキ等により運行を停止した場合 

次の段階によって授業措置が異なる。 

１ 
午前６時までにスト等による 

運行停止が解除された場合 
→ 平常どおりの授業を行う 

２ 
午前９時までにスト等による 

運行停止が解除された場合 
→ 午前は休講とし，午後は平常どおりの授業を行う 

３ 
午前９時までにスト等による 

運行停止が解除されない場合 
→ 全日休講とする 

(2) 東急電鉄（大井町線）がストライキ等により運行を停止しない場合 

ＪＲ東日本の電車その他が，ストライキ等により運行を停止しても，授業は平常どおり行う。 

 

２．台風による暴風警報が発表された場合 

東京地方（２３区西部，２３区東部）および神奈川県東部に暴風警報が発表されている場合，次の段階によって授

業措置が異なる。 

１ 
午前６時までに 

暴風警報が解除された場合 
→ 平常どおりの授業を行う 

２ 
午前６時から午前９時までの間に 

暴風警報が解除された場合 
→ 午前は休講とし，午後は平常どおりの授業を行う 

３ 
午前９時以降に 

暴風警報が解除された場合 
→ 全日休講とする 

なお，暴風警報が発表されていない場合でも，気象状況は時間の経過とともに変化することが想定される。状況に

応じて休講の措置をとることもある。大学発表の情報を必ず確認すること。 

また，授業開始以後に暴風警報が発表された場合は，学内放送等で授業措置の情報を発信する。 

 

３．その他，緊急事態の状況によっては，前述にかかわらず別途の措置を講ずる場合がある。 

 

４．上記の措置を行う場合，直ちに大学ホームページおよびポータルサイトへ掲載するので，各自で確認すること。 
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８．科目成績 
 

１．成績の発表 

(1) 成績は８月下旬（クォーター開講を含む前期配当科目）と３月下旬（クォーター開講を含む後期配当科目および通

年配当科目）の２回発表する。 

(2) 成績は発表と同時に効力を発生するものとする。 

(3) 卒業の要件を満たして卒業資格を認定された者は，３月に本学内に掲示する。 
 

２．成績の評価 

学業成績の評価を，秀（100点～90点），優(89点～80点)，良（79点～70点），可（69点～60点），不可（59点以下）

の５段階に分け，秀，優，良，可 を合格とする。 
 

３．成績順位の算定方法 

成績順位は，ｆ－ＧＰＡ（ファンクショナル・グレード・ポイント・アベレージ）方式により算定される。計算式は

以下のとおりで，算出された評定値の大きい順に順位がつけられる。 

（履修した各科目のＧＰ×単位数）の合計 
＝ 評定値 

履 修 単 位 数 

※ＧＰ＝（科目の得点－５５）／１０ ただし，科目の得点が６０点未満の場合，ＧＰは０とする。 

(1) 評価値算出対象科目は「卒業要件対象科目」とする（卒業要件非加算の単位数は含めない）。 

(2) 評定値算出には不合格科目も対象とする。 

(3) 不合格科目を再履修した場合は，分母の履修単位数の変更はせずに，分子のみ最新評価結果に変更して算出する。 

(4) 前期終了時に評定値を算出する場合，当該年度に履修中の通年科目については，分母（履修単位数）に含めない。 

(5) 評定値が同じ場合には，分子が大きいものを上位とする。分子も同じ場合には同順とする。 
 

９．単位修得状況や成績に関する指導 

 

① 単位修得状況による指導 

１年次前期終了時に修得単位が１０単位未満の者に対しては，学修意欲の促進と成績向上を目的として，クラス担

任が面談等の個別指導を行う。また，１年次終了時に修得単位が２０単位未満の者に対しては，クラス担任が面談

等を行い，勉学意志の確認や進路変更を含めた今後の進め方に関する相談および指導を行う。なお，いずれの場合

も上記修得単位数には卒業要件非加算の単位数を含めない。また，途中に休学がある場合はその期間を考慮して対

応する。 

② ｆ－ＧＰＡによる指導 

各年次終了時に，ｆ－ＧＰＡが０．３未満の者には，退学勧告を行う。 
 

10．３年次進級条件 

 

２年次終了時に修得単位が６０単位未満（卒業要件非加算の単位数は含めない）の者は，３年次へ進級できず２年次

に留年となる。 
 

11．卒業研究着手（４年次への進級）条件 
 

４年次になると各研究室に所属し，「卒業研究（通年６単位）」に着手するが，下記の条件を満たしていなければ着手

できず,３年次に留年となる。 

①３年以上在学していること。 …休学期間は在学期間に算入しない。 

②１００単位以上を修得していること。 …卒業要件非加算の単位数は含めない。 

③各学科の定める卒業研究着手条件を充たしていること。 …各学科の頁を参照すること。 

注意：「卒業研究」は学年始めの４月からはじまる。年度途中に着手条件を満たしても，着手は翌年度４月となる。 

また，３年次終了時までに短期間でも休学期間があると，①の条件が満たせず，着手は翌年度４月まで延期さ

れることになるので十分注意すること。  
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12．修業年限と卒業延期 

１．修業年限 

本学を卒業するためには４年以上在学しなければならない。在学年数は８年を超えることはできない。さらに１年次，

２年次を合わせて４年を超えて在学できない。ただし，休学中の期間は在学期間に加えない。 

２．卒業延期 

４年を超え在学する場合は，４月３０日までに定められた所定の学費を納入しなければならない。履修届出について

は前年度までの方法と同じである。 

なお，卒業延期者に対しては，科目試験については学期末毎に，卒業研究については２カ月毎に審査が行われて卒業

に必要な条件が満足されれば，前者については学期末に，後者については２カ月毎の月末に卒業資格が認定される。 

13．教職課程の科目の履修 

教職課程登録をした学生が教職課程開講科目を履修する場合，単位認定の取扱いは，科目ごとに詳細に定められてお

り，さらには学科によっても異なる場合がある。 

履修にあたっては，「教職課程」説明頁や，所属学科の「履修上の注意事項」を参照すること。 

14．他学科・他学部・他大学の科目の履修 

１．特別履修 

所属する自学科の教育課程表（「教養科目」「体育科目」「外国語科目」「工学基礎科目」「専門科目」）に属さない科目

の履修を「特別履修」とする。これらに該当するものとして，自学部内他学科の科目・他学部の科目・他大学の科目（協

定を結んでいる大学に限る）などがある。これらの特別履修は，“卒業要件加算”とする場合と“卒業要件非加算”とす

る場合がある。 

なお，各学科により，取り扱いが異なる場合があるので，以降の説明の他に，所属学科の「履修上の注意事項」を参

照すること。 

卒業要件加算 卒業要件非加算 

所属する学科の教育課程表 

教養科目 

「共通分野 

教育課程表」参照 

自学部内他学科の科目の特別履修 

体育科目 他学部の科目の特別履修 

外国語科目 

他大学の科目の特別履修（協定を結んでいる大学に限る） 

 工学院大学／芝浦工業大学／東京電機大学 

東京理工系４大学として４大学相互の単位互換協定を結んでいる協定校。 

工学基礎科目 
「所属学科 

教育課程表」参照 
専門科目 

教職課程 

「教職課程 教育課程表」参照
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８．科目成績 
 

１．成績の発表 

(1) 成績は８月下旬（クォーター開講を含む前期配当科目）と３月下旬（クォーター開講を含む後期配当科目および通

年配当科目）の２回発表する。 

(2) 成績は発表と同時に効力を発生するものとする。 

(3) 卒業の要件を満たして卒業資格を認定された者は，３月に本学内に掲示する。 
 

２．成績の評価 

学業成績の評価を，秀（100点～90点），優(89点～80点)，良（79点～70点），可（69点～60点），不可（59点以下）

の５段階に分け，秀，優，良，可 を合格とする。 
 

３．成績順位の算定方法 

成績順位は，ｆ－ＧＰＡ（ファンクショナル・グレード・ポイント・アベレージ）方式により算定される。計算式は

以下のとおりで，算出された評定値の大きい順に順位がつけられる。 

（履修した各科目のＧＰ×単位数）の合計 
＝ 評定値 

履 修 単 位 数 

※ＧＰ＝（科目の得点－５５）／１０ ただし，科目の得点が６０点未満の場合，ＧＰは０とする。 

(1) 評価値算出対象科目は「卒業要件対象科目」とする（卒業要件非加算の単位数は含めない）。 

(2) 評定値算出には不合格科目も対象とする。 

(3) 不合格科目を再履修した場合は，分母の履修単位数の変更はせずに，分子のみ最新評価結果に変更して算出する。 

(4) 前期終了時に評定値を算出する場合，当該年度に履修中の通年科目については，分母（履修単位数）に含めない。 

(5) 評定値が同じ場合には，分子が大きいものを上位とする。分子も同じ場合には同順とする。 
 

９．単位修得状況や成績に関する指導 

 

① 単位修得状況による指導 

１年次前期終了時に修得単位が１０単位未満の者に対しては，学修意欲の促進と成績向上を目的として，クラス担

任が面談等の個別指導を行う。また，１年次終了時に修得単位が２０単位未満の者に対しては，クラス担任が面談

等を行い，勉学意志の確認や進路変更を含めた今後の進め方に関する相談および指導を行う。なお，いずれの場合

も上記修得単位数には卒業要件非加算の単位数を含めない。また，途中に休学がある場合はその期間を考慮して対

応する。 

② ｆ－ＧＰＡによる指導 

各年次終了時に，ｆ－ＧＰＡが０．３未満の者には，退学勧告を行う。 
 

10．３年次進級条件 

 

２年次終了時に修得単位が６０単位未満（卒業要件非加算の単位数は含めない）の者は，３年次へ進級できず２年次

に留年となる。 
 

11．卒業研究着手（４年次への進級）条件 
 

４年次になると各研究室に所属し，「卒業研究（通年６単位）」に着手するが，下記の条件を満たしていなければ着手

できず,３年次に留年となる。 

①３年以上在学していること。 …休学期間は在学期間に算入しない。 

②１００単位以上を修得していること。 …卒業要件非加算の単位数は含めない。 

③各学科の定める卒業研究着手条件を充たしていること。 …各学科の頁を参照すること。 

注意：「卒業研究」は学年始めの４月からはじまる。年度途中に着手条件を満たしても，着手は翌年度４月となる。 

また，３年次終了時までに短期間でも休学期間があると，①の条件が満たせず，着手は翌年度４月まで延期さ

れることになるので十分注意すること。  
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工学部：履修要綱 

２．自学部内他学科科目の特別履修 

自学部内の他学科で開講される科目は，原則として次のとおり履修することができる。 

他学科における科目区分と科目種別 履 修 の 可 否 

他
学
科
の
教
育
課
程
表

工
学
基
礎
科
目

所属学科の同一名称科目 
履修できない。 

（再履修の場合で特例を認めることがあるので教育支援センターに確認すること） 

所属学科の類似名称科目※ 
原則として履修できないが，卒業要件非加算の特別履修としてなら履

修を認めることがある。 

専
門
科
目

所属学科の同一名称科目 卒業要件加算の特別履修として履修できる。 

所属学科の類似名称科目※ 卒業要件加算の特別履修として履修できる。 

所属学科にない科目 卒業要件加算の特別履修として履修できる。 

※「類似名称科目」とは，以下のような場合を指す。

①「物理学(1)」「物理学」のように，番号だけが異なる科目

②「○○概論」「○○汎論」など，同一のキーワードが科目名になっている場合

③ 講義内容が酷似している科目も同様に扱う

(1) 履修の手続き

履修する場合は，「特別履修申告書」（各自ポータルサイトよりダウンロード）に必要事項を記入の上，第１週目の

授業に出席し科目担当者の認印を受けてから，世田谷キャンパス教育支援センターに提出すること。履修にあたっ

ては，教育支援センターに備え付けの該当学部「学修要覧」，「教授要目」，「授業時間表」を参考にすること。

(2) 履修の制限

・所属学年よりも上の学年の配当科目は履修できない。

・履修希望者数が多く，履修人数を制限する場合は，当該学科の学生が優先される。

３．他学部の科目の特別履修 

他学部で開講される科目の履修については以下のとおりである。 

(1) 履修の手続き

履修する場合は，「特別履修申告書」（各自ポータルサイトよりダウンロード）に必要事項を記入の上，第１週目の

授業に出席し科目担当者の認印を受けてから，世田谷キャンパス教育支援センターに提出すること。履修にあたっ

ては，教育支援センターに備え付けの該当学部「学修要覧」，「教授要目」，「授業時間表」を参考にすること。

(2) 履修の制限

・履修の可否は，自学部内の他学科で開講される科目の取り扱いに準ずる。

・所属学年よりも上の学年の配当科目は履修できない。

・履修順序の指定がある科目で，前提となる科目を履修していない場合は，当該科目を履修することはできない。

・履修希望者数が多く，履修人数を制限する場合は，開講学部の学生が優先される。

(3) 試験日程および成績評価

履修科目の試験日程および成績評価は，開講学部の日程および基準による。

４．他大学の科目の特別履修 

東京理工系４大学単位互換 

東京理工系４大学の交流協定に基づき，工学院大学，芝浦工業大学，東京電機大学で開講される科目のうち，単位

互換可能科目を所属学科の許可を得て履修することができる。修得した科目は学則で定める最大の単位数までを卒

業要件に算入できる。ただし，本学において開講している科目と同一内容の科目については，履修を許可しない。

単位互換が可能な科目と履修手続は世田谷キャンパス教育支援センターで確認すること。他大学での受講について

は，クラス担任あるいはアカデミックアドバイザの指導・助言を受けること。 
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15．学部・大学院一貫教育 

高度に科学技術が発展するとともに，知の専門化，細分化が進み，国際競争が激化する現代社会においては，新たな

学問分野や急速な技術革新に対応できる深い専門知識と幅広い応用力を持つ人材が求められている。そのため，本学で

も大学院に進学し学修を継続する学生が多いが，学部教育と大学院教育を滑らかに接続し効果的に学修できるよう，「学

部・大学院一貫教育プログラム」が用意されている。将来の職業を早い段階から見据えて，この「学部・大学院一貫教

育プログラム」を有効に活用して欲しい。 

１．プログラム内容 

以下に，本プログラムの特色を述べるが，これらを実現するにはプログラムに参加し，十分な成果を挙げることが条

件であることは言うまでもない。また，以下の内容を含め，プログラム内容は各学科，各専攻が特色ある内容を用意し

ているので，詳細は各学科教務委員等に問い合わせること。 

(1) 大学院授業科目の先行履修

本プログラムへの参加が認められた学生のみ，大学院各専攻が指定する大学院授業科目を先行して履修する事がで

きる。これにより，大学院での学修・研究に時間的余裕を確保でき，より充実した大学院での成果を見込める。

(2) 卒業研究の早期着手・修了

本プログラムを選択し，在籍学科が認めた場合には，卒業研究を３年後期から開始することができる。

さらに，卒業研究が順調に遂行され，学科が卒業研究として十分な内容であると判断した場合には，４年前期末で

卒業研究を終了し，大学院修士課程の研究へと進む事ができる。

(3) 大学院修士課程在学中の学外研修

卒業研究を４年前期末で終了できた学生または４年終了時に大学院授業科目を１０単位修得した学生は，余裕を持

った充実した大学院生活を送れるが，その活用方法にはさまざまな選択肢が考えられる。

指導教員の指導のもと，より充実した研究活動に充てる，国内・国外のインターンシップに充てる，海外留学に充

てる，他大学や学内の他研究室での研究参加に充てるなど，有意義に活用して欲しい。

(4) 大学院修士課程の早期修了

４年前期末で卒業研究も含めた卒業要件を満たし，かつ，大学院Ａ日程入試に合格している学生は，４年後期から

大学院修士課程の研究に着手でき，大学院で定められた修士課程早期修了要件を満たすことで修士の学位を１年間

で取得する事が可能である。

例えば，１年早く博士後期課程に進学する事ができ，その後，博士後期課程でも早い時期に十分な成果が挙げられ

れば，大学院修士課程，博士後期課程全体を３年間で修了することも可能である。

２．プログラム参加について 

本プログラムは大学院に進学する優秀な学生を対象としたプログラムであり，その参加資格，手続き時期は以下のよ

うに定められている。本プログラムに参加する学生のみが，「大学院授業科目の先行履修」を始めとする上記「１．プロ

グラム内容」の適用可能性を有する。本プログラム内容の適用を希望する学生は必ず当該時期に手続きを行うこと。 

(1) プログラム参加資格

以下に示すいずれかの時点において，条件を満たしている学生が本プログラムへの参加資格を有する。

・３年後期開始時点： ３年前期終了時点での成績（ｆ－ＧＰＡ）が学科上位２分の１以内であること。

・４年前期開始時点： 大学院Ａ日程入試推薦基準を満たしていること。

・４年後期開始時点： 大学院Ｂ日程入試に合格していること。

(2) 手続き時期と方法

上記のように，３年後期開始時点，４年前期開始時点，４年後期開始時点に本プログラムへの申請を受け付ける。

詳細は当該時期のオリエンテーションで示されるので，必ず出席すること。

工学部：履修要綱 

２．自学部内他学科科目の特別履修 

自学部内の他学科で開講される科目は，原則として次のとおり履修することができる。 

他学科における科目区分と科目種別 履 修 の 可 否 

他
学
科
の
教
育
課
程
表

工
学
基
礎
科
目

所属学科の同一名称科目 
履修できない。 

（再履修の場合で特例を認めることがあるので教育支援センターに確認すること） 

所属学科の類似名称科目※ 
原則として履修できないが，卒業要件非加算の特別履修としてなら履

修を認めることがある。 

専
門
科
目

所属学科の同一名称科目 卒業要件加算の特別履修として履修できる。 

所属学科の類似名称科目※ 卒業要件加算の特別履修として履修できる。 

所属学科にない科目 卒業要件加算の特別履修として履修できる。 

※「類似名称科目」とは，以下のような場合を指す。

①「物理学(1)」「物理学」のように，番号だけが異なる科目

②「○○概論」「○○汎論」など，同一のキーワードが科目名になっている場合

③ 講義内容が酷似している科目も同様に扱う

(1) 履修の手続き

履修する場合は，「特別履修申告書」（各自ポータルサイトよりダウンロード）に必要事項を記入の上，第１週目の

授業に出席し科目担当者の認印を受けてから，世田谷キャンパス教育支援センターに提出すること。履修にあたっ

ては，教育支援センターに備え付けの該当学部「学修要覧」，「教授要目」，「授業時間表」を参考にすること。

(2) 履修の制限

・所属学年よりも上の学年の配当科目は履修できない。

・履修希望者数が多く，履修人数を制限する場合は，当該学科の学生が優先される。

３．他学部の科目の特別履修 

他学部で開講される科目の履修については以下のとおりである。 

(1) 履修の手続き

履修する場合は，「特別履修申告書」（各自ポータルサイトよりダウンロード）に必要事項を記入の上，第１週目の

授業に出席し科目担当者の認印を受けてから，世田谷キャンパス教育支援センターに提出すること。履修にあたっ

ては，教育支援センターに備え付けの該当学部「学修要覧」，「教授要目」，「授業時間表」を参考にすること。

(2) 履修の制限

・履修の可否は，自学部内の他学科で開講される科目の取り扱いに準ずる。

・所属学年よりも上の学年の配当科目は履修できない。

・履修順序の指定がある科目で，前提となる科目を履修していない場合は，当該科目を履修することはできない。

・履修希望者数が多く，履修人数を制限する場合は，開講学部の学生が優先される。

(3) 試験日程および成績評価

履修科目の試験日程および成績評価は，開講学部の日程および基準による。

４．他大学の科目の特別履修 

東京理工系４大学単位互換 

東京理工系４大学の交流協定に基づき，工学院大学，芝浦工業大学，東京電機大学で開講される科目のうち，単位

互換可能科目を所属学科の許可を得て履修することができる。修得した科目は学則で定める最大の単位数までを卒

業要件に算入できる。ただし，本学において開講している科目と同一内容の科目については，履修を許可しない。

単位互換が可能な科目と履修手続は世田谷キャンパス教育支援センターで確認すること。他大学での受講について

は，クラス担任あるいはアカデミックアドバイザの指導・助言を受けること。 
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東京都市大学オーストラリアプログラム（TAP） 
 
１．TAP が目指す人材像 

 
都市大の伝統である「実践的な専門力を有した国際人」が TAP の目指す人材像。 

「英語で学び、英語で考え、英語で議論する」ことのできる学生を育てます。 
 
２．ＴＡＰの目標 

 
TAP は、 1 年次からの準備教育と 2 年次の 4 か月間の留学を合わせた        

2 年間に亘る本学独自の国際人育成プログラム。このプログラムを通じて、国際的な視野とコミュニケーション能力を

持った、時代に柔軟に対応できる人材を育成します。留学先の西オーストラリア州は、アジア、ヨーロッパ、アフリカ

などのさまざまな国の出身者が暮らす多様性に富んだ州で、このような恵まれた環境の中で、グローバルに活躍するた

めに語学力と異文化を理解する力を磨きながら、自主性や自立心を高めます。 
 
３．プログラム概要 

 
1 年次からの準備教育では、語学準備講座と留学準備研修会を提供します。2 年次の 4 か月間は、西オーストラリア州

パース近郊にあるエディスコーワン大学（以下、ECU）またはマードック大学（以下、MU）に留学し、英語と教養を

学びます。 
 (1) 参加対象学部学科・募集定員・派遣期間・派遣先大学（平成 30（2018）年度入学者） 

学部学科 定員 サイクル 派遣期間 派遣先大学 

工学部 全 8 学科 100 名 
サイクル B 2019 年 8 月～11 月 ECU/MU 

知識工学部 全 4 学科  35 名 

環境学部 環境創生学科  25 名 

サイクル A 2019 年 2 月～ 5 月 
MU 

環境学部 環境マネジメント学科  15 名 

メディア情報学部 社会メディア学科  25 名 

メディア情報学部 情報システム学科  10 名 

都市生活学部 都市生活学科  90 名 
ECU 

人間科学部 児童学科   3 名 

(2) 参加費用 
90 万円 ・・・準備教育、査証取得費用、航空運賃、学生寮費などが含まれます。 

 
４．プログラム内容 

 
１．準備教育 

1-1．語学準備講座 
留学に備えて、出発までに TOEIC550 点以上の取得を目指します。授業期間中（2 学期間※）、ネイティブスピ

ーカーによるレッスンを週 5 日合計 100 回受けます（※学部学科により 3 学期間の場合もあり）。レッスンの内容

は「読む・書く・聞く・話す」の 4 技能の習得に加え，プレゼンテーションスキルも磨きます。 
 

1-2．留学準備研修 
国際人として成長するための準備として、異文化理解やコミュニケーション能力を高めるための研修を行います。

研修会は、出発までに 5 回程度開催する予定です。その内容は、ゲストスピーカーによる特別講演、危機管理セミ

ナー、帰国学生による「留学生活や授業についての講演」などを予定しています。 
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東京都市大学オーストラリアプログラム（ＴＡＰ） 
 
２．留学中の授業 

4 か月間の留学において、1stクォーターは，大学付設の語学学校（能力別クラス）で他国の留学生とともに英語を

学びます。2ndクォーターは国際人として必要な教養を身につけるために、教養の科目を英語で学びます。現地におけ

る科目と、本学における認定科目については以下のとおりですが、詳細は学科の教務委員（または TAP 担当教員）に

確認してください。 

 
 
３．現地での過ごし方 

留学中は派遣先大学キャンパス内の学生寮に滞在します。4 か月間の長期滞在メリットを生かし、現地学生や他国

の留学生との交流を深めることができます。また，現地の学生団体や寮が主催するさまざまなイベントに参加するな

ど充実したアクティビティを体験することが可能です。さらに、TAP 参加者対象のアクティブプログラム事業（以下

LBA（５（2）を参照）に応募し採択されれば、自らの力で交流の機会を創り出すことができます。 
 
４．帰国後の過ごし方 

留学前と後に TOEIC テストを受験し、効果を測定しますので、自分がどれだけ成長したかを確認することができ

ます。TAP で修得した英語力を活かすために、帰国後は「海外インターンシップ」、「交換留学」、「海外フィールドワ

ーク」などにチャレンジしてください。 
 
５．奨学金制度 

 
学校法人五島育英会「夢に翼を奨学金」による奨学金制度があります。 

(1) TAP アワード 
各サイクルにおいて参加者数の上位 10％の学生に奨学金を給費します。選考は、語学

準備講座の成績、「現地での成績、留学後の TOEIC テストなど英語能力テストの成績，

各イベントの参加状況などを基に行います。 
(2) LBA（ Let’s be Active in TAP ） 
個人又はグループから事前に活動計画書を提出してもらい，その企画が採択された   
場合に，活動費用として奨学金を給費します。 
 

６．その他 
 
上記の記載内容（開講科目名など）は変更される場合がありますのでご了承ください。 

TAP に関するご質問等は以下の窓口まで。 
国際センター（事務局国際部） 世田谷キャンパス 1 号館 1 階  メールアドレス kokusaibu@tcu.ac.jp 
 

 

 

 

TAPにおける海外大学で修得し た単位の認定について

工学部 知識工学部 環境学部 メ ディ ア情報学部 都市生活学部 人間科学部

認定科目区分 認定科目区分 認定科目区分 認定科目区分 認定科目区分 認定科目区分

Communication Skills(1) 1

Communication Skills(2) 1

Reading  and W riting (2) 1

TOEIC Preparation 1

4 ※2 4 教養科目 教養科目 ー ー 教養科目 教養科目

2 ※2 2 工学基礎科目・ 選択 知識工学基盤科目・ 選択 ー ー 教養科目 教養科目

2 ※2 2 教養科目 教養科目 ー ー 専門基礎科目・ 選択必修 教養科目

2 ※2, ※3 2 ー ー ー ー 専門科目・ 必修 教養科目

2 ※2 2 工学基礎科目・ 選択 知識工学基盤科目・ 選択 ー ー ー ー

Communication Skills(1) 1

Communication Skills(2) 1

Reading  and W riting (2) 1

TOEIC Preparation 1

4 ※2 4 教養科目 教養科目 教養科目 教養科目 ー ー

2 ※2 2 教養科目 教養科目 教養科目 教養科目 ー ー

2 ※2 2 ー ー 専門基礎科目・ 選択 専門基礎科目・ 選択 ー ー

2 ※2 2 工学基礎科目・ 選択 知識工学基盤科目・ 選択 ー ー ー ー

2 ※2 2 工学基礎科目・ 選択 知識工学基盤科目・ 選択 専門基礎科目・ 選択 専門基礎科目・ 選択 ー ー

※1　 海外大学での開講科目(名)は変更と なる場合がある。

※2　 海外大学で単位を修得し た科目の名称のまま、 学則第43条に則り 、 都市大で単位を認定する。

※3　 都市生活学部においては、 必修科目「 まちの観察」 に読替えて認定する。

M U

Improving  Eng lish 4

ECU

Improving  Eng lish 4

Introductory Applied M athematics

派遣

先大

学名

海外大学の開講科目名　 ※1

Improving  Eng lish 4単位を外国語必修単位Ｃ Ｓ (1) ,Ｃ Ｓ (2)＜1年次配当＞, Ｒ Ｗ (2) ,Ｔ Ｐ ＜2年次配当＞ の4単位で認定

（ 上記科目の履修は免除）

都市大での認定科目名単位数 単位数

Dig ita l Storytelling

Using  W eb Data

Susta inable Urban Design 

Austra lia  Today

Improving  Eng lish 4単位を外国語必修単位Ｃ Ｓ (1) ,Ｃ Ｓ (2)＜1年次配当＞, Ｒ Ｗ (2) ,Ｔ Ｐ ＜2年次配当＞ の4単位で認定

（ 上記科目の履修は免除）

Austra lia  Today

Collaborative Design

Socia l, Cultura l, and M edia Studies

Urban M ovement and Ana lysis

Austra lia  and Asia 

 

東京都市大学オーストラリアプログラム（TAP） 
 
１．TAP が目指す人材像 

 
都市大の伝統である「実践的な専門力を有した国際人」が TAP の目指す人材像。 

「英語で学び、英語で考え、英語で議論する」ことのできる学生を育てます。 
 
２．ＴＡＰの目標 

 
TAP は、 1 年次からの準備教育と 2 年次の 4 か月間の留学を合わせた        

2 年間に亘る本学独自の国際人育成プログラム。このプログラムを通じて、国際的な視野とコミュニケーション能力を

持った、時代に柔軟に対応できる人材を育成します。留学先の西オーストラリア州は、アジア、ヨーロッパ、アフリカ

などのさまざまな国の出身者が暮らす多様性に富んだ州で、このような恵まれた環境の中で、グローバルに活躍するた

めに語学力と異文化を理解する力を磨きながら、自主性や自立心を高めます。 
 
３．プログラム概要 

 
1 年次からの準備教育では、語学準備講座と留学準備研修会を提供します。2 年次の 4 か月間は、西オーストラリア州

パース近郊にあるエディスコーワン大学（以下、ECU）またはマードック大学（以下、MU）に留学し、英語と教養を

学びます。 
 (1) 参加対象学部学科・募集定員・派遣期間・派遣先大学（平成 30（2018）年度入学者） 

学部学科 定員 サイクル 派遣期間 派遣先大学 

工学部 全 8 学科 100 名 
サイクル B 2019 年 8 月～11 月 ECU/MU 

知識工学部 全 4 学科  35 名 

環境学部 環境創生学科  25 名 

サイクル A 2019 年 2 月～ 5 月 
MU 

環境学部 環境マネジメント学科  15 名 

メディア情報学部 社会メディア学科  25 名 

メディア情報学部 情報システム学科  10 名 

都市生活学部 都市生活学科  90 名 
ECU 

人間科学部 児童学科   3 名 

(2) 参加費用 
90 万円 ・・・準備教育、査証取得費用、航空運賃、学生寮費などが含まれます。 

 
４．プログラム内容 

 
１．準備教育 

1-1．語学準備講座 
留学に備えて、出発までに TOEIC550 点以上の取得を目指します。授業期間中（2 学期間※）、ネイティブスピ

ーカーによるレッスンを週 5 日合計 100 回受けます（※学部学科により 3 学期間の場合もあり）。レッスンの内容

は「読む・書く・聞く・話す」の 4 技能の習得に加え，プレゼンテーションスキルも磨きます。 
 

1-2．留学準備研修 
国際人として成長するための準備として、異文化理解やコミュニケーション能力を高めるための研修を行います。

研修会は、出発までに 5 回程度開催する予定です。その内容は、ゲストスピーカーによる特別講演、危機管理セミ

ナー、帰国学生による「留学生活や授業についての講演」などを予定しています。 
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